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序     文 
 

南南協力という概念は1970年代に芽生えたものであり、途上国間技術協力（TCDC）に代表さ

れる途上国間の技術交流です。我が国においては1992年の政府開発援助大綱（ODA大綱）におい

て南南協力に対する支援を表明し、1994年の東京アフリカ開発会議（TICAD-Ⅰ）以降、南南協力、

特にアジア・アフリカ協力に力を入れてきています。 

一方、国際協力事業団においては、1974年から「第三国研修（TCTP）」という援助形態を開始

しました。第三国研修の設立時の意義は、我が国の技術移転の成果を更に他の第三国に移転する

ものでしたが、約25年の間に冷戦終結やグローバリゼーションなどの国際環境の変化のなかで、

第三国研修の意義は技術移転のみならず、南南協力支援のツールとして積極的に活用されてくる

ようになり、第三国研修の意義を検証することが必要です。 

また、「第三国専門家派遣事業（TCE）」という援助形態は南南協力支援の一環として1994年に

開始されました。当初の意義は我が国の技術協力の一層効果的な活用を図るため第三国の人員を

我が国の専門家として活用するものでしたが、年々の援助環境の変化に伴い専門家派遣にかかわ

る諸制度の妥当性の検証が必要となってきています。 

我が国の南南協力支援の発展形としては、新興援助国との間で「パートナーシップ・プログラ

ム」があげられます。このプログラムは1994年に開始され、シンガポールやタイなどの新興援助

国のドナー化支援のため、第三国研修や第三国専門家派遣事業などに関する中期的な目標・計画

を設定し総合的な協力の枠組みを定めたものですが、最終受益国のニーズをいかにプログラムに

反映させるかが課題となっています。 

今回の評価調査では、シンガポールとタイを対象に1994年から2000年までの南南協力の活動を

評価することにより南南協力にかかわる課題を分析し、今後の当事業団の南南協力支援のあり方

について検討を行うものです。本調査の結果が今後の一層の南南協力の促進に寄与することを期

待します。 

最後になりましたが、本評価調査に協力頂いたシンガポール外務省、タイ首相府経済技術協力

局、第三国研修実施機関、第三国専門家、帰国研修員、並びにアンケート調査を実施した南南協

力活動のすべての関係者の方々にお礼申し上げます。 

 

   平成13年11月 

 

国際協力事業団 
理事 高島 有終 
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第１章 評価調査の概要 
 

１－１ 調査の背景 

南南協力という概念は、南北間の垂直的な関係に基づく伝統的な援助概念とは別に、南の国と

南の国との間の途上国間協力、南と南の水平的な協力関係に独自の意義を見いだし形成されたも

のであり、1970年代以降、途上国の間で受入れられるようになった。 

 1978年、アルゼンチンのブエノスアイレスにおいて途上国間技術協力(Technical Cooperation 

among Developing Countries：TCDC)に関する国連会議が開催され、その結果として同会議にて採

択された「TCDCの推進と実施のためのブエノスアイレス行動計画」は、そのあとの南南協力の

試金石的役割を果たした。同行動計画は、TCDC推進に関しとるべき行動として、38項目から成

る具体的措置を勧告している。このなかで「国際機関と先進諸国はTCDCに貢献できるような開

発途上国機関に対し、財政支援等を与えること」、「TCDCを支援するために、技術協力に関する

政策や手続きを改善すること」など、南南協力への支援の意義、必要性が明記されている。 

国連の定義によると、国連が扱う南南協力は、TCDCと途上国間経済協力（Economic Cooperation 

among Developing Countries：ECDC）に分けられている。TCDCは、国連開発計画（United Nations 

Development Program：UNDP）によると、「必要に応じて国連等の外部からの助言と財政支援を受

けて、開発途上国が相互に経験と技術能力をシェアする途上国組織による開発活動・プロジェク

トの実行と運営」と定義される。一方、ECDCは、広く経済・貿易分野の途上国間協力を指して

いるようである。 

上述のように、南南協力自体は、開発途上国間の協力の概念である。基本的には先進国のかか

わりは排除されたものとして受け取られてきたが、我が国政府は、一貫して開発途上国が行う南

南協力に対する支援を実施するとともに拡充してきた。このような南南協力支援を重視すること

は、他の援助国と比較し、日本の開発援助の特色の１つであると表明しており、今後も南南協力

の動きを積極的に支援していくこととしている。 

日本の南南協力支援の方針は、「政府開発援助大綱（ODA大綱）」で、「他の開発途上国の有す

る知識や技術の十分な活用を図るための支援を行う」と述べられている。また、「ODA中期政策」

では、「開発段階や言語・文化等について共通点の多い開発途上国間において、適正な技術が円滑

に移転される効果が期待されるのみならず、近隣国間で協力が行われることにより、経費節約効

果も期待できる」と記されている。 

国際協力事業団（JICA）は、この方針を踏まえて、設立以来一貫して南南協力への支援を重視

し、また拡充してきている。歴史的には、JICAの南南協力支援は、1976年度に第三国研修として

予算化し、同年度にタイの養蚕研究研修センターでラオスの研修員４名の研修を実施したことに

始まる。1976年の国際協力事業団年報では、「第三国研修は、開発途上諸国の域内で類似した環境
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の近隣諸国から研修員を受け入れ、技術移転を効率的に実施する現地研修方式で、我が国は援助

供与国として、研修員に対する外国旅費、滞在費、研修経費等の必要な経費を負担し、研修実施

国と共同して研修を行う研修方式である」と記されている。 

2000年度の第三国研修は29か国、130コースに、研修員数は2,245名に達している。1995年から

は第三国専門家制度を設け、2000年には125人の専門家を派遣している。また、JICAは、1994年

よりパートナーシップ・プログラム（Partnership Program）を開始している。これは、南南協力

を実施している開発途上国（以下、「南南協力実施国」と記す）が、新興援助国として主体的な援

助国に移行できるように支援するための枠組みであり、JICAが行う開発途上国のドナー化を促進

するための最終段階のプログラムとして位置づけられている。1994年にシンガポールとタイとの

間でパートナーシップ・プログラムが合意されているほか、エジプト、チュニジア、チリ、ブラ

ジル、アルゼンチンの間でパートナーシップ・プログラムの協議議事録（Record of Discussions：Ｒ

／Ｄ）が締結されており、今後もその他の南南協力実施国との間でパートナーシップ・プログラ

ムが開始されることが想定される。また、1997年度と1998年度には、南南協力支援の効果的な実

施手法に関する調査研究を実施し、南南協力支援の意義と課題を再認識している1)。 

 他方、南南協力の重要性は、経済協力開発機構（Organization for Economic Cooperation and 

Development：OECD）・開発援助委員会（Development Assistance Committee：DAC）で決定され

た「21世紀に向けて：開発協力を通じた貢献（通称新開発戦略）」（1996年５月）や東京国際アフ

リカ開発会議Ⅱ（TICADⅡ）の東京行動計画（1998年10月）において、国際的にも認識されてき

ている。1998年５月には、同年10月のTICADⅡの開催に先駆け、外務省・JICAが南南協力実施国

15か国を招へいし、南南協力支援会合を開催している。この会議においては、南南協力活動の現

況と課題について議論を行うとともに、参加国との間で南南協力活動への積極的な推進が確認さ

れている。最近では、2001年５月に国連TCDCのハイレベル会合が国連本部にて行われ、JICAは

代表団メンバーとパネリストとして参加し、第三国研修などの南南協力への積極的な支援につい

て報告を行っている。本会合では南南協力支援に対する先進国と南南協力実施国の双方から、南

南協力と、先進国と開発途上国との３国間の協力である三角協力（Triangular Cooperation）の有

効性について活発な議論が展開された。 

以上のとおり、南南協力についてJICAは積極的な取り組みを行っている。しかし、第三国研修

等の個別プロジェクトでの評価は行っているが、南南協力をテーマとして南南協力について包括

的な評価は行っていない。南南協力の主要スキームである第三国研修や第三国専門家制度をみて

みれば、あくまで「我が国の技術協力の補完／普及の手段」としての位置づけで生まれてきた歴

史的な経緯もあり、JICAの南南協力の概念が適格に整理されているわけではない。実務面でも、

                                                                                          
1) 1997 年度事業効率化基礎研究「南南協力支援手法」JICA及び 1998 年度同研究「南南協力支援」JICA 
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第三国研修、専門家、パートナーシップ・プログラムを南南協力支援の基に実施しているが、必

ずしも対象国と概念を共有化してはいないようにも見受けられる。このような状況を踏まえれば、

今後の南南協力の促進のために評価を行うことが有意義と考え、今回特定テーマ評価として取り

上げることとした。

１－２　調査の目的

本評価調査は、歴史的背景、各国の取り組み状況の比較などを踏まえてJICAの南南協力支援

の概念と実態の比較を行うとともに、パートナーシップ・プログラムの最初の締結国であるタイ

とシンガポールをケース・スタディとして、また1994年度以降に実施した第三国研修と第三国専

門家派遣事業を対象として南南協力の視点から評価を行い、今後のJICAが南南協力支援を行っ

ていくための効果的な戦略と実施上の留意点等について提言を行うことを目的とした。なお、本

評価調査では現地調査を実施した。

なお、本件評価では、当初シンガポールとタイのパートナーシップ・プログラムを対象として

評価を行うことで開始したが、地域部等の南南協力支援に関連する各部職員をフォーカス・グル

ープとした議論の過程で、JICAの地域別・国別アプローチを戦略的に行うためには、南南協力

の全体的なあり方について知りたいとの要望が強かったことを受け、評価の内容を変更している。

具体的な評価の設問を列挙すれば、以下のとおりである。

(1) 南南協力実施国は、どのように考え南南協力を実施しているか。

(2) 南南協力実施国は、我が国の南南協力支援についてどのように考えて対応しているか。

(3) シンガポールとタイにおける南南協力支援事業の過去の評価はどのようなものであったの

か。

(4) シンガポールとタイにおける南南協力支援事業は裨益国に対してどのような効果をもたら

したのか。
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１－３ 調査のフレームワーク 

本調査の評価フレームは、図１－１のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

 

 
 

図１－１ 評価のフレームワーク 

 

(1) 南南協力支援の概念と現状の比較 

本調査では、まず日本の南南協力支援について確認した。次に南南協力実施国の南南協力

に対する見解の比較を行った。比較は、先行調査、関連報告書のレビューとともに、南南協

力を実施している南南協力実施国の援助窓口機関に対して、JICA事務所を通じ記述式のアン

ケート調査（質問票調査）を実施し、受領した結果を基に分析することによって行った。ア

ンケートの対象は、1997年度事業効率化基礎研究「南南協力支援手法」において現状調査を

実施した国のなかから、JICA事務所が所在するトルコ、インドネシア、マレーシア、メキシ

コ、エジプト、チュニジア、チリ、ブラジル、ケニア、中国、コロンビア、アルゼンチンの

12か国とした。具体的な項目は、南南協力の概念・戦略、実施方法、日本に対する期待等で

ある。シンガポールとタイにおいては、この点について援助窓口機関と実施機関を対象に直

接インタビュー及び詳細調査を行った。具体的な調査項目と結果は第３章に記載した。 

 

(2) 南南協力支援の評価（シンガポールとタイ） 

 シンガポールとタイの第三国研修と第三国専門家派遣事業について評価を実施した。 

②南南協力支援の評価②南南協力支援の評価②南南協力支援の評価②南南協力支援の評価    
        （タイ・シンガポール）（タイ・シンガポール）（タイ・シンガポール）（タイ・シンガポール）        
  第三国集団研修・第三国専門家 

①南南協力支援①南南協力支援①南南協力支援①南南協力支援の概念の概念の概念の概念     
・日本の南南協力 
・窓口機関､実施機関､援助機関等の考え方 

③報告書作成③報告書作成③報告書作成③報告書作成     
・定性分析及び評価 
・教訓・提言の抽出 

・終了時評価調査報告書のレビュー 
・インタビュー／アンケート調査 
（研修実施機関、帰国研修員、研
修講師、第三国専門家等） 

・文献調査 
・新興援助国へのアンケート
調査 

・タイ・シンガポール政府、
実施機関へのインタビュー 
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第三国研修については、研修コースごとの終了時評価調査報告書に記載されている評価結

果を分析するメタ評価の手法を試みた。また、各報告書では、情報量が限られているため、

メタ評価を補足するために案件の成果の活用度合いについて、第三国研修実施機関担当者、

研修講師、帰国研修員、裨益国関係機関の関係者へのインタビューとアンケート調査を実施

した。帰国研修員は、第三国研修の研修員のうちで、本調査でケース・スタディの対象国で

あるシンガポールとタイでの自国参加者を除く、裨益国からの研修員を対象とした。本調査

における裨益国とは、第三国研修や第三国専門家派遣により、最終的に技術協力の成果を受

ける第三国研修研修員派遣国と第三国専門家受入国の意で用いている。 

第三国専門家については、個々の専門家の協力内容についての評価ではなく、南南協力支

援の観点から第三国専門家派遣制度そのものの改善を念頭に置き調査を実施した。現地調査

において、専門家本人、派遣元機関担当者、専門家受入機関へのアンケート調査、若しくは

インタビューを実施した。また、裨益国の援助窓口機関に対してもアンケート調査を実施し

た。 

シンガポールとタイでの評価対象は、1994年度以降1999年度までに実施された以下の第三

国研修と第三国専門家派遣とした。案件名は表１－１のとおりである。分析は第４章と第５

章に記載した。 

 

(3) 評価報告書の作成 

上記(1)と(2)の評価結果を報告書に取りまとめた。また、評価結果から課題を整理し、今

後のJICAの南南協力支援の戦略的活用方法と実施方法についての教訓提言を抽出した。報告

書の第６章に記載する。 
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表１－１ 評価調査の対象案件 
 
シンガポール第三国研修コース 

 案件名 実施機関 協力期間 

１ コンピュータソフトウェア技術 日本・シンガポールコンピュータ技術学院 1994-1998 

２ 港湾管理 シンガポール港湾庁 1995-1999 

３ 上級経営相談 シンガポール国家生産性標準庁 1994-1998 

４ 上級経営診断Ⅱ シンガポール国家生産性標準庁 1994-1998 

５ 空港管制 シンガポール航空大学校 1992-1996 

６ 電力供給・送電 シンガポール・ポリテクニック 1993-1997 

７ 食品包装 シンガポール・ポリテクニック 1993-1997 

８ ロジスティクスにおける製品保護技術 シンガポール国家生産性標準庁 1994-1998 

９ 交番システム シンガポール警察 1995-1999 

10 高度情報管理技術（インテリジェント技術） 日本・シンガポールAIセンター 1995-1999 

11 メカトロニクス 日本・シンガポール学院（ナヤンポリテクニック） 1995-1999 

12 環境管理 シンガポール環境管理公社 1996-1999 

 
タイ第三国研修コース   

 案件名 実施機関 協力期間 

１ 上級電気通信技術 モンクット王工科大学ラカバン校 1993-1997、1998-2002 

２ 皮膚病学 皮膚病研究所 1994-1998、1999-2003 

３ コミュニティー・フォレストリー 王室林野局造林研究訓練センター 1992-1996 

４ プライマリー・ヘルスケア マヒドン大学ASEAN保健開発研究所 1993-1997、1998-2002 

５ 麻薬犯罪防止 麻薬管理局 1992-1996、1997-2001 

６ 水道供給技術 タイ王国水道技術訓練センター 1992-1996、1997-2001 

７ 土壌管理技術 東北タイ農業開発研究センター 1994-1998 

８ 農村開発における女性の役割の向上 カセサート大学農業普及研修センター 1995-1999 

９ 熱帯における持続的農業生産 カセサート大学農業普及研修センター 1995-1999 

10 持続的高地農業開発 チェンマイ大学 1996-2000 

11 持続的灌漑システム管理 王室灌漑局 1996-2000 

12 重要家畜伝染性疾病の診断技術と防疫技術 国立家畜衛生研究所 1997-2001 

13 ラオス実務者向け造林普及技術 王室林野局 1998-2000 

14 人口／リプロダクティブ・ヘルス調査 マヒドン大学人口社会研究所 1999-2003 

15 
アジア太平洋地域における障害者や高齢者
に優しい街づくりに関する研修 

国連アジア太平洋経済社会委員会、労
働社会福祉省 

1999 

16 淡水魚養殖 水産局 2000-2004 

 
第三国専門家 

タイ 68名（1994年度から1999年度派遣実績） 

注）シンガポールについては実績がごく少数のため、対象としない。 
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１－４ 調査の実施プロセス 

(1) 評価者 

評価は、以下の評価調査チームを結成し実施した。本評価調査チームの氏名と担当業務は、

以下のとおりである。なお、本報告書は評価調査団の見解を取りまとめたものであり、JICA

の統一した見解を表明するものではない。 

・三好 皓一 JICA企画・評価部評価監理室室長（評価総括） 

・村岡 敬一 JICA企画・評価部援助協調室室長（援助協調） 

・山田 恭稔 社会開発国際調査研究センター副主任研究員（振興援助国分析） 

・阿部 亮子 JICA企画・評価部評価監理室（評価手法） 

・小嶋 公史 （株）パシフィックコンサルタンツインターナショナル 

（南南協力支援評価分析） 

 

(2) 調査行程 

評価調査では、2000年１月から２月にかけて、JICAの南南協力支援に関連する調査報告書

と第三国研修の終了時評価調査報告書をレビューした。また、第三国研修と第三国専門家派

遣事業、パートナーシップ・プログラムを実施しているJICA関係各部との会議をもち、評価

調査のコンセプトについて意見を交換した。あわせて、現地調査を実施するシンガポールと

タイのJICA事務所にも、本件調査に対する関心事項と配慮を要する点について意見を聴取し

た。これらの情報を基に、評価調査団は、調査のコンセプトを固め、現地調査におけるイン

タビューとアンケートの実施方法と調査項目案を作成した。また、シンガポールとタイにお

いて、それぞれ現地コンサルタントにアンケート調査の実施を委託することにした。 

シンガポールとタイの現地調査は、３月６日から３月22日まで17日間であった。現地調査

では、援助窓口機関であるシンガポール外務省技術協力局（Technical Cooperation Department）

とタイ首相府経済技術協力局（Department of Technical and Economic Cooperation：DTEC）、

第三国研修の実施機関、二国間援助機関、国際機関等を訪問し、関係者にインタビューを行

った。また、第三国研修講師、第三国専門家等にもインタビューを実施した。 

アンケート作業は、シンガポールにおいては、シンガポール大学のOng Lean Suan教授と

Ms.Jong Hui Sianに、タイにおいては、PCIインターナショナル・バンコク支店のMr.Prasit 

Patanakijpaibulに依託した。 

現地調査のあと、評価調査団は、終了時評価調査報告書の結果、アンケート結果、インタ

ビュー結果を基に分析を行うとともに、分析結果等について関係者に意見を聴取し、これら

結果を評価報告書として取りまとめた。 
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 (3) アンケート調査の実施 

質問票は、対象別に７種類（南南協力実施国の援助窓口機関、裨益国の援助窓口機関、帰

国研修員、帰国研修員の所属機関、第三国専門家の受入機関、第三国研修の実施機関、第三

国専門家本人）作成した。付属資料２に質問票を添付した。アンケート調査については、国

内において作成したアンケートの調査項目案に基づいて、シンガポール事務所の鈴木里美企

画調査員とOng教授との間でアンケート調査の調査項目案について用語の確認等を行い、調

査項目を最終決定した。南南協力実施国援助の窓口機関向けのアンケートについては、JICA

本部からJICA事務所に質問票を送付し、調査と回収を依頼した。 

過去の第三国研修終了時評価調査の経験では、帰国研修員からのアンケート調査の回収率

が１割程度と極めて低い。このため、本評価調査ではJICA事務所のネットワークを活用し、

電子メールとFAXを活用し、回収率の向上に努めた。具体的には、シンガポールとタイ事務

所から該当帰国研修員の必要情報と質問票を各JICA事務所に送付し、各事務所が回収するこ

ととした。該当研修員の所属国に事務所が所在しない場合には、現地コンサルタントが直接

質問票を送付し回収した。 

なお、調査サンプルについては、シンガポールとタイ事務所が対象案件から１コース10名

を無作為抽出し、該当する帰国研修員の所属機関を研修員所属機関のサンプルとした。しか

し、当アンケート調査は、事前に決めた質問項目（Structured Interview）に沿って行うこと

を当初想定しサンプルを選定したが、評価の過程でオープンな質問に変更し、被験者にはキ

ー・インフォーマントとしての役割を期待し、できる限り意見を聴取することに方向を修正

した。 
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第２章 日本の南南協力支援 
 

南南協力を評価するためには、南南協力支援に対する日本の考え方をまず整理しておくことが

必要である。本評価は、日本の南南協力支援を対象とするものであり、この点を整理することな

しに評価を行うことは、評価の設問を不明確にし、本件評価自体を危うくすることになりかねな

い。特に、日本の南南協力支援は、我が国の二国間技術協力の延長として発展してきた経緯があ

り、概念が必ずしも明確にはなっていないので、この点を踏まえて整理しておくことが重要であ

ると考えた。 

本章では、日本の南南協力支援について現状を概観するとともに、日本の援助機関は南南協力

支援をどのように考えているかを考察し、まずもって本評価で議論されるべき対象の整理を試み

た。 

 

２－１ 日本の南南協力支援の現状 

表２－１は、JICAの南南協力支援の現状をまとめたものである。JICAの南南協力支援は，第三

国研修を主体として、第三国専門家、パートナーシップ・プログラム、機関間のネットワーク構

築、三角協力プロジェクト等から成っている。以下、それぞれについて概要を記述する。個々の

説明は、JICAの企画・評価部の南南協力支援説明資料に基づくものであり、JICAの南南協力につ

いての基本的な視点もうかがうことが可能と考えられる。 

 

表２－１ JICAの南南協力支援実績概要 
 

活 動 
2000年度実績 

〔概算金額（億円）〕 
内 容 

1. 第三国研修 132コース／研修員
2,246名（16.7） 

開発途上国による他の開発途上国への研修に対する支援 

2. 第三国専門家 専門家125名（1.17） 開発途上国による他の開発途上国への専門家派遣に対する支援 

3. パートナーシップ･
プログラム 

６件 
(－) 

新興援助国（ブラジル、チリ、エジプト、シンガポール、タ
イ、チュニジア）と共同で受益国へ協力を行うための総合的
な枠組み 

4. 機関間のネットワー
クの構築 

１件 
(1.11) 

経験の共有のための機関間のネットワーク構築に対する支援 

5． 三角協力プロジェト １件 
(2.13) 

カンボジアの農村開発を目的としたUNDP、UNOPS、ASEAN

諸国との共同による専門家の共同派遣等の協力 

* その他活動 － ・メキシコの南南協力の実施体制強化を目的とした専門家チ
ームの派遣 

・アルゼンチンに対する技術協力の運営・実施に係る研修の
実施 

出所：JICA 
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 (1) 第三国研修 

 1975年に導入された事業であり、研修を実施する開発途上国が、JICAの支援の下、周辺国

等から研修員を受け入れて技術を移転・普及するものである。標準的なケースでは、過去に

JICAの協力を受けた機関を受入れ先として、現地の事情に適応した日本の技術・ノウハウを

周辺国に再移転する。 

 第三国研修には、集団・個別の２つの形態がある。１つの形態は、第三国集団研修であり、

当該技術分野における他の開発途上国の人員を一堂に集めて研修を実施するものである。も

う１つは第三国個別研修であり、主としてJICAプロジェクト方式技術協力・個別派遣専門家

のカウンターパートを対象とし、日本より第三国で研修を行った方が効率的、効果的である

と判断された場合に実施している。近年の第三国集団研修の実績は以下のとおりである（表

２－２、表２－３、表２－４参照）。実績をみると、近年実施国数、コース数、参加者数とも

大幅に増加している。実施国は1994年の21か国から1998年に26か国に、そして2000年には29

か国に、さらにコース数は1994年の86コースから1998年に122コースになり、2000年には130

コースにも及んだ。参加者は1994年の1,489名から1998年に2，240名になり、2000年には2,246

名に増加している。1994年から2000年の実施国数、コース数、参加者数の伸び率はそれぞれ

38％、51％、50％と大幅に伸びている。しかし、予算は、1994年の予算が確認できなかった

ので比較はできなかった。 

 地域的な実施割合では、中近東、アフリカが伸びているのに対して、中南米の実施が落ち

込んできている。分野別の割り振りでは、計画・行政、商業・慣行が伸びているのに対して、

公益・公共事業が落ち込んでいる。 

 

表２－２ 第三国集団研修の実績 

年度 実施国数 コース数 参加者数 概算金額* 
1994 21か国 86コース 1,489人 N/A 
1995 20か国 89コース 1,662人 N/A 
1996 23か国 100コース 1,662人 N/A 
1997 22か国 104コース 1,750人 10億8,900万円 
1998 26か国 122コース 2,240人 12億円 
1999 30か国 128コース 2,293人 10億8,700万円 
2000 29か国 130コース 2,246人 11億2,200万円 

＊個別研修の金額を含む。 
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表２－３ 研修実施地域の推移 

 1990年度 1995年度 2000年度 
ASEAN 43％ 54％ 48％ 
東・中央アジア 0％ 0％ 1％ 
南西アジア 6％ 5％ 4％ 
大洋州 6％ 2％ 1％ 
中南米 35％ 23％ 19％ 
中近東* 7％ 11％ 16％ 
アフリカ** 4％ 5％ 9％ 
欧州 0％ 0％ 2％ 
注）実施国の例（2000年度） 

*  中近東：エジプト、チュニジア、モロッコ、ヨルダン、トルコ等 

** アフリカ：ケニア、ザンビア、セネガル 

 

表２－４ 研修実施分野の推移 

 1990年度 1995年度 2000年度 
計画・行政* 11％ 11％ 15％ 
公益・公共事業 35％ 27％ 18％ 
農林水産 26％ 27％ 21％ 
鉱工業 6％ 8％ 8％ 
エネルギー 2％ 4％ 2％ 
商業・観光** 2％ 1％ 10％ 
人的資源 2％ 9％ 8％ 
保健医療 15％ 12％ 15％ 
社会福祉 2％ 1％ 2％ 
その他 0％ 1％ 2％ 
注）コースの例（2000年度） 

*  計画・行政：移行経済支援、環境法整備、高度情報管理技術等 

** 商業・観光：観光開発、生産性向上（アフリカ対象）、債務管理セミナー、PFP等 
 

＜事例：タイ・第三国研修「農村生活向上における女性の役割」＞ 
 
 カセサート大学農業普及研修センター(National Agricultural Extension and Training Center, 

Kasetsart University：NAETC)は日本政府の無償資金協力により設立。同センターの目的は、

農業知識、科学技術等を農民や政府高官、民間セクターに移転することである。 

 同センターはJICAのプロジェクト方式技術協力により、日本の農業普及に関する知識・技

術の移転を受けた。そのあと、1995年に、アジア諸国からの参加者に対して、ワークショッ

プや現地視察を通して、農村生活や、農村部における女性の役割を向上させる知識と技術を

習得する機会を与えることを目的とする第三国研修「農村生活向上における女性の役割」を

開始した。コースは６週間単位で実施され、５年間でアジア12か国・アフリカ３か国から計

94名への研修が行われた。カリキュラムは、NAETC、JICA、農林水産省等の機関との合同で

作成されたが、毎年、アンケートや参加者の発表を通して行われる評価を通じて、改善・充

実が図られた。 
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(2) 第三国専門家 

 南南協力に対する支援の一環として、日本の技術協力を補完・支援（「補完・支援型」）、又

は日本が実施した技術協力の成果を普及・発展する（「普及発展型」）ために、開発途上国に

おいて他の開発途上国の優れた人材を専門家として活用する制度であり、1995年から開始さ

れたものである（表２－５、表２－６参照）。第三国専門家の数は急激に伸びており、1995

年の開始時の10名が2000年には125名となっている。専門家の派遣国に占める割合は、ASEAN

の割合が減少し中南米が大きく伸びている。 

 

表２－５ 派遣人数の推移 

年 度 人数（名） 概算金額（千円） 
1995 10 N/A 
1996 15 N/A 
1997 35 N/A 
1998 51 51,650 
1999 115 81,271 
2000 125 79,195 

 

表２－６ 派遣元地域の推移 

 1998年度 1999年度 2000年度 
ASEAN 53％ 43％ 29％ 
南西アジア 6％ 10％ 9％ 
中南米* 40％ 37％ 58％ 
中近東 0％ 7％ 1％ 
アフリカ** 0％ 1％ 2％ 
欧州 0％ 3％ 1％ 
注）派遣国の例（2000年度） 

*  中南米：アルゼンチン、チリ、メキシコ等 

** アフリカ：ジンバブエ、タンザニア、南アフリカ 

 

(3) 三角協力「カンボジア農村開発計画」 

 三角協力とは、我が国が他の援助国・援助機関と共同で、開発途上国における協力事業を

実施するものである。 

 本プロジェクトは、カンボジアのコンポンスプー県とタケオ県周辺における農村基盤整

備・農村地域開発を通じて、帰還難民等の生活向上を目的として1992年から実施している

（Ｒ／Ｄは単年度単位で締結）。プロジェクト対象地域内に整備した施設（メイン・センター

と３か所のサブ・センターの建設等）を拠点として、日本人専門家／青年海外協力隊員と

ASEAN諸国の専門家（UNDP人づくり基金を用いてインドネシア・マレーシア・フィリピン・

タイ等から数名ずつ）は農業・生計向上・教育・公衆衛生と多角的なアプローチで農村開発
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協力を実施し、その成果が着実に実を結びつつある。 

 なお、現在は2004年３月までに、プロジェクトをカンボジア側へスムーズに移譲し、以降

の自立的発展を促すことを念頭に置いた運営を行っている。 

 

(4) パートナーシップ・プログラムに基づく支援 

 パートナーシップ・プログラムは、南南協力の実施国と共同で周辺の受益国への協力を促

進するために政府間で合意した総合的な枠組みである。このプログラムの下、JICAは、実施

国と共同で、研修・専門家派遣等を実施するとともに、必要に応じて、JICAの援助実施に係

るノウハウを実施国の援助機関に技術移転している。パートナーシップ・プログラムの概要

は表２－８のとおり。 

 

表２－８ パートナーシップ・プログラムの概要 

名  称 概  要 

日本・タイ・パートナーシップ・プログラム 
(Japan-Thailand Partnership Programme：JTPP） 

1994年に開始。第三国集団研修を2000年までに
15コース・250人に拡大することを目標。 
本プログラムは2000年に終了しており、現在更
新に向けた交渉中。 

21世紀のための日本・シンガポール･パートナー
シップ･プログラム（Japan-Singapore Partnership 
Programme for the 21 Century：JSPP 21 

1997年に開始。2001年をもって５年間の実施期
間を終了する予定。2001年度の年間計画では、
ITを重点分野とすることで合意 

日本・エジプト三角技術協力計画（Japan-Egypt 
Triangular Technical Cooperation Program for the 
Promotion of South – South Cooperation in Africa） 

1998年に開始。様々な分野で第三国集団研修を
実施するとともに、溶接分野・保健医療分野に
おいて第三国専門家のスキームを開始してい
る。 

日 本 ・ チ ュ ニ ジ ア 三 角 技 術 協 力 計 画
（Japan-Tunisia Triangular Technical Cooperation 
Program for the Promotion of South-South 
Cooperation in Africa） 

1999年に開始、2000年には第三国研修のほか、
合同プロジェクト形成調査を実施。  

日本・チリ・パートナーシップ・プログラム（The 
Japan-Chile Partnership Programme：JCPP） 

1999年に開始、中南米を対象としたニーズ調査
とともに第三国研修、第三国専門家、合同研修
等を実施。ボリビアにおける鉱業、ペルーにお
ける養殖など特定のテーマについての協力も
推進。 

日本・ブラジル・パートナーシップ・プログラ
ム (The Japan-Brazil Partnership Programme：
JBPP） 

2000年に開始。協力の初期段階においてはポル
トガル圏アフリカ（アンゴラ、モザンビーク等）
を協力対象とすることで合意。2001年に保健と
農業分野で合同研修を開始。 

日本・アルゼンチン・パートナーシップ・プロ
グ ラ ム （ Partnership Programme for Joint 
Cooperation between Japan and Argentina） 

2001年５月に署名。ニーズ確認のため周辺国に
対する合同調査を予定。 

＊この他、モロッコ及びマレーシア等と同様の枠組みの締結に向けた議論が続けられている。 
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＜事例：日本・チリ・パートナーシップ・プログラム＞

　チリには海外技術協力の窓口機関として設立され、チリ外務省の下で対外協力、域内協力

を担当する国際協力庁(AGCI)がある。AGCIは周辺地域の国々と組織的、人的ネットワーク

を構築しており、これらの国々に対して積極的な南南協力を行っている。

　日本とチリは、1999年に「日本・チリ・パートナーシップ・プログラム」(JCPP)を締結。

チリ政府は同プログラムのための独立した予算を有しているが、これはチリ政府が行う国際

協力の中でも特に高く評価されていることの表れである。

　本プログラムの下に行われる具体的な事業の流れとしては、まずチリ政府は中米諸国等と

毎年計画会議と呼ばれる会議を開き、各国にどのような協力を行えるか協議する。協力分野

の特定後、JICA事務所とAGCIの担当者が実際に現地を視察し、具体的ニーズを把握する。

そのあと、JICA、AGCI、チリ側実施機関等にてプロジェクトの詳細を検討のうえ、所定の

手続きにのっとって案件を開始する。

　2000年度には、ボリビア（動植物防疫）及びキューバ（水産養殖）を対象とした、チリ人

専門家派遣、共同研修、機材供与を組み合わせたプロジェクト的な協力を実施。さらには、

チリにおいて実施する第三国研修（「光ファイバー伝送システム」、「貝類養殖技術」等）に

おいて、中米・カリブ・南米の多数の国から研修員を受け入れる。

(5) 国際会議の開催等

 1) 南南協力支援会合

　1998年５月20日及び21日に沖縄名護市において、アジア、アフリカ、中南米にて積極

的に南南協力を展開している15か国（シンガポール、マレーシア、インドネシア、タイ、

フィリピン、韓国、中国、トルコ、エジプト、ケニア、チュニジア、ブラジル、メキシ

コ、チリ、アルゼンチン）の参加の下、経験・ノウハウの共有化及び実施面での共通の

課題の明確化、南南協力実施に係る制度・体制のあり方の検討などを目的とした会合を

開催した（外務省と共催）。会合においては、南南協力に係る各国の経験・ノウハウが

積極的に披露されるとともに、その体制整備や、援助受入国側との関係構築に係る積極

的な討議がなされた。

 2) JICA/UNDP共催シンポジウム「21世紀の開発協力－南南協力支援のあり方」

　2001年10月４日及び５日に東京にて開発途上国の南南協力実施機関、及び窓口機関並

びに他ドナー等の参加の下、実務者ワークショップと一般公開シンポジウムという二部

構成のシンポジウムをUNDPとの共催により開催した。

　実務者ワークショップにおいては、事例紹介のあと、これを踏まえた南南協力及びその

支援に関する率直な意見交換が行われ、援助をとりまく環境が変化するなか、南南協力の

意義にかんがみ、先進国の支援の下、これを積極的に推進していくべきことが再確認され

た。また、ITを活用したネットワーク構築などの具体的手法や、持続可能性・政策支援・
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効果的な評価・受益者の参加などといった共通課題についての活発な議論がなされた。 

 また、一般公開のシンポジウムにおいては、有識者、NGO、学生、各国大使館など幅広

い層からの参加者130名強に対し、JICA及びUNDPによる南南協力支援の成果を事例を中心

に紹介した。 

 

(6) その他各種取り組み 

 1) メキシコの南南協力実施体制の強化 

 メキシコ政府は1988年以来、周辺国への専門家派遣等の南南協力を実施しているが、そ

の実施体制を強化するために、JICAのノウハウの移転を求めてきた。これに応えてJICAは、

1997年から協力を開始し、1999年にはメキシコ国際協力庁の組織強化等を目的とした専門

家チーム派遣の協力を３年間の計画で開始した。具体的な協力内容としては、計画策定・

実施・モニタリング・評価のための制度設計、データベースの構築、PCMの導入、関係機

関のネットワーク化、国内広報の強化などを計画しており、この過程で、日本とメキシコ

による周辺国への三角協力プログラムを立ち上げていく予定である。 

 2) アフリカ人づくり拠点（African Institute for Capacity Development：AICAD） 

 1998年10月に東京で開催された第２回アフリカ開発会議（TICADⅡ）で提唱された構想

に基づき、ケニアのジョモ・ケニヤッタ農工大学を「人づくり拠点」として、周辺諸国の

大学、政府機関と連携しながらアフリカの実社会に裨益する研究、人材育成、情報発信を

めざす協力を2000年に開始した。本協力は３つのフェーズから構成される12年間にわたる

プロジェクトであり、アフリカ諸国が抱える現在の開発課題のみならず、将来、直面する

と想定できる課題への対応も含めて開発研究や人材育成を行い、国境や属性を超えた拠点

づくりをめざす。現在ケニア、タンザニア、ウガンダがプログラムに参加している。 

 

２－２ 日本の南南協力支援の特性 

(1) 日本の援助重点分野としての南南協力支援 

日本は南南協力支援を重視している。この南南協力支援の重視は、他の援助国と比較し、

日本の開発援助における政策的な特色の１つであると位置づけられている。我が国政府は、

一貫して開発途上国が行う南南協力に対する支援を実施、拡充してきており、今後も南南協

力の動きを積極的に支援していくこととしている。 

公式政府文書としては、1992年に閣議決定されたODA大綱による南南協力支援の表明に始

まる。ODA大綱では、「他の開発途上国の有する知識や技術の十分な活用を図るための支援

を行う」と述べ、南南協力支援の方針を明確にしている。また、1999年８月に公表された「政

府開発援助に関する中期政策（ODA中期政策）」では、「開発段階や言語・文化等について共
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通点の多い開発途上国間において、適正な技術が円滑に移転される効果が期待されるのみな

らず、近隣国間で協力が行われることにより、経費節約効果も期待できる」と記し、南南協

力の促進を強調している。南南協力支援の意義として、①自然条件や言語等の類似した地域

による適正技術の移転が可能、②先進国で実施するよりも実施経費が安価、③新興援助国（南

南協力実施国）のドナー化支援、援助の裾野の拡大が掲げられている。 

このような日本の南南協力の重要性に対する認識は、DAC新開発戦略（1996年５月）や

TICADⅡの東京行動計画（1998年10月）においても強く表明されている。DAC「新開発戦略」

（1991年）では「パートナーシップ」と「オーナーシップ」を提唱しており、「パートナーシ

ップ」と「オーナーシップ」を促進する手段としての南南協力とその支援を強調している。

このような考え方は、DAC新開発戦略の実現に南南協力を重視することにつながり、DAC新

開発戦略実施の枠組みとして提唱されたTICADでも南南協力が重視された。1998年５月には

同年10月のTICADⅡの開催に先駆け、外務省・JICAは、南南協力実施国15か国を招へいして

南南協力支援会合を沖縄において開催している。この会議において、南南協力活動と南南協

力支援の現況と課題について議論を行うとともに、参加国との間で南南協力活動への積極的

な推進が確認している。 

1997年度と1998年度には、南南協力支援の効果的な実施手法に関する調査研究を実施し2)、

南南協力及び南南協力支援の意義と課題を再認識している。また、最近では2001年５月に、

国連TCDCハイレベル会合が国連本部にて行われた際に、JICAは代表団メンバーとパネリス

トとして参加し、南南協力への積極的な支援についてプレゼンテーションを行っている。本

会合では、南南協力支援に対する先進国と南南協力実施国双方から南南協力と三角協力3)の

有効性について活発な議論が展開された。 

 

(2) 我が国の技術協力の補完／普及の手段としての南南協力支援 

次に実施面から日本の南南協力の考え方をみてみよう。JICA在外技術研修業務マニュアル

(1999年)によると、南南協力を支援することの利点として以下の点が取りあげられている。 

 1) 我が国の高度な技術をそのまま移転するのでなく、開発途上国において既に適用・改善

された技術の移転を図ることによって、参加国のニーズにより適合した技術を移転するこ

とが可能となる。 

 2) 本邦で研修を実施する場合に比べて、実施コストが低いため、同じ予算でより多くの人々

に研修参加の機会を提供することができる。 

                                                                                          
2) 1997 年度事業効率化基礎研究「南南協力支援手法」JICA、1998 年度同研究「南南協力支援」JICA 
3) Triangular Cooperation：先進国と南諸国との三国間の協力。国連では南南協力と先進援助国が関与した協力とを区別してい
る。 
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 3) カリキュラムの編成や参加者の募集等の研修の運営が、実施国の主体性と責任の下に行

われるので、実施国の研修実施能力の向上、ひいては自助努力の促進が期待できる。 

 4) 文化的・言語的、また気候・風土的にも馴染みやすい一定の地域の国を対象にして、同

地域内の国で実施するため、研修員がより適応しやすく心身ともに負担の少ない環境下で

研修を受けることができる。 

 5) 開発途上国間で技術・知識・経験等を相互に交換・共有することを通じて、共通の開発

課題に共同で取り組み集団的に自立を図るというアプローチに対する支援となる。 

JICAは、この方針を踏まえて、設立以降一貫して開発途上国間の南南協力の動きを重視す

るとともに、新しく開始された第三国研修などの支援の拡充に努めてきた。しかし、南南協

力の本来の意味である直接的な財政的支援は行っていない。あくまで「我が国の技術協力の

補完／普及の手段」としての位置づけで生まれてきた歴史的な経緯もあり、実施面ではこの

歴史的経緯を色濃く反映した研修と専門家派遣を主体とした体制となっている。第三国研修

は、明確な南南協力の概念の下に開始されたわけではなく、むしろその事業形態であるプロ

ジェクト方式技術協力によって移転した技術を周辺諸国に移転しようとする日本の協力推進

のための開始された制度であったといえる。JICAは、現在、南南協力支援として、第三国研

修や第三国専門家等の具体的事業を実施しているが、これらの活動も同様の考え方の延長線

上に行われているものが多い。 

前節でみたように、第三国研修では、過去にJICAの協力を受けた機関を受入れ先として、

現地の事情に適応した日本の技術・ノウハウを周辺国に再移転することとともに、第三国で

の研修の方が効率的、効果的であるとの比較判断が求められており、我が国の技術協力の補

完／普及の手段としての南南協力支援が強調される。第三国研修は1974年度に予算化され、

JICAが技術協力の実施を通じて先に支援していたタイ養蚕研究研修センターを活用して同

年度にラオスの研修員４名の研修を共同で実施したことに始まっており、これがJICAの南南

協力支援の原型を形作っている。1976年の国際協力事業団年報では、「第三国研修は開発途上

諸国の域内で類似した環境の近隣諸国から研修員を受け入れ、技術移転を効率的に実施する

現地研修方式で、我が国は援助供与国として、研修員に対する外国旅費、滞在費、研修経費

等の必要な経費を負担し、研修実施国と共同して研修を行う研修方式である」と記されてい

る。 

第三国専門家も同じ考え方に基づいており、日本の技術協力プロジェクトに派遣され、日

本の技術協力を補完・支援（「補完・支援型」）、又は日本が実施した技術協力の成果を普及・

発展する（「普及発展型」）ために、開発途上国において他の開発途上国の優れた人材を専門

家として活用する制度として発足している。 

1994年に南南協力支援に係る南南協力実施国との二国間の取り組みとして開始されたパー
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トナーシップ・プログラムも、南南協力実施国が第三国研修や第三国専門家の派遣を促進し、

より主体的な援助国に移行できるよう支援するための枠組みとなることが意図されていたも

のであり、日本の技術を根付かせドナー化を促進するための最終段階のプログラムとして位

置づけられている。 

 

(3) 地域別／国別アプローチの強化における南南協力支援 

 次にJICAが進めている地域別／国別アプローチとの関連で南南協力支援をみておくこと

とする。JICAは、地域別／国別アプローチを本格導入し、現在その体制の整備に努めている。

地域別／国別アプローチの本格導入は、JICAの活動に大きな影響を与え、JICAの組織体制、

計画策定、事業実施・管理方法、評価などに変化をもたらしている。このような状況のなか

で、南南協力支援は、どのような影響を受けているのであろうか。 

開発協力の世界においては、開発協力が効率的、効果的に行われているかという点が一層

強く問われるようになってきている。成果を重視する動向を端的に現したのは、「21世紀に向

けて：開発協力を通じた貢献」（通称「DAC新開発戦略」）が、1996年５月にOECDのDAC上

級会合で採択されたことである。このDAC新開発戦略は、開発途上国自身の開発努力と先進

国の開発協力の努力の成果を評価するために開発途上国における開発目標数値を定めている

この開発目標数値の設定は、従来のODAの対GNP比という、いわば投入を援助の第一義的な

目標として重視してきた概念に対し、成果自体を目標として明示する援助概念への変換であ

った。各援助機関は成果を重視する体制を模索しており、日本においても開発途上国の開発

課題に焦点をあてた国別・課題別アプローチの重視に軸足を移そうとしつつある。 

日本は、従来の形態別の事業アプローチから、現在地域別・国別アプローチを重視し事業

活動を行っている。JICAに例をとれば、2000年１月には、形態別アプローチの組織体制から

地域別、国別アプローチの組織体制に、具体的には４つの地域部（①主に東南アジア、イン

ドシナ諸国を担当する「アジア第一部」、②中国、南西アジア、中央アジア、大洋州などを担

当する「アジア第二部」、③「中南米部」、④「アフリカ・中近東・欧州部」）の創設を主体と

する組織の再編を実施し、組織的な対応を行った。また、事業活動は、国ごとに開発重点課

題を設定し、国ごとの事業計画の基に事業の実施に努めている。 

地域別／国別アプローチの本格導入以前においては、第三国研修や第三国専門家の投入な

どは個々の事業として実施することで問題はなかった。しかし、国別アプローチの本格的実

施以降は開発途上国の開発課題に対する支援を行うための協力プログラム／プロジェクトに

おける種々の投入の一貫として、第三国研修、第三国専門家派遣をみるようになってきてい

る。協力プログラムやプロジェクトと一つ一つの研修コース、一人一人の研修員受入れ、さ

らには一人一人の第三国専門家の派遣との関係が問われるようになってきており、開発途上
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国の開発課題に対する支援の文脈でみていくことが求められるようになってきている。 

この観点では、今現在もパートナーシップ・プログラムの下で、あるいは個々の事業でも、

第三国研修や第三国専門家派遣はスキームごとに実施国との間で合意形成が行われ、裨益国

はこの合意形成に参加していない。しかし、このような体制に対しては、本来は、南南協力

の裨益国に対する協力として位置づけられるべきではないかという意見も出てきている。ま

た、JICAの国別事業実施計画のなかで重要な構成要素として、南南協力支援国とともに行う

協力として位置づけ、そのプログラム／プロジェクト、あるいはその構成要素ごとに合意形

成を図る必要があるのではないかという意見も出てきている。 

 

２－３ まとめ 

以上、日本の南南協力支援の現況と考え方について概観してみた。これらの考察を踏まえると

日本の南南協力支援は下記のようにまとめることができる。 

(1) JICAの南南協力支援は、引きつづき拡大傾向にあり、今後もこの傾向は続くと考えられる。

(2) このような傾向は、南南協力支援を重視する政策的な支持による。南南協力の重視は、他

の援助国と比較して日本の開発援助の特色の１つと意識している。 

(3) その実施では、歴史的な経緯もあり、南南協力支援は、過去のJICAの協力を受けた機関を

主体として、現地事情に適応した日本の技術・ノウハウを周辺国に再移転することを目的す

る我が国の技術協力の補完／普及の手段として方法が規制されている。主体は研修と専門家

派遣である。 

(4) 一方、最近の地域別／国別アプローチの導入に伴う組織体制、計画策定、事業実施・管理

方法、評価などの変化に対して明確には位置づけられていない。 
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第３章 南南協力実施国の開発途上国への協力について 
 

３－１ 評価設問の設定 

 開発途上国に対して技術協力を実施している開発途上国は多い。しかし、開発途上国が技術協

力を実施するには技術面や資金面での制約があり、それゆえに先進国の協力を得て技術協力を実

施しているのが現状である。このような状況について、開発途上国間の関係を南南協力と呼び、

先進国からの支援を南南協力支援としている。では、一体このような状況について開発途上国は

どのように考えているのであろうか。また、このような状況のなかで、日本による協力・介入を

どのように位置づけているのであろうか。 

本件評価の実施過程で、JICAの実施担当者と南南協力支援についての対話を行った。その際に、

JICAと南南協力支援の受入窓口機関との協議で、必ずしも日本の南南協力支援の考え方が受け入

れられていない旨の言及が度々された。日本の南南協力の考え方が受け入れられていないという

ことが認識されるようになったのは、日本が従来の形態別の事業アプローチに替わり現在地域

別・国別アプローチを重視し4)、国ごとに開発重点課題を設定するとともに国ごとの事業計画の

下に事業の実施に努めることになったので、南南協力支援のあり方を開発途上国の受入窓口機関

や実施機関と協議することが以前より多くなったことによると指摘する者もいた。2000年の地域

部の創設に伴う地域別／国別アプローチの本格導入以前においては、第三国研修や第三国専門家

の投入などを南南協力と銘打って、個々の事業として実施することで問題はなかった。しかし、

国別アプローチの本格的導入以降は、開発途上国の開発課題に対する支援を行うための協力プロ

グラムやプロジェクトにおける種々の投入の一環としての文脈で、第三国研修、第三国専門家派

遣をみることが求められるようになってきているとの指摘もある。実際、南南協力実施国への支

援として総体としてみていた協力プログラムやプロジェクトの一つ一つの研修コース、一人一人

の研修員受入れ、一人一人の第三国専門家の派遣を、南南協力の裨益国としての開発途上国の開

発課題に対する支援の文脈でみていくことが不可欠になってきている。そのために、従来疑問を

もたなかった日本の南南協力支援についての考え方について、JICAの南南協力支援実施担当者の

なかで疑問が生じて来ているようにも見受けられる。このような現象は、JICAの担当者の南南協

力支援についての考え方や彼らの考えている概念自体に影響を与えてきている。 

このような点を踏まえて、本章では、従来の日本の南南協力支援の考え方が、どれだけ対象国

の中で位置づけられているのかを考察する。このことによって南南協力支援の可能性を探ること

ができると考えた。これは、従来の南南協力支援についての調査研究が、日本の視点から日本の

南南協力支援の考え方を整理するために行っているものがほとんどである点を考慮すれば、興味

                                                                                          
4) 「援助を巡る環境変化と援助実施機関の対応－国際協力事業団の組織改革を事例として」 国際開発研究、Vol.８、No２、

pp.127-143、国際開発学会、2000 
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深い結果を得られると考えた。特に、このような考察が、南南協力実施国の政策や施策と日本が南

南協力支援に関する政策や施策の関係を策定していくうえで有用な情報を提供するものと考えた5)

考察は、本評価調査で実施した南南協力実施国の援助受入窓口機関に対してのアンケート調査

とシンガポールの外務省経済協力局とタイのDTECと技術協力実施機関に対するインタビューを

基に行った。また、考察にあたっては、1999年に実施された南南協力支援に対する先行調査や南

南協力支援会合の会議記録など参考文献として利用した。 

 

３－２ 開発途上国支援・協力の現状 

(1) アジアの援助国 

マレーシアは、南南協力を積極的に促進するために、1980年マレーシア技術協力計画を創

設し、現在まで100か国以上の国を対象に協力を展開している。G-77、G-15、イスラム諸国

会議機構（Organization of Islamic Conferences：OIC）、D-８のメンバーとしての認識を強くも

っており、構成メンバー国に対して積極的に協力を行っている。これらのほとんどの協力に

は、援助国の支援を得ているが、意識的には上述のこれらの組織機構のなかでの活動として

南南協力を位置づけているように見受けられる。 

インドネシアも同じように、G-77、G-15、OIC、D-８のメンバーとして、また、非同盟諸

国のメンバーとして位置づけ、積極的な支援を行おうとしている。 

タイ政府は、技術協力を重要な長期目標としており、特に近隣諸国を対象国とし、対象国

との相互利益、協力援助国との相補性や連帯を重視して、持続的な成長と発展の達成を目的

に開発努力への支援を行っている。このような考え方を支えるために、1961年にタイ政府は

コロンボ・プランの下でフェローシップの資金の提供を開始し、現在はタイ国際協力プログ

ラムを設立し、協力をその枠組みの下に実施している。形態は、二国間プログラム、年次国

際研修コース計画、TCDC、三国間協力プログラムと区分して実施している。しかし、アジ

ア経済危機以降に予算が削減されており、この削減された部分を形態間でどのように割り振

るか、形態間の優先付けが問題になっていると推測される。そのうち二国間支援はDTECの

役割となっているが、地域協力は外務省の責任で行われており、これら種々の協力の調整が

必要と認識されている。DTECはJICAの協力で行っている第三国研修は狭い概念であり、南

南協力の一メカニズムと考えており、JICAの支援プロジェクトとTICPとの調整もこの一環と

なっている。JICAとの事業ではコストの分担を行っているが、これには実施機関の管理経費

                                                                                          
5) このような窓口機関や実施機関の認識を確認することは、評価としてはプロセス評価にあたる。一般に、行政活動では、政
策、施策、事業の一連の連鎖をもつ政策体系に基づき、各事業が実施されることになっているが、実態においては必ずしも
政策体系が明確にはなっているとは限らない。本件評価対象の南南協力をみてみれば、窓口機関は政策と施策に、実施機関
は施策と事業に関連することになるわけである。これらの機関がどのように南南協力を認識しているかは、評価すべき政策、
施策、事業がどのように行われているかにかかわっており、その認識を調べることは評価の大きな部分を占めることになる。 
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が計算されておらず、実際のタイの負担はもっと大きいと考えている。また、コースを既存

プロジェクトに限っているのも問題としている。DTECとしては、TCDCは開発途上国間の協

力であり、先進国が関与する場合には、明確に三国間協力として区別すべきであると考えて

いるが、いずれも南南協力と捉えている。他方、第三国専門家派遣は、どちらの範疇にも入

らず、基本的には日本のプロジェクトへの協力と考えており、日本側の考え方との相違がみ

られるので、日本の考え方とのすり合わせが必要と考えている。 

シンガポールは、1960年代から開発途上国への援助を開始している。シンガポールの開発

途上国への支援は、シンガポールの開発における技術の重要性についての確信を背景として

おり、シンガポールの経験を伝えることを基本としている。そのためシンガポールの途上国

支援は、研修機会の提供が主体であり、毎年2,000名程度の研修生を受け入れている。1992

年に各種プログラムを統一するためにシンガポール協力計画が設立された。現在研修は、シ

ンガポール外務省技術協力局の下で、被援助国も共同負担する二国間技術協力計画と先進国

援助国や援助機関が共同で費用を負担する共同研修プログラムの２つの方法で実施されてい

る。二国間技術協力計画は、①シンガポール・コロンボ・プラン研修奨学金、②シンガポー

ル・ASEAN研修奨学金、③インドシナ支援（カンボジア、ラオス、ベトナム向け）、④農業

関連事業と観光業を開発するためのミャンマー技術支援基金と持続可能な開発のためのシン

ガポール支援計画に区分され、アジア太平洋、アフリカ、中東、中南米、カリブ諸国と世界

に向け対象を広げている。また、研修は、シンガポール国内のみならず、相手国国内でも研

修プログラムを主宰している。共同研修プログラムは、日本をはじめオーストラリア、カナ

ダ、韓国などの国やアジア開発銀行（Asian Development Bank：ADB）、世界貿易機関（World 

Trade Organization：WTO）、英連邦事務局などの国際機関や組織とパートナーシップの枠組

みを構築し実施している。その数は20程度に及ぶ。実施方法は、基本合意に基づき研修分野

を特定のうえ、研修機関を選定し実施しており、ほとんどの機関で同様な手続きがとられて

いる。研修対象は、港湾管理、民間航空、電気通信、英語研修から商業銀行経営、知的所有

権、貿易政策など広い範囲にわたる。 

韓国は、1970年代に入り経済の離陸とともに韓国の専門家や補助金による支援計画を開始

し、1987年には二国間融資を供与する経済協力基金を、1991年には無償資金と技術協力の供

与機関として韓国国際協力事業団を設立し、途上国支援を行っている。これらの協力では、

国際平和と繁栄への寄与、途上国との経済関係の強化、継続的な人道的支援の３点を基本的

動機として、①韓国特有のプログラムを作成する、②人的資源開発の協力プログラムを作成

する、③援助国や国際機関との協力を推進する、④民間の参加を積極的に追及することとし

ている。また、その際にNGOの協力を求めることを支援アプローチとしている。しかし、韓

国では、経済危機により予算の増加は見込めず、開発援助に対する国民の支持の取り付けに
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腐心している。このため、出版物、マスメディアによるPRやオンライン・サービスなどを使

い、実施プロジェクトについての国民意識を高めることに努めている。 

中国は、技術協力協定を締結し、60を越える技術援助を行っている。その活動は、中国へ

の研修ツアー、応用技術についての国際研修コース、合同研究プロジェクト、中国専門家の

派遣などである。 

 

(2) 中南米の援助国 

中南米では、ブラジル、チリ、アルゼンチン、メキシコなどが開発途上国への支援を積極

的に実施している。 

アルゼンチンは、協力の目的を、開発に対する知見の移転であるとともに、支援対象国と

の関係を強化するための外交手段と位置づけている。アルゼンチンは、独自に開発途上国に

協力するとともに、先進国からの支援を得た三角協力を行っている。南南協力のために国際

機関から支援を得て水平協力基金を設立し、費用を分担し協力を行っている。技術協力は連

邦が管轄しているが、実施は州や国立大学などに分散して行われている。 

ブラジルは、被援助国と分担することを基本として援助を実施している。二国間と多国間

で実施しているが、援助自体を外交課題に組み込ませることをめざしている。チリは、国際

協力庁が中心となり、主に中米、カリブ諸国を対象に援助を実施している。先進国の支援を

受けた三角協力では、各当事者がそれぞれの役割を案件ごとに確認し、交渉し、合意している。 

メキシコは、外交政策の一環として、メキシコ国際協力事業団により、主に地理的にかか

わり、深い中南米とカリブ諸国を対象に途上国協力を実施している。特に、中南米とカリブ

諸国の数か国が参加できるプロジェクトに関心をもっており、技術的なつながりを拡大し、

地域的な結束、平和と統合プロセスの支援、貿易の拡大などをめざしている。 

 

(3) 中近東の援助国 

中近東では、チュニジア、エジプトが積極的に開発途上国への技術協力を展開している。 

チュニジアは、アフリカのフランス語圏を中心に技術協力を実施している。アフリカ25か

国と湾岸地域に対して、この26年間で約１万6,000名の専門家を派遣している。年度でみても、

実施機関である技術事業団は、850名の専門家を派遣するとともに、120の研修コースを組織

し、公共部門、民間部門、NGOから1,300名の研修員を受け入れている。また、大学や大学

院でのアフリカの学生の受入れ（自己負担者も含む）、チュニジアの経営者のアフリカでの活

動なども南南協力の延長線上で捉えている。三角協力については、先進国や国際機関からの

支援を受けつつチュニジアの経験を使った成功例と考えている。このような枠組みについて

は積極的に賛同しており、UNDP、世界銀行、イスラム銀行、アフリカ銀行等の国際機関、JICA、



－24－

JBICなどの二国間援助機関から支援を得ている。 

エジプトは、1980年にアフリカ技術協力基金（EFTCA）を設立し、南南協力の文脈でアフ

リカ諸国の人的資源と経済的インフラストラクチャーを開発するために技術援助を供与して

いる。主な活動としては、アフリカ諸国との関係強化をめざし、アフリカ諸国に長期・短期

のエジプト人専門家やコンサルタントを派遣したり、二国間や先進国や国際機関の支援を得

て、エジプトの研修所や訓練センターと協力して開発に携わるアフリカグループのための研

修プログラムを実施したりしている。これらの活動は、エジプトで蓄積された経験を基に行

い得ると自負しており、エジプトの大学や研究機関等により実施されている。 

 

３－３ ケース・スタディ：シンガポールとタイ 

本件評価調査では、シンガポールとタイにおいてJICAの南南協力支援事業の実施機関に対して

インタビューを実施した。本節ではインタビュー結果を基にシンガポールとタイにおける開発途

上国援助に対する考え方を更に詳しくみてみることとする。 

 

(1) シンガポールの実施機関の現状 

シンガポール航空大学校（Singapore Aviation Academy：SAA）は、航空管制の教育機関と

してシンガポール国内管制官の訓練とともに海外の管制官の訓練を行っている。比率は国内

55％、海外45％で、国内外共に力を入れている。SAAは、シンガポール国立大学や民間航空

局などの国内機関や、国際民間航空機関（International Civil Aviation Organization：ICAO）、

UNDP、ADBなどの国際機関やカナダ国際開発庁（Canadian International Development Agency：

CIDA）などの二国間援助機関から支援を得て日本と同様に研修コースを設けている。これら

のコースでは、すべての費用を分担して行っているものもあれば、国際的な協力関係を踏ま

えてインストラクターなどの提供を得て行っているものもある。SAA自体は、多くの国から

インストラクターを招へいすることによって、インストラクターの異なる経験を活用して知

識を共有することに務めている。しかし、このような支援が減ってきているが、受講者の派

遣国が経費負担を行うようになってきており、SAAとしてはコースの価値は高いと考えてい

る。コース卒業生に対しては終了証を発行しているが、基準に満たないものには発行してい

ないなどコースの質を保つことに注力している。コース数は150コース、参加者は約2,000名

である。SAAの水準は世界水準であり、Euro Control International Air Radioなどが競合相手

となっている。JICAのコースを開設することは、国際的な関係を強化することにつながると

ともにネットワークの拡大や知識の共有化に役立っている。SAAは、既存の受講者に対して

メーリング・リストを設けたり、In-house Magazineの配布したりしている。また、SAAのWeb

サイトによって情報をアップデートできるように努めている。他方、航行の安全性を確保す
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ることは重要なことであるが、今日飛行コースは世界な広がりをもっており、地域間の技術

格差は問題であり、国際コースは格差の是正に役立っている。特に、国際コースを行うこと

によって、いくつかの国がかかわる事故の捜索や救出時に、コースを通じての既知であるこ

とが役立っている。その意味では、スポンサーシップは、SAAの上記のような目的を達成す

るための補完的役割と認識されている。 

 日本・シンガポール学校（Nanyang Polytechnic：NYP）は、22のディプロマ・コース、10

のアドバンス・ディプロマ・コース、６つの特別人材養成コースを行う国内の人材育成を主

体としている組織であるが、シンガポール外務省の依頼でJICAの南南協力コースを開設して

いる。日本のコースのほかに８コースを実施しているが、実施方法は基本的にJICAの第三国

研修コースと同じであると認識している。NYPは、日本と共同で研修コースを実施することは、

NYPの近隣諸国での評価を高めることにつながると考えている。他方、研修コースの開設方法

は支援機関によって多少の違いがある。日本の場合にはシンガポール外務省の意向に基づきコ

ースを設定するが、ドイツとの場合にはドイツのカウンターパートと協議したあとに外務省が

研修を取り上げるかを決めている。また、世界銀行の場合には、彼らが最も適当と考える機関

を研修機関として選択しており、NYPは選択された機関としてコースを実施することになる。 

 シンガポール国家生産性標準庁（Productivity and Standards Board：PSB）は、基本的には

国内の人材養成を目的としているが、研修生の10％程度は海外からの参加者である。PSBの

目的、すなわち「中小企業振興、生産性と改善の促進、標準化」に関するものであれば、国

際活動も取り上げており、主に国際的なネットワーク構築とPSBの活動強化の機会と捉えて

いる。日本以外にも研修コースを行っており、例えば、アジア生産性機構(Asian Productivity 

Organization：APO)のネットワーク内で研修を企画することもある。近隣諸国に専門家を派

遣して研修コースを開催することもある。研修を成功させるには参加者の選択が重要であり、

研修後にそれぞれ国の所属機関で習ったことを適用し、かつ発展させることができるような

プロファイルの候補者を選ぶことが必要と考えている。他方、PSBの重点分野も時代ととも

に変化してきており、生産性から改善・改革に、そしてE-Commerceへと移ってきている。 

 シンガポール警察（Singapore Police Force：SPF）は、多くの関係国を巻き込むとともに、

また、日本との関係を強化できるという点で、交番システム・セミナーを重視している。コ

ース・コンセプトは、1995年のNeighborhood Police Post (NPP) 概念から1997年のNeighborhood 

Police Center (NPC)概念へと移行させており、シンガポールに合った概念化を強調している

が、交番の概念自体は変更していない。SPFは、少しでも研修参加者が概念を理解し、それ

ぞれの国で適用することを希望しているが、それぞれの現地事情により利用の程度は異なる

ものと認識している。他方、研修を実施することによって地域的なネットワークが構築され

ること、参加者間で多くの経験が共有されることも重視している。特に、犯罪が広域化して
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きており、例えばCyber-crimeなどが増加しているときには、参加者間の人的つながりに基づ

くネットワーキングは重要であると考えている。このようなコースは、内容は異なるがオー

ストラリアとの間でも実施している。 

Singapore Environmental Management and Engineering Services (SEMES)は、環境省の民間

機関としての役割を担っており、環境省の環境に関する計画、モニタリング、規制などの経

験を活用して国内外で研修やコンサルテーション業務を実施している。研修での基本的な考

え方としては、研修を通してシンガポールの経験が参加者の参考や検討に役立つことを基本

としている。それぞれの国の状況が異なっており、研修員の研修結果の活用は研修員それぞ

れに依存しているため、それぞれの派遣機関がどのような考え方で誰を派遣するかによって

研修のインパクトは左右される。研修員は、中央政府、地方自治体など種々な行政レベルか

ら来ており、その影響もまた異なる。このような点を考慮すれば、SEMESは、国が異なるう

えに種々の行政レベルからの研修員を対象としている現在の実施方法より、行政レベルが異

なっていたとしても、対象国を１～２か国に絞った方が効果があると考えている。他方、多

様な国から研修員を集めることの利点としては、それぞれの経験、問題、状況、知識を共有

することとともにネットワーキングを構築する機会を提供することが認識されている。これ

らは研修目的と異なる目的でありJSPPは目的を明確化することが必要と認識している。

SEMESは、特には独自では帰国研修員のフォローアップは行っていないが、Singapore 

Cooperation Programでパンフレットやニューズ・レターが発送されていることを承知してい

る。このような三国間協力は、他機関、例えば、韓国、ノルウェー、デンマークなどとも行

っており、JICAのプログラムとの相違はないと考えている。また、他国の政府機関から直接

研修やコンサルタント業務を依頼されることもあるが、これらは主にプロジェクト・ベース

のものである。これらの費用は世界銀行などが負担する場合もある。SEMESの設立目的は、

環境マネジメントの促進とその考え方の普及であり、特に非営利組織として活動している。 

シンガポール港湾庁（PSA Corporation Limited）のPSA Instituteは、PSAの人材の訓練のた

めの機関であり、毎年7,000名の職員、8,000名のPSAコントラクターに対して研修を行って

いる。JICAの第三国研修などPSA関係者以外の研修コースは、年に100名程度であり小規模な

ものである。その他に公開コースへの参加は可能であり、既設コースにUNDP等の費用負担

で参加している例がある。コース参加者の評価は研修中の評価と終了時での質問表への記入

が主体となる。研修では、特に原理の理解と経験の共有化に努めており、これにより各々の

異なる環境で習ったことが活用できるようになると考えている。研修コースを実施する利点

は、シンガポールの貿易相手の港の効率が良くなることによって、全体のシステムが向上す

ることが可能となり、ひいては国際的なポート・システムの向上に寄与することになると考

えている。それゆえに多様な国からの参加者を対象とした研修コースでは、参加者間での知
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識と経験の共有化と相互作用を奨励している。 

シンガポール・ポリテクニック（Singapore Polytechnic：SP）は、カナダと外務省がスポン

サーとなって食品安全コースを実施している。JSPPと手続きが少し違うだけでコンセプトは

同じであると認識している。第１回の研修ではカナダから講師を招へいしている。世界銀行

が設定したInteractive Information Technologyの研修では、参加者は事前にE-Learningで研修

し、そのあとシンガポールで研修プログラムの第２段階を受け、帰国後再びネットで最終研

修を行っている。この研修では90％の参加者は民間からの参加者であり、動機付けもしっか

りしている。世界銀行は、支援に値するかという視点で参加者を選択しており、選択基準は

厳しいが、選択にもれた者が自費で参加することは妨げていない。また、コース自体は民間

セクターですぐに活用できる技術であるため、公的セクターに比べ、民間セクターからの参

加者は習ったことをすぐに活用できるという理由で民間セクターの参加者を優先している。

なお、SPはコースの参加者の選択基準を設定しているが、対象国からの参加人数を考慮しな

ければならないJSPPのような場合には基準を厳しくすることは困難と認識している。 

他方、Institute of Systems Science (ISS) は、JSPPの下でコースを実施していたが、ISSが

独自で実施している修士課程とはコース内容が異なっており、修士コースに比べれば、JSPP

コースのレベルは低い一方、広く浅く研修を行わなければならず、研修参加者の要求を満た

すのに苦労していたようであった。 

Civil Service College（CSC）は、ASEANプロジェクトとして公務員訓練のトレーナー養成

を10年間行ってきた。研修コース自体は、外務省からの働きかけによるが、外務省自体がCSC

の専門性と強味を認識しているので、CSCからのプロポーザルの受入れには問題なくコース

の開設ができている。CSCは、現在国内外の研修に力を入れており、世界銀行とは通信衛星

を使いGlobal Learning Networkの下に研修を実施している。また。コモン・ウェルスとは生

産性と品質管理の分野で指導者養成訓練を実施している。海外で行うことも可能で、講師の

派遣を行っている。JICAとの比較ではそれほど大きな相違はないと認識しているが、協力機

関によって多少の違いがある。例えば、スイスは、講師をスイスから派遣してくるが、コモ

ン・ウェルスは、始めに彼らの関心について表明し、あとはCSCに任せている。JICAのコー

スでは、JICAがコース・プログラムに対して関与してくることは少ないが、アドミには協力

的である。世界銀行との事業では、担当者によってプログラム構成が大きく変わる。 

 

(2) タイの実施機関の現状 

タイ王室林野局造林研究訓練センターは、200コース以上の訓練コースを実施している。以

前には300コースほどあったが、訓練コース数は減少している。基本的にはタイ人を対象とし

ているが、コミュニティ・フォレストリーでは、日本や国連食糧農業機関（Food and Agriculture 
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Organization：FAO）等の資金援助とともに、カセサート大学コミュニティ・フォレストリー

地域訓練センターなどの協力を得て、周辺国からの参加者を受け入れている。これらのコー

スでのタイ側予算はDTECの負担である。これらの国際的なコースを実施することは、訓練

センター自身の評判を高めることとともに、経験や知識の共有化ができ、結果としてセンター

の全体的な能力向上につながっていると考えている。 

水産局は、国内を対象に毎月研修コースを開催している。他の機関が協力する研修コース

としては、Network of Aquaculture Center in Asia（NACA）とのコースがある。NACAは、14

か国の会員で構成されており（日本は非会員）、訓練コースを開催している。この研修コース

は、タイで行われるとは限らず、中国で行われることもあり、そのようなときにはNACAが

費用を負担してタイから講師を派遣している。タイは養殖に強みをもっており、主に周辺国

への支援に力を入れているが、JICAの専門家としてネパールに派遣されたこともある。 

国立家畜衛生研究所では、重要家畜伝染病の診断技術と防疫技術について第三国研修を行

っている。しかし、この研修自体は、同研究所が国内向けに実施している研修と基本的に同

じものである。研修内容は１年前に決められ、研修員は研修コースの内容を承知して参加し

ており問題はない。参加者が到着後、特に興味ある点があれば若干の調整は行っている。研

修を実施することは、講師自体の啓発につながるものであり、望ましいものと考えている。

また疾病対策は近隣国と共同して行っていくことが必要であり、近隣国の診断技術が向上す

れば、同じような体制をとるようになり、タイの防疫体制も強化されることになる。それゆ

えに、近隣諸国との知識や経験の共有化に努めている。また、FAO等の国際機関、そしてJICA

等とも連携をとっている。これらの機関の支援により、ベトナム、ミャンマー、ラオス、カン

ボジア、インドネシア、フィリピンなどに派遣された経験がある。 

東北タイ農業開発訓練センター（International Training Center for Agricultural Development：

ITCAD）は、研修での参加者間のレベルの違い、また各々のもっている興味の違いなどが問

題になっていると考えている。それゆえ研修の効果をあげるためには、適切な対象機関（派

遣元）と対象者を見出すことができるかが課題となる。研修にはタイからも参加しており、

知識・経験の共有化に役立っているとともに、特に、タイからの参加は、ラオスやカンボジ

アからの参加者にとっては授業外での情報交換ができる良い機会となっている。本センター

自体は、開発途上国と先進国との間の技術的なギャップを埋めるのに役立っており、これは

研修コースだけではなく、タイからの専門家としての派遣でもいえることである。例えば、

日本人専門家と技術移転の対象者であるラオス人専門家との間の、また、ラオス人専門家と

農民との間でのギャップを埋め、実践的かつ持続可能な農法を教えることを可能にしている。

タイとラオスは気候が似ているにもかかわらず、農法ではラオスは遅れているため、タイの専

門家が教えることは多い。例えば、果樹の栽培の導入では成功している。他方、ラオスからみ
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れば、なぜ日本はタイの専門家を通して教えるのかとの疑問も残っている。また、タイ人専門

家の派遣にあたって、業務内容が明確になっていないこともあったが、自分自身で指導内容を

決めて行うように努め、成果を出したとのことである。 

国立水道技術訓練センター（National Water works Technology Training Institute：NWTTI）

は、6,000名を対象に国内研修を行うとともに、数は少ないが海外向けの研修コースも実施し

ている。UNDPとDTEC共同の研修コースは、コストシェアを行っており、２週間で13から15

か国の参加者30名を受け入れて実施している。コロンボ・プランでは、アジア太平洋諸国か

らの研修員を対象とした水道研修を５か年続けている。また、ドイツ技術協力公社（GTZ）

からは漏水対策のための国内コース、WHOからはスリランカを対象とした研修に対する支援

を受けている。JICAとの研修コースでは、日本人専門家が高い技術を提供しており、タイと

日本の技術的な比較を可能にしている。このために日本人専門家の人数は各コース１～２名

程度が必要であると考えられる。第三国専門家としての派遣は、ほとんど短期であり業務には

影響はなく、技術的能力と経験を向上させるためによい機会であり、尊敬されるとともにやり

がいのある業務と考えている。ただし、３か月以上派遣されると、昇進がなくなるなどの不利

益を蒙ることになる。 

モンクット王工科大学ラカバン校（King Mongkut’s Institute of Technology Landkrabang：

KMITL）は、通信分野で22～30名の研修コースを実施している。ラオスとベトナム向けにも

ディプロマ・コースを行った実績がある。第三国専門家として派遣されているが、派遣期間

は短く問題はなかった。ラオスでは英語が弱いので、タイ語で行うことができることも利点

である。過去に国際電気通信連合（International Telecommunication Union：ITU）が２名の専

門家を同校から派遣したことがあるが、これはタイ語で教えることができることによるもの

である。他方、第三国研修での日本人の講師は、高度な技術を提供し得るので、参加者に技

術の方向性を示すとともに、興味をもたせることができる。GTZとバングラデシュを対象に

25名の研修コースを実施したが、これは、DTECが関連していない案件であった。第三国研

修では、当初DTECが費用を負担していたが、そのあと20％は同校で負担することになった。

修士課程の国際コースを開設し、海外から生徒を確保できれば、費用の負担が可能となり、

同校の評価も高くなると考えている。 

マヒドン大学ASEAN保健開発研究所（ASEAN Institute for Health Development, Mahidon 

University：AIHD）は、国際研修プログラムを実施している。このコースは、1986年に開始

しており、1987年から2001年までJICAから支援を得ており、JICAの支援による周辺国からの

コース参加者は、148名である。DTECとJICA共同の第三国研修スキームによるタイからの参

加者51名を加えれば、全体としては199名である。今年度のコース参加者をみてみると、全体

では53名で、JICAの支援を得ているものはそのうち12名である。コース自体は、WHOやCIDA
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など多くのスポンサーを得て運営されており、現在33か国から参加者を得ている。過去５名

のアフリカからの参加もあった。このコース自体は、アカデミックなコースではなく、実務

者を対象とした10か月コースとして運営されている。入学にあたってコースには試験はない

が、修了証明書、成績証明書、英語の試験スコアの提出と大学卒業後３年間の医療分野での

実務経験を要求している。タイの参加者は、卒業後は医療機関で働くことを目的とすること

が求められている。また、卒業後国際機関に職を求めることを考えて、日本から自費で参加

している者もいる。 

このコースは、1983年にJICAのプロジェクトに引き続き、国際研修プログラムの要請を提

出したことに端を発するが、JICAの対応がはっきりしなかったため、初年度はタイの生徒７

名とフィリピンとインドネシアの生徒各１名合計９名でパイロットとして開始し、のちに

JICAの協力を得ている。卒業生は多くの国でそれなりの地位を得ており、卒業生の働いてい

る関連機関がここに生徒を送ってくる例などもみられる。コースはプライマリー・ヘルスケ

アに焦点をあてており、最近はより戦略性を増したものになってきている。修士論文は、フ

ィールド・スタディに基づいて書くことを義務づけており、参加者が自国で調査するか、タ

イ国内で調査をするかは、参加者の選択によることになる。JICAの支援による参加者は、JICA

が自国での調査を認めていないので、タイ国内で実施することになる。ASEAN保健開発研究

所は、現在修士課程での教育、国内外の研修、調査研究の３つの機能を有している。調査研

究は、当初JICAから資金を得て、国内からプロポーザルを募り、適当な人材を確保していた

が、資金援助が停止したあとは研究所の職員が実施している。現在、多くの機関、例えば、

WHO、EU、赤十字、世界銀行などと共同で技術研修を実施しており、期間やレベルの違い

はあるが、研修コースの基本的なデザインの違いはない。また、卒業生の同窓会を設立し、

シンポジウムを実施している。同窓会の設立については、JICAに支援を要請したが断られ、

シンポジウムの実施を含めWHOから支援を得ている。シンポジウムは、国際研修プログラム

のフォローアップにつながるものであり、多いときには70％の卒業生が参加し、各々の国で実

施している経験を持ち寄り提供している。JICAが支援している参加者、特にインドシナからの

参加者は英語に問題がある者もいるが、修士論文の作成のためにエディターを付けるなどして

支援している。 

王室灌漑局（Royal Irrigation Department：RID）は、第三国研修を実施しており、現在第２

フェーズが終わるところである。研修参加者は、毎年35名の応募者を募り25名に絞りこみ選

別している。参加者の興味が多様なため、ワーキング・グループをつくり、毎年コース終了

後に実施する評価に基づきプログラムを調整するなど、最大限参加者の要求を満たすような

コース・デザインを心掛けている。研修員が必要としているのは、実践的な知識であり、日

本人専門家によって薦められた高度な技術とRIDの経験を組み合わせることが必要であると
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考えられている。フィールド調査は、参加者の興味を基に４グループに分け実施している。コー

ス終了後の評価では、コース内容とともに、講師、研修員、事務職員を対象に評価を行っている。

評価結果によると研修員は、クラスでの講義とフィールド調査での意見交換や議論を通じて80％

程度の知識を吸収していると認識している。アフリカからも参加者を得ているが、灌漑システム

の違いがあり、タイのノウハウが役に立つか疑わしいと考えている。また、第三国専門家として

ラオスに派遣されているが、タイ語が使えること、より現地の状況にあった技術を教えることが

できるという利点があり、タイの技術が活用できる点は多くあると考えている。しかし一方で、

タイとラオスの間には、緊張関係を生み出すような感情が存在していることも事実である。

３－４　援助国、援助機関などの考え方

CIDAは、環境、安全と法、経済、ジェンダーを優先課題として東南アジア地域プログラム

（Southeast Asia Regional Program）を進めている。地域プログラムの定義は、３か国以上の国が

参加するプログラムであり、研修を主体としている。プロジェクトとしては20程度であり、実施

方法としては３形態、①民間機関（主にカナダの企業）へのプロジェクトの委託、②CIDA直営

事業として対象国の実施機関との共同事業（この場合にはプロジェクト・マネジャーを雇用する）、

③特定国とのパートナーシップによる事業運営（シンガポール、タイの例あり）で実施されてい

る。地域プログラムは、地域を対象とした事業であり、特定国を対象とするものは少ない。それ

ゆえシンガポールとプログラムを実施していることは特異なケースである。シンガポール外務省

とは協議によって案件を設定している。地域プログラムの年度予算は1,500万カナダドルであるが、

シンガポールにはそのうち100万カナダドルを割り振り、５つのプログラムを実施している。そ

の他に英語研修プログラムがあり、200万カナダドルを配分している。コースは、ラオス、カン

ボジア、ベトナムを対象とし、Regional English Language Centerと共同で実施している。CIDAの

地域プログラムの下で実施される特定国とのパートナーシップによる事業運営は、基本的にJICA

の南南協力支援と同じと認識している。実施方法は、二国間の協議により案件を選定し、次に実

施機関を選び、コースの内容、参加対象国を決め、シンガポールの外交チャネル、すなわちシン

ガポール大使館経由で参加者を募集し、その後実施機関と参加者を選定し招へいしている。シン

ガポールとはパートナーとして事業を実施しており、事業費用は折半し、各々が支払っている。

しかし、シンガポールはCIDAの基準では援助対象国とはなり得ないので、シンガポールへは直

接には資金を供与していない。この方式による場合には、ブルネイ、ミャンマーなどはシンガポー

ルの資金で参加することが可能になっている。カナダの機関を実施機関とするときには、CIDAシ

ンガポール事務所が、直接カナダの機関と協議して実施を行うことになるが、契約事務は本部が行

っている。タイの事例としては、DTECとインドシナへの協力をタイの能力を使い三国間協力とし
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て実施しており、カンボジアでは、環境プロジェクトを実施している。現在、CIDAは効果的に二

国間援助を三国間援助に変えていくこと、また、地域プログラムの実施を支援する地域機関を探

すことに努めている。 

国際開発研究センター(International Development Research Center：IDRC)は、現在UNDPの途

上国間技術協力部によって開発されたプロジェクト、Linking Up Asia Focal Pointsを手伝ってお

り、約10か国の南南協力のフォーカル・ポイントをインターネットで結合している。IDRCが、UNDP

からのこの依頼を受けたのは、開発途上国の研究者やコミュニティが社会、経済、環境問題など

の解決法をみつけられるようにするために、インターネットを使い研究成果や知識を掲載するア

ジアネットワーク研究所（Pan Asia Networking ：PAN）(http://www.PANASIA.org.sg/about/)

を設立・運営していることによる。 

UNDPは、タイをフォーカル・ポイントとして地域の似たような国からの専門家の交流や研究

プログラムを支援するために、1995年にタイとの間でCountry Cooperation Framework (CCF)を

プログラムとして開始している。これは、タイがNational Focal Pointを設定した数少ない国であ

ることによる。プログラムでは、準備のために14か国から参加者を募り、ワークショップを開催

し意見交換と協議を行った。結果として、HIV/AIDS、ミクロ経済開発、低コスト住宅、水供給、

衛生、植林、農業など13分野を対象として選定した。これを基に、DTECは、大学、研究機関、

関係省庁等の国立機関からの提案を受け、研修に焦点をあてて事業計画の策定を行った。研修コ

ースの選定では、チェンマイ大学をはじめ多くの機関から異なる内容の提案があり、UNDPと

DTECのタスクフォースで検討している。例えば、HIV/AIDSには多くの提案があったが、即戦力

となる人材を基に、最初にUNICEFと保健省で３週間のコースを作成し、のちにチェンマイ大学

の参加を得ている。チェンマイ大学の看護学部では、その経験を基に研修コースを拡張している。

他の分野についても、同様な方法で研修コースを開設している。事業費は、DTECとUNDPが負担

することとしたが、1997年と1998年の経済危機に際してはUNDPが全額負担した。現在は、タイ

が滞在費や国内の交通費を、UNDPが航空賃を負担しており、また、ESCAP、UNICEF等からも支

援を得ており、貿易促進コースではESCAPが８名の航空賃を負担している。 

GTZは、従来からの二国間支援と国際機関への支援とともに、新しい形態であるの二国間協力

をとおして地域支援を行っている。この地域支援では、交通、環境、メコン関連課題を取り上げ

ている。また、二国間支援においても、ESCAPのプログラムに結合させており、地域色の強いチ

ェンマイ大学地域技術センターに専門家を派遣するなどし、地域支援の要素を強めている。しか

し、カンボジアで行っている研修については、ほとんどの研修の効果は研修参加者にとどまって

おり、研修のインパクトについては懐疑的である。それゆえに研修を実施する組織の実施意志を

明確にしておくことが重要であると考えている。 

ESCAPは、タイの保健省とJICAの共催で地域セミナーを開催している。ESCAPは、障害者にや
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さしい環境づくりを課題としており、障害者が公共施設へ容易にアクセスすることができるよう

にするためのプログラムを開発し、ガイドラインをつくり、パイロット・プロジェクトを実施し、

この経験を基にセミナーを実施している。参加者は、タイ近隣国とタイ国内から招へいされてい

る。参加者の選択などの業務はDTECが行っており、ESCAPは講義とサイト訪問から成るカリキ

ュラムを開発している。地域を対象とした研修の利点は、参加国間のネットワークが構築できる

ことと経験を共有化できることであると考えている。タイにとってのこの研修の意味は、タイの

参加者が多様な他国の経験や状況を知り得ること、また、「アジア太平洋障害者の十年」に対して

タイの貢献となり得ることと認識している。ESCAPは、地域の南南協力のフォーカル・ポイント

としての役割を果たしていると認識している。ESCAP自体はリソース・パーソンをもっていない

ので、シンガポールやマレイシアとの間で人材供与の枠組みを設定し、アジアの開発途上国での

技術協力事業を実施している。これにかかる資金は、日本、オランダ、韓国、中国などからの資

金（トラスト資金として計上）でまかなわれている。また、中国や韓国などで周辺国からの参加

者を招へいしてワークショップなどを開催しており、これに対しては開催国が滞在費等を、

ESCAPが航空運賃を負担している。 

IMFのシンガポール地域訓練研究所は、アジア経済危機に際してJICAと協力してマレーシア、

フィリピン、インドネシア、タイを対象にアドホックな研修コースを開催した。研修コースは、

アジア危機に際して研修コースを開催したいとの日本の要望に基づき、シンガポール外務省を通

して外務省がIMFにコンタクトしたことによる。IMFは、外務省とプログラム内容について協議す

るとともにシンガポール通貨庁（Monetary Authority of Singapore：MAS）に専門家を要請してい

る。このコース自体は供給側の意向を反映したものであり、準備期間も短くアドホックなもので

あり、このためワシントンからもMASからも専門家を得ることはできなかった。また、コース自

体、他のIMFの研修コースとの関係も弱い。IMFの通常のコースでは、講師は20％から30％がワシ

ントンからの専門家、50％がIMFのインハウス・トレーナー、残り20％から30％が中央銀行や著

名な銀行家により構成されている。参加者はアジア・太平洋29か国から派遣される。一般にアド

ホックなコースの内容は理想的とはいえず、質の高い参加者を引き付けられない。シンガポール

地域訓練研究所では、約18から20のコア・コースがあり、全体で35週になる。参加者は２通りの

方法で選考されており、１つは指名で70％を占め、他の30％は公募であり競争率は２倍から３倍

になる。これらのコア・コースでは、参加者に議論への参加と義務を課しており、これを行うた

めの事前準備に時間と専門性が要求される。JICAのコースは、この分類には入らないものであり、

世界銀行と共同して行うアドホック・ベースのものと同じであると認識されている。 

 

３－５ まとめ 

以上、開発途上国の南南協力実施国の窓口機関の考え方、ケース・スタディとしてのシンガポ
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ールとタイの実施機関の現状、また、援助国と援助機関の考え方をみてきたわけであるが、ここ

でそれぞれの内容を整理し、若干の考察を加えてみる。 

 

(1) 窓口機関の考え方 

 表３－１は、各窓口機関の南南協力と南南協力支援の特質を表すいくつかの視点からとりま

とめたものである。かなり単純化しているが、窓口機関の一般的な傾向をつかむことができる。 

これによれば、各窓口機関は、地域支援、周辺国支援を行うにあたっては外交的な側面を

優先していることが再確認できる。もともと南南協力自体が南と南の「水平的」な協力関係

に独自の意義を見出して形成されたもので政治的、外交的面をもっており、それぞれの窓口

機関が対先進国に比較して周辺国に対して、また地域協力の枠組みに対してプライオリティ

をもっていることは至極あたりまえのことである。しかし、このあたりまえのことが、各機

関の協力に焦点をあて研修やプロジェクトを計画策定・実施している先進国援助機関は見過

ごしがちになる。特に、それぞれの途上国援助機関は、独自の援助システムを構築し、独自

プログラムをもっており、先進国からの支援事業といえども、その枠組みの中で検討されて

いると考えられる。先進国からの支援も国際機関、二国間援助機関複数にわたっており、基

本的には同じようなスタンスで対応している。援助機関によって当然政策も異なるが、意見

交換、協議、交渉によって案件を選定するとともに共同実施するための協調の枠組みを形づ

くっている。 

 

表３－１ 窓口機関の考え方 

国 名 窓口機関 外交的視点 
援助システム
の有無 

先進国からの
援助の有無 

独自プログラ
ムの有無 

地域協力枠組
みへの参加 

シンガポール 外務省技術協力局 強い SCP ○ ○ ○ 

タイ DTEC 弱い TICP ○ ○ ○ 

マレイシア  強い MTCP ○ ○ ○ 

インドネシア  強い  ○  ○ 

韓国 EDCF/KICA    ○  

中国  強い 技術協力協定  ○  

アルゼンティン  強い FO-AR ○ ○  

ブラジル 国際援助庁 強い  ○ ○  

メキシコ 国際協力事業団     ○ 

チュニジア 技術事業団   ○ ○  

エジプト   EFTCA ○ ○ ○ 

出所：インタビュー等 

注）○：あり、×：なし、空欄：未確認 
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 (2) 実施機関の考え方 

 表３－２は、南南協力支援対象である南南協力実施機関の特質を、いくつかの視点から取

りまとめたものである。かなり単純化しているが、実施機関の一般的な傾向をつかむことが

できる。 

多くの実施機関は、高等教育機関、専門技術教育機関、訓練機関、付属教育機関など、そ

れぞれの分野で国内の指導的教育機関としての地位を確立している。JICAの第三国研修や周

辺国に対する技術指導などの海外活動や南南協力活動はこのような国内基盤を基に実施され

ている。海外向けの活動は、先進国からの協力を受けて開始されているものが多いが、実施

の経過とともに先進国の協力の割合も減ってきている。先進国のかかわりは、複数との協力

関係をもつものが一般的である。それぞれの機関は、先進国機関との意見交換、協議を通じ

て事業内容を設定しているが、基本的には国内事業をそれぞれの機関向けに修正し、顧客向

けの事業を設定している（カスタマイゼーション）。各実施機関の先進機関への対応をみてみ

ると、先進国機関によって重点の置き方に若干の違いがあると考えているが、基本的に同じ

ような対応をしていると認識しており、それほどの違いはない。他方、シンガポール航空大

学校やマヒドン大学ASEAN保健開発研究所のように、国際的水準の独自コースをもつものも

ある。多くの機関が、海外向け活動を能力強化の機会と捉えており、海外活動の経験を積み

上げ国際化を図ることにも熱心である。能力の向上と国際化を果たすことによって海外活動

プログラムに独自色が出てくる傾向が見受けられる。また、実施機関は、南南協力支援、地

域支援、周辺国支援をそれぞれの機関の発展と結びつけて活動を行っているように見受けら

れる。 
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表３－２ 実施機関の考え方 
 
実施機関名 機能区分 国内向け活動 海外向け活動 

先進国からの
協力の有無 

カスタマイ
ゼーション 

国際競争力
の有無 

ネットワー
クの重視 

シンガポール 

航空大学校 付属訓練機関 55％ 45％ ○ 
独自プログ
ラム 

高い 強い 

日本・シンガポール
学校 

技術学校 
ディプロマ：22、 
アドバンス：10、 
特別：６ 

８研修コース ○ ○ ○  

国家生産性標準庁 研修機関 主体 
10％：機能強
化の機会 

○ 
○、独自性を
出してきて
いる 

 ○ 

警察   概念の発信 小規模 
独自プログ
ラム 

 ○ 

SEMES 研修･コンサル 国内外 
研修・コンサ
ル業務 

○ ○ ○ ○ 

港湾庁 付属研修機関 
職員：年7,000、 
契約職員：年8,000 

年100名程度 ○ ○ ○ ○ 

ポリテクニック 技術学校 国内が主体 
研修コース 
E-Learning 

○ ○ ○  

AIセンター 高等教育機関 国内外、修士課程 
特別コース： 
小規模 

 
○ 
苦労している 

  

タイ 

王室林野局造林研究
センター 

付属研修機関 200－300コース 
社会林業： 
能力強化 

○ 
大学との共
同実施：独自 

  

水産局 行政機関 国内対象 小規模 小規模   ○ 

国立家畜衛生研究所 研究所 国内が主体 小規模  
国内研修向
けコースと
同等 

 ○ 

東北タイ農業開発セ
ンター 

訓練機関 国内が主体 小規模  ○  ○ 

タイ王国水道技術訓
練センター 

訓練機関 国内主体:年6000人 能力強化 ○ ○   

モンクット王工科大
学ラカバン校 

高等教育機関 専門コース 国際化に興味 ○ ○   

マヒドン大学アセア
ン保健開発研究所 

高等教育機関 専門コース 国際コース ○ 
独自プログ
ラム 

○ ○ 

王室灌漑局 行政機関 国内主体 小規模  ○  ○ 

出所：インタビュー等 

注）○：あり、×：なし、空欄：未確認 

 

(3) 援助国・援助機関の考え方 

 表３－３は、二国援助機関や国際援助機関の南南協力支援についての考え方を整理したも

のである。しかし、それぞれの機関は、彼らの援助を行うにあたって南南協力支援という概

念自体をもって活動を行っていないので、彼らの考え方はJICAの南南協力支援に対する説明

に対して、それぞれの同等の活動がどのようなものであるか、また、どのような考え方で実

施しているかということを基にしている。逆に、このような彼らの説明から、これらの援助

機関では、南南協力支援という概念ではなく、地域プログラムや地域協力という概念の基に

JICAの南南協力と同じような活動を行っていることが明らかになる。他方、このような状況
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は、JICAが実際には地域プログラムや地域協力を行っているにもかかわらず、地域プログラ

ムや地域協力を行っているとの意識をもっていないことも明らかにもする。 

 二国間援助機関や国際機関は、地域プログラムや地域協力として研修や技術協力プロジェ

クトを実施している。研修はJICAと同じような集団研修であるが、実施機関を支援している

ということではなく、地域の開発課題に対して地域のリソースを活用するという考え方の方

が強いように見受けられる。研修コースの開設については、CIDA等にみられるように、自国

の研究機関やNGOと契約を結び事業を行う場合と、直営事業として直接プロジェクト・マネ

ージャーを雇用し、特定国の実施機関と共同で事業を行う場合に分かれる。前者の場合にも、

自国研究機関やNGOがプロジェクト・マネージャーを雇用して特定国の実施機関と共同で事

業を実施することになるので、機能的には基本的には変わらない。ここでは、実施機関の能

力で足りないところは補うという考え方はあるが、特定国の実施機関は技術協力のリソース

として強く認識されている。単に実施機関の研修コースへの参加のための奨学金を供与する

ことも地域プログラムの大きな構成要素となっている。 

 他方、二国間援助機関や国際機関は、地域協力や地域プログラムの策定には、二国間協力

を三国間協力へ、また、多国間協力へと変換していくことに努めている。CIDAやGTZはこの

ような動きに熱心であり、また、UNDPは、このような動きを特定国と枠組みを設定して行

おうとしており、タイとの間で実行に移している。 

 

表３－３ 援助国・援助機関の考え方 

国名・機関名 地域プログラムの有無 研修・プロジェクト 形 態 その他 

CIDA 二国間、地域 研修・プロジェクト 民間機関委託、直営事
業、特定国とのパート
ナーシップ（コスト・
シェア） 

二国間援助の三国間援
助への変換、地域プロ
グラムの強化 

IRDC 地域プログラム プロジェクト 独自、受託 ウェブ・プログラム：
PAN 

UNDP 国別協力枠組み：CCF 研修、専門家交流、研
究プログラム 

コスト・シェア  

GTZ 二国間協力を通しての
地域支援 

研修、地域関連機関へ
の支援 

コスト・シェア 二国間支援と国際機関
との連携 

ESCAP 先進国機関、途上国機
関との地域協力連携 

セミナー・ワークショ
ップ、技術協力事業 

コスト・シェア 南南協力フォーカル・
ポイント 

IMF地域訓練
研究所 

地域研修コース 通常コース：18-20、
アドホック：若干 

独自予算、参加者負
担、コスト・シェア 

専門性重視 

出所：インタビューなど 
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第４章 第三国研修の評価 
 

４－１ 適用した評価手法 

本評価調査では、以下の方法で第三国研修を評価し、第三国研修の実施プロセス、実績の達成

状況、案件の考え方について考察した。 

まず第一に、既存の終了時評価報告書を対象に、とられた評価方法と評価結果をレビューする

ことにより、第三国研修の現状の把握に努めた。次に、本調査で実施したインタビュー調査とア

ンケート調査の結果を基に、終了時評価報告書のレビュー結果を補強した。このように本調査は、

評価結果や評価自体を対象として評価を行うメタ評価の手法を適用する試みである。本評価では、

終了時評価報告書を含む既存の評価結果を基に、更に自由回答式の（open-ended）インタビュー

とアンケート調査を行い第三国研修の評価分析を行った。 

 

４－２ 評価対象研修コース 

21世紀のための日本・シンガポール・パートナーシップ・プログラム（Japan-Singapore Partnership 

Programme for the 21 Century：JSPP21）の研修11コースと日本・タイ・パートナーシップ・プロ

グラム（Japan-Thailand Partnership Programme：JTPP）の研修10コースの計21コースを対象に評

価を実施した（表４－１参照）。これらの研修コースの評価は、基本的にそれぞれの協力期間終了

の約１年前に終了時評価として実施され、報告書は終了年度に公表されている。評価実施主体は、

基本的には、在外事務所がローカル・コンサルタントに業務を委託して実施される。本件の対象

コースも基本的にはこの方針が踏襲されており、シンガポールでは、Applied Research Corporation

（ARC）とSurvey Research Singaporeが（SRS）、タイでは、スコータイ・タマシラート公開大学

（Sukhoshai Thammathirat Open University：STOU）とチュラロンコン大学（CU）が業務委託を受

けて評価を実施しているが、シンガポールの１件とタイの３件はJICA直営で評価を実施している

以下、個々の研修コースには便宜上コード番号（S１、S２等）を付した。 
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表４－１ 評価対象研修コース・リスト 
 
日本・シンガポール・パートナーシップ・プログラムの第三国研修 

 
 コース名 研修実施機関 期 間 評価者 評価年 

S１ 
コンピュータ・ソフトウェア技術 
Computer Software Technology 

日本･シンガポール・コンピュータ技術学院 
Japan-Singapore Institute of Software 

Technology （JSIST）, Singapore Polytechnic 
94-98 ARC*1 1998 

S２ 
港湾管理 
Effective Management of Port Operation 

シンガポール港湾庁 
Port of Singapore Authority （PSA） 

95-99 ARC 2000 

S３ 
上級経営相談Ⅱ 
Advanced Management Consultancy Ⅱ 

シンガポール国家生産性標準庁 
Singapore Productivity and Standard Board 

（PSB） 
96-99 ARC 2000 

S４ 
空港管制 
Aerodrome Control 

シンガポール航空大学校 
Singapore Aviation Academy （SAA） 

92-96 
JICA, 
SRS*2 

1996 

S５ 
電力供給・送電 
Electrical Supply, Transmission and 

Distribution  

シンガポール・ポリテクニック 
Singapore Polytechnic 

93-97 ARC 1997 

S６ 
食品包装 
Food Packaging  

シンガポール・ポリテクニック 
Singapore Polytechnic 

93-97 ARC 1997 

S７ 
ロジスティクスにおける製品保護技術 
Products Protection Engineering in 

Logistics  

シンガポール国家生産性標準庁 
Singapore Productivity Board （current PSB） 

94-98 ARC 1998 

S８ 

交番システム 
International Seminar on the Koban 

System of Japan and its Adaptation as 

the Neighborhood Police Post System 

シンガポール警察 
Singapore Police Force （SPF） 

95-99 ARC 1999 

S９ 
高度情報管理技術 
Intelligent System for Management 

Information System Managers 

日本・シンガポールAIセンター 
Japan-Singapore Artificial Intelligence Center 

（JSAIC, current ISS） 
95-99 ARC 1999 

S10 
メカトロニクス 
Mechatronic Systems Technology  

Nanyang Polytechnic, Japan-Singapore Institute 

（JSI） 
95-99 ARC 2000 

S11 
環境管理 
Environmental Management  

Singapore Environmental Management and 

Engineering Services Pte Ltd （SEMES） 
96-99 ARC 2000 

注）*1：ARC＝Applied Research Corporation、  *2：SRS＝Survey Research Singapore  
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日本・タイ パートナーシップ・プログラムの第三国研修 
 
 コース名 研修実施機関 期 間 評価者 評価年 

T１ 
上級電気通信技術 
Advanced Telecommunication Technology 

モンクット王工科大学ラカバン校 
King Mongkut's Institute of Technology 

Landkrabang （KMITL） 

93-97 
98-02 

STOU*1 1997 

T２ 
皮膚病学 
Diploma Course in Dermatology  

皮膚病研究所 
Institute of Dermatology 

94-98 
99-03 

JICA 1998 

T３ 
村落林業 
Community Forestry  

王室林野局造林研究センター 
Forest Research and Training Center, Royal 

Forest Department （RFD） 
92-96 CU*2 1996 

T４ 
プライマリー・ヘルスケア 
PHC Management  

マヒドン大学ASEAN保健開発研究所 
ASEAN Institute for Health Development 

（AIHD）, Mahidol University 

93-97 
98-02 

JICA 1998 

T５ 

麻薬犯罪防止 
Effective Countermeasures against Drug 

Offenses and Advancement of Criminal 

Justice Administration 

麻薬管理局 
Office of the Narcotics Control Board （ONCB） 

92-96 
97-01 

CU 1996 

T６ 
水道供給技術 
Water Supply Technology  

タイ王国水道技術訓練センター 
National Waterworks Technology Training 

Institute （NWTTI） 

92-96 
97-01 

CU 1996 

T７ 
土壌管理技術 
Soil Management Techniques  

東北タイ農業開発センター 
International Training Center for Agricultural 

Development （ITCAD, former ADRC） 
94-98 STOU 1998 

T８ 

熱帯における持続的農業生産 
Sustainable Agricultural Production in 

the Tropics for Cambodia, Laos and 

Viet Nam 

カセサート大学農業普及センター 
National Agricultural Extension and Training 

Center （NAETC）, Kasetsart University 
95-99 JICA 1999 

T９ 
持続的高地農業開発 
Sustainable Highland Agriculture 

Development 

チェンマイ大学 
Chiang Mai University （CMU） 

96-00 STOU 2000 

T10 
持続的灌漑システム管理 
Irrigation System Management for 

Sustainable Development 

王室灌漑局 
Royal Irrigation Department （RID） 

96-00 STOU 2000 

注）*1：STOU＝Skhothai Thammathirat Open University、 *2：CU＝Chulalongkorn University 
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４－３ 終了時評価報告書レビュー 

(1) 終了時評価報告書構成のレビュー 

本評価では、既存の終了時評価報告書を対象に、とられた評価方法と評価結果をレビュー

することによって、第三国研修の現状の把握に努めることとした。このために、まず終了時

評価報告書の構成をレビューし、以下の３点を確認した。 

 1) Ｒ／Ｄは添付されているか。 

 2) プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）を採用している

か。 

 3) 評価５項目を採用しているか。 

 メタ評価には、評価を横断的に検討する共通の枠組みが必要である。本件評価では、JICA

の評価の基本的な枠組みであるPDMと評価５項目を共通の枠組みとして使った。PDMは、プ

ロジェクトの上位目標、プロジェクト目標、成果、活動、投入や外部条件などの構成要素や

モニタリングのための指標などを明示しており、プロジェクトの概要を示すものである。上

位目標、プロジェクト目標、成果、活動、投入といったプロジェクトの構成要素の「目的－

手段」の連鎖関係を示しており、それぞれの研修コースの成り立ちを明確化できる。また、

評価５項目は、DACで1991年に採択された「開発援助における評価原則」に提示された評価

項目であり、５つの評価項目である効率性、有効性、インパクト、妥当性、自立発展性を評

価することによって、上位目標、プロジェクト目標、成果、活動、投入の因果関係、つまり

プロジェクトの目的と手段の因果関係を明らかにできることによる。 

まず、本件評価で、Ｒ／Ｄ、PDMの採用状況、評価５項目の採用状況を確認したのは、こ

の枠組みを採用するにあたっての現状を把握しておくためである（PDMと評価５項目につい

ては、「実践的評価手法：JICA評価ガイドライン、2002年、国際協力出版会」を参照された

い。なお、本件評価時には同ガイドラインは完成しておらず、評価の枠組みを設定した時点

では、「わかりやすいプロジェクト評価の手引き、JICA評価監理室」を枠組みの設定の基本

資料として使った）。 

表４－２は、終了時評価報告書の構成に関するレビュー結果である。評価報告書のなかで、

Ｒ／Ｄの添付、PDMの採用、評価５項目の採用をすべて満たしていたのは、2000年３月にJSPP

の第三国研修についてARCが行ったシンガポール港湾庁の港湾管理コース（S２）、シンガポ

ール国家生産性標準庁の上級経営相談コース（S３）、ナンヤン・ポリテクニック日本・シン

ガポール研究所のメカトロニクス・コース（S10）、シンガポール環境管理技術サービス公社

の環境管理コース（S11）の４コースのみであった。評価５項目については、JTPPの第三国

研修評価のうちJICAが直営で実施した皮膚病研究所の皮膚病学コース（T２）、マヒドン大学

ASEAN保健開発研究所のプライマリー・ヘルスケア・コース（T４）、カセサート大学農業普
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及センターの熱帯における持続的農業生産コース（T８）も採用していたが、PDMについて

は1999年に作成されたT８のみが採用しており、1998年に作成されたT２、T４については採

用されていない。 

 

表４－２ 終了時評価報告書の構成に関するレビュー結果 

  ＜シンガポール＞ 

 コース名 評価者 評価年 Ｒ／Ｄ PDM 評価 
５項目 

S１ コンピュータ・ソフトウェア技術 ARC 1998 × × × 
S２ 港湾管理 ARC 2000 ○ ○ ○ 
S３ 上級経営相談Ⅱ ARC 2000 ○ ○ ○ 
S４ 空港管制 JICA, SRS 1996 × × × 
S５ 電力供給・送電 ARC 1997 × × × 
S６ 食品包装 ARC 1997 × × × 
S７ ロジスティクスにおける製品保護技術 ARC 1998 × × × 
S８ 交番システム ARC 1999 × × × 
S９ 高度情報管理技術 ARC 1999 × × × 
S10 メカトロニクス ARC 2000 ○ ○ ○ 
S11 環境管理 ARC 2000 ○ ○ ○ 

 

  ＜タイ＞ 

 コース名 評価者 評価年 Ｒ／Ｄ PDM 評価 
５項目 

T１ 上級電気通信技術 STOU 1997 × × × 
T２ 皮膚病学 JICA 1998 × × ○ 
T３ 村落林業 CU 1996 × × × 
T４ プライマリー・ヘルスケア JICA 1998 × × ○ 
T５ 麻薬犯罪防止 CU 1996 × × × 
T６ 水道供給技術 CU 1996 × × × 
T７ 土壌管理技術 STOU 1998 × × × 
T８ 熱帯における持続的農業生産 JICA 1999 × ○ ○ 
T９ 持続的高地農業開発 STOU 2000 × × × 
T10 持続的灌漑システム管理 STOU 2000 × × × 

出所：筆者 

注）○：適、×：不適 

 

（2） 終了時評価のレビューの基本的考え方 

 終了時評価報告書の内容のレビューには以下の方針を採用した。 

 1) PDMにおけるプロジェクト・サマリーのフォーム及び評価５項目を取りまとめる。ただ

し、上位目標、プロジェクト目標の区分については明確にし得なかったので、ここでは区

分せず、評価報告書から読み取れる目標をプロジェクト目標として取り上げた。 
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2) 過去の技術協力の経緯、研修効果測定テストの有無、及び研修内容の見直しについて抽出

した。これは、研修プログラムの性格を分類することを念頭に行ったものである。 

 3) 各評価法報告書から教訓、提言を拾い上げた。 

レビュー項目は以下のとおりである。 

① 過去の技術協力 

研修実施機関に対する過去のJICA技術協力の経緯。 

② 実績測定方法 

終了時評価における研修コースの成果の測定の方法。 

③ プロジェクト目標 

プロジェクトを実施することにより達成されることが期待されていた目標。 

④ 成 果 

プロジェクト目標を達成するためにプロジェクトが実現しなければならない事項。投入

を用いてなされるプロジェクトの活動の結果として直接達成が期待される事象。 

⑤ 効率性 

実施過程における生産性で、「投入」がどれだけ「成果」に転換されたか。投入された資

源の質、量、手段、方法、時期の適切性。 

⑥ 有効性 

成果によってプロジェクト目標が期待どおりに達成されたか、達成される見込みである

か。また、それが成果の結果もたらされたものか検討する。 

⑦ インパクト 

一義的には、上位目標が期待どおりに達成されたか、それがプロジェクト目標が達成さ

れた結果としてもたらされたものかを評価することであり、上位目標とプロジェクト目標

との関連を問うものである。しかし、本件のレビューでは上位目標が明確にすることが難

しかったので、実現したプロジェクト目標により生じた直接的、間接的な正負の影響を検

討することとした。この場合には、計画当初に予想されなかった影響や効果も含め検討した。 

⑧ 妥当性 

プロジェクト目標、上位目標はプロジェクトの目標として意味があったか。また、裨益

者のニーズに応えているか、政府の政策の方向性とプロジェクトのめざしている方向性が

一致しているかが重要となる。 

⑨ 自立発展性 

援助が終了したあとも、プロジェクト実施による便益が持続されるかどうかを、プロジ

ェクトの自立性と発展性を中心に検討した。 
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⑩ 研修内容見直し 

研修内容の見直し方法と見直し作業の結果、これらの点については、研修員とコース内

容との関係をみることとし、各実施機関の既存実施研修を基にしたカスタマイゼーション

に焦点をあてた。 

⑪ 教訓と提言 

報告書に記載されている教訓と提言を取り上げた。 

なお、終了時評価報告書では、PDMと評価５項目を採用しているものが少なかったので、

これらを採用していない報告書については、評価報告書の記載などを基に本調査団の判断で

評価の記述を分類しそれぞれについてPDMと評価５項目を整理した。表４－３は、終了時評

価報告書を上記のレビュー項目ごとに取りまとめたものである。表の作成にあたっては、そ

れぞれの研修コースの評価結果を、終了時評価報告書の記述内容を尊重して極力に手を加え

ない形で抜粋した。以下、この表に基づくものである。 

 

(3) レビュー結果 

① 過去の技術協力 

表４－１に示すように、シンガポールで11コースのうち８コース、タイで10コースのう

ち９コースの研修実施機関は、過去にJICAの技術協力を受けた経緯をもっている。しかし、

シンガポールの研修実施機関のうち、２機関は本邦研修に職員を派遣したことがあるのみ

であるため、技術協力の種類を、プロジェクト方式技術協力、無償資金協力、及びJICA専

門家派遣に限ると、シンガポールでは６コース（55％）、タイでは９コース（90％）であ

った。国内向けの研修が盛んで研修事業がビジネスとして成り立っているシンガポールに

おいては、過去の技術協力の経緯にとらわれずに研修機関を選定し、研修を実施している。

これらの機関は、シンガポール港湾庁、シンガポール航空大学校、シンガポール・ポリテ

クニック、シンガポール環境管理技術サービス公社などであり、それぞれ国際的にも水準

の高い研修実施機関として認められている。 

② 研修成果の測定方法 

第三国研修の成果の実績測定は、Ｒ／Ｄに記載されている「研修終了時に研修員が身に付

けると期待されている項目」について、どれだけ研修員が身に付けたかによって測った。

報告書によれば、ほとんどの研修コースでは終了時評価における第三国研修の成果は、研

修員、研修員の上司、研修実施機関の担当者へアンケート調査を行い、研修員のニーズが

どれだけ満たされたか、研修内容をどれだけ理解したか、などによって測定された。また、

資格取得が明確になっているコースでは資格取得をもって成果の達成とみなされる。この

ような研修コースは少なく、シンガポール航空大学校の空港管制コース（S４）、タイの皮
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膚病研究所の皮膚病ディプロマ・コース（T２）、マヒドン大学ASEAN保健開発研究所の

プライマリー・ヘルスケア修士コース（T４）の３コースのみであった。

③④　プロジェクト目標と成果

終了時評価調査報告書で、プロジェクト目標と成果を、プロジェクト活動の直接的結果

として生じた成果と、成果を達成することによって実現されるプロジェクト目標という関

係を明確に記載しているものは、シンガポール港湾庁の港湾管理コース（S２）、シンガ

ポール国家生産性標準庁の上級経営相談コース（S３）、ナンヤン・ポリテクニック日本・

シンガポール研究所のメカトロニクス・コース（S10）、シンガポール環境管理技術サー

ビス公社の環境管理コース（S11）の４コースのみであった。これらは、評価でPDMを基

に作成した評価グリッドを用いている。評価グリッドは、評価対象プロジェクトの目標や

協力内容に合わせ、評価５項目における具体的な評価項目と、評価・分析に必要なデータ・

情報、及びそれらのデータや情報の入手先などについて検討し整理したものである。評価

グリッドを用いることによって成果とプロジェクト目標の区別がなされている。その他の

報告書では、プロジェクト目標と成果を区別することは困難であった。このような状況を

踏まえて、表４－３の作成にあたっては、Ｒ／Ｄなどで研修終了時に研修員が身に付ける

と期待されている項目を成果として分類し、報告書中で研修事業の目的として記載されて

いる項目をプロジェクト目標として分類した。

確かに、研修事業に関しては、研修員個人の能力向上と、所属組織の技術レベルアップ

といったプロジェクト目標の関連が評価しにくい側面があるために、成果とプロジェクト

目標の区別を明確にすることの必要性について議論がある。このような議論は、研修コー

スの直接的な受益者である参加者に限って、参加者が研修コースから得たものを成果とし

て明確化することはできるが、研修参加者の得た成果が研修参加者の属する組織や地域の

開発にどれだけ結びつけられるかが明確にしきれないことによる。しかし、成果とプロジ

ェクト目標を区別することにより、プロジェクト目標達成に必要な研修成果の活用／普及

を考慮した研修計画を立案することが可能になる、また、研修員所属先機関又は研修員派

遣国への技術協力を計画することが容易になるはずであり、研修事業においてもこの区別

は有効であると考える。プロジェクト目標としては、研修員が帰国後に研修内容を活用し

て行う普及活動や、研修員所属先機関が研修内容を活用して行う事業などの一環として研

修コースへの参加が計画されるのであるならば、より効果的な研修事業を実現することが

期待できる。

⑤⑥　効率性と有効性

上述したように多くの報告書では成果とプロジェクト目標を明確に区別していないため、

効率性と有効性の区別も困難になっている。
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効率性については、すべての報告書が成果は十分達成されたと評価している。なお、費

用及び投入した資源に対して所定の成果があがったという観点で評価しているのは、ARC

が2000年３月に評価を実施したシンガポール港湾庁の港湾管理コース（S２）、シンガポー

ル国家生産性標準庁の上級経営相談コース（S３）、ナンヤン・ポリテクニック日本・シン

ガポール研究所のメカトロニクス・コース（S10）、シンガポール環境管理技術サービス公

社の環境管理コース（S11）の４コースのみであった。これらの報告書では、効率性につ

いて、「研修コースは非常に効率的であると考えられる。投入された努力と資源との関係

において非常によい結果である」、「研修費用と資源の利用は、常に予算と計画の範囲内で

あった」、「研修実施機関の職員は、研修の結果は資源配分との関係において非常に効率的

と考えている」、「研修員は、研修コースが当該分野における知識を強化したことを認めて

いる」とすべて共通した記述がされている。しかし、費用及び投入した資源を客観的に評

価する裏付けは記述されていない。成果に対する投入の妥当性を検証することは一般に困

難であるが、類似した研修コースとの単価比較や、研修単価の経年比較を行うなどの定量

的評価が今後は必要であろう。 

また、ARCが1997年から1999年に実施した日本・シンガポール・コンピュータ技術学院

のコンピュータ・ソフトウェア技術コース（S１）、シンガポール・ポリテクニックの電力

供給・送電コース（S５）、同じくシンガポール・ポリテクニックの食品包装コース（S６）、

シンガポール国家生産性標準庁のロジスティクスにおける製品保護技術（S７）、シンガポ

ール警察の交番システム・コース（S８）、日本・シンガポールAIセンターの高度情報管理

技術コース（S９）の評価報告書においては、「研修実施機関による運営活動は、効率的に

実施されており、規則的なコースの運営管理システムが確立されていた」と共通した記述

がなされている。 

その他の評価では、成果がどれだけ達成されたかという成果の達成度で効率性の評価を

行っている。このうちシンガポール航空大学校の空港管制コース（S４）、タイの皮膚病研

究所の皮膚病ディプロマ・コース（T２）、マヒドン大学ASEAN保健開発研究所のプライマ

リー・ヘルスケア修士コース（T４）の３コースでは、資格取得が明確になっており、こ

れによって達成度が確認されている。それ以外のコースでは、研修関係者へのアンケート

とインタビュー調査による研修関係者による自己評価で達成度を測定している。例えば、

モンクット王工科大学ラカバン校の上級電気通信技術（T１）、カセサート大学農業普及セ

ンターの熱帯における持続的農業生産コース（T８）では、「ほとんど（約90％）の研修員

が研修コースで得た知識、経験に満足した」といった、また、チェンマイ大学の持続的高

地農業開発コース（T９）、持続的灌漑システム管理（T10）では、「ほとんどの研修員は研

修コースから高い、又は非常に高いレベルで習得したと感じた（T９：85％、T10：73％）」
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といった記述が多い。

効率性に関するネガティブなコメントとしては、日本・シンガポールAIセンターの高

度情報管理技術コース（S９）、タイ王室林野局造林研究センターの村落林業コース（T３）

で研修期間が短かすぎるとの指摘と、また、同じくタイ王室林野局造林研究センターの村

落林業コース（T３）で、研修スタッフの英語力改善の要望がなされている。

有効性については、PDMを基に５項目評価を行っているシンガポール港湾庁の港湾管

理コース（S２）、シンガポール国家生産性標準庁の上級経営相談コース（S３）、ナンヤ

ン・ポリテクニック日本・シンガポール研究所のメカトロニクス・コース（S10）、シン

ガポール環境管理技術サービス公社の環境管理コース（S11）の４コースのみで、研修で

得た知識・技術が研修員の業務にどれだけ活用できているかという点、また、研修員の上

司による研修員の業務能力向上に対する評価に基づいて、目標の達成度として評価が行わ

れている。これらの評価では、「ほとんど（又は92％などの比率で）の研修コースは研修

員の当該分野に関する能力向上という目標を達成した」、「多くの研修員は習得した技術

と知識の50％以上が実務に活用できると回答し、ほとんどの研修員が知識を業務に適用し

ている」、「多くの研修員の上司と研修員は研修コースが研修員の当該分野に関する能力

を向上したと回答した」と記述されており、おおむねプロジェクト目標を達成したとして

いる。

本評価では、他の報告書についても同じ考え方を適用し、整理してみた。表４－３に示

すように、シンガポールの研修コースに関しては目標達成度の記述がないシンガポール航

空大学校の空港管制コース（S４）を除いては、目標達成度の程度を整理できた。タイの

研修コースについてはタイ王室林野局造林研究センターの村落林業コース（T３）、タイ

王国水道技術訓練センターの水道供給技術コース（T６）、チェンマイ大学の持続的高地

農業開発コース（T９）、持続的灌漑システム管理（T10）の４報告書のみでプロジェクト

目標に対する多少の程度について言及している。これらの報告書においては、目標達成度

はおおむね高く評価されているものの、50％台から90％までの幅があり、効率性の評価に

比べて研修コースごとのバラツキが大きくなっている。

⑦　インパクト

終了時評価調査報告書から読み取れる研修のインパクトは、1)研修成果の普及効果と、

2)研修員同士、あるいは研修員と講師の間に意見交換がなされ、ネットワークが形成され

る効果、3)研修実施機関に及ぼす効果の３点があげられる。インパクトの評価方法に関し

ては、表４－３から評価実施者と評価実施年度によって際立った違いがあることが分かる。
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表４－３ インパクトに関する評価の比較 
 

 コース名 評価者 評価年 普 及 意見交換 
研修実施機
関への効果 

S１ コンピュータ・ソフトウェア技術 ARC 1998 × ○ － 

S２ 港湾管理 ARC 2000 ○ － － 

S３ 上級経営相談II ARC 2000 ○ － － 

S４ 空港管制 JICA, SRS 1996 － － － 

S５ 電力供給・送電 ARC 1997 － × － 

S６ 食品包装 ARC 1997 － ○ － 

S７ ロジスティクスにおける製品保護技術 ARC 1998 × ○ － 

S８ 交番システム ARC 1999 × ○ － 

S９ 高度情報管理技術 ARC 1999 × ○ － 

S10 メカトロニクス ARC 2000 ○ － － 

S11 環境管理 ARC 2000 ○ － － 

T１ 上級電気通信技術 STOU 1997 ○ － ○ 

T２ 皮膚病学 JICA 1998 － － － 

T３ 村落林業 CU 1996 ○ － － 

T４ プライマリー・ヘルスケア JICA 1998 － － － 

T５ 麻薬犯罪防止 CU 1996 － － － 

T６ 水道供給技術 CU 1996 － ○ ○ 

T７ 土壌管理技術 STOU 1998 ○ － － 

T８ 熱帯における持続的農業生産 JICA 1999 ○ ○ － 

T９ 持続的高地農業開発 STOU 2000 ○ － ○ 

T10 持続的灌漑システム管理 STOU 2000 ○ － ○ 

注）○：肯定的評価、×：否定的評価、n.a.：記載なし 

 

興味深いのは、JSPPの終了時評価をほぼ独占しているARCのケースである。表４－３に

示すように、1997年に作成した電力供給・送電コース（S５）、食品包装コース（S６）に

おいては、意見交換の効果のみを評価しているが、1998年及び1999年に作成したコンピュ

ータ・ソフトウェア技術コース（S１）、ロジスティクスにおける製品保護技術（S７）、交

番システム・コース（S８）、高度情報管理技術コース（S９）においては、研修成果の普

及効果も評価項目に含めている。注目すべきはこれらS１、S７、S８、S９において、研修

成果の普及効果の評価結果がネガティブであると評価されている点である。すなわち「学

んだ知識を組織内で他者に対して普及することができたのは、研修員のうちそれぞれ

2.5％（S１）、14.7％（S７）、10.5％（S８）、2.7％（S９）であった」と記述されている。

一方、2000年に実施した、港湾管理コース（S２）、上級経営相談コース（S３）、メカトロ

ニクス・コース（S10）、環境管理コース（S11）の４コースの評価では、研修成果の普及

効果の評価結果は一転して「ほとんど（又は92％などの比率）の研修員が習得した知識を

他者と共有することができた」というポジティブな記述となっているが、意見交換の効果
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に関する評価は行われていない。同じARCが実施した報告書において、年度によって評価

結果が大きく変化している理由としては、JICAの評価グリッドが変更されたこととアンケ

ート調査の質問方法が変わったことによると考えられる。評価結果の変化と研修内容及び

研修方法との関連は報告書から読み取ることはできなかった。 

第三国研修が研修実施機関に及ぼすインパクトについて評価項目に含まれていたのは、

タイの研修コースのうちスコータイ・タマシラート公開大学（STOU）が評価した４つの

コースのうち３コース、上級電気通信技術（T１）、持続的高地農業開発コース（T９）、持

続的灌漑システム管理（T10）と、チュラロンコン大学が評価した水道供給技術コース（T

６）の合計４つのコースである。例えば、T１では、「研修コースは学部の国際的評価を高

め、KMITL（研修実施機関）スタッフの教育活動に対する自身を高め、更に教職員がこの

分野で研究を行う励みとなったという点でKMITLにとって大変役立った」と評価している。

シンガポールの研修コースについてはこのような観点の評価は見当たらなかった。 

⑧ 妥当性 

妥当性については、すべての報告書が研修ニーズの観点か、又は研修内容が実際の業務

で有用であるという観点から評価しており、すべての報告書が計画の妥当性は高いと結論

づけていた。 

JICAが直営で実施したカセサート大学農業普及センターの熱帯における持続的農業生

産コース（T８）のみは、研修ニーズの観点に加え、裨益国の開発政策と研修内容が矛盾

していないことを計画の妥当性の根拠としていた。計画の妥当性は裨益者、裨益国、援助

国の優先度及び政策とどれだけ一致しているかで評価すると定義されている。T８が採用

している視点は計画の妥当性を検証するうえで必要である。他の報告書では、このような

観点からの妥当性の評価は行われていない。 

研修ニーズについては、応募倍率が高く現在でも受講志望者が多いことを根拠として、

又は、研修員の上司が今後も研修員の派遣を希望していることを根拠として、計画の妥当

性を評価している報告書が最も多く、半数以上を占めた。記述の例としては、「すべての

（又はある％の）研修員所属組織が今後もこの研修に研修員を送ることを望んでいる」（S

１、S５、S６、S７、S８、S９）、「ほとんどの研修員は非常に多く職員から選ばれており、

選ばれなかった職員はこのコースで研修を受ける必要がある」（T１、T７、T８、T10）と

いったものが代表的である。 

タイ麻薬管理局の麻薬対策コース（T５）は、麻薬に関する統計を根拠として当該地域

での研修ニーズを評価している。また、タイ王室林野局造林研究センターの村落林業コー

ス（T３）のように、研修計画策定時にニーズ調査がなされていないので、研修実施機関

の考えと当該地域の抱える一般的な問題に基づいてコース・デザインがなされたことを妥
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当性の評価する例もあった。 

ARCが2000年に実施したS２、S３、S10、S11の４報告書は、研修内容が実際の業務で有

用であるという観点から評価していた。すなわち、「すべての研修員は、研修コースは実

務に対して妥当かつ適用可能であったと回答した（S３については98％）」、また、シンガ

ポール国家生産性標準庁の上級経営相談コース（S３）のように「92％の研修員上司は、

研修が研修員のコンサルタント業務管理能力や他コンサルタントに対する指導能力を向

上させたと回答した」といった記述で評価している。ARCは、1999年までは研修ニーズの

面から計画の妥当性を評価していたが、JICAからの指示に基づき2000年から評価方法を変

えたものと考えられる。 

妥当性に関するネガティブな評価は、ナンヤン・ポリテクニック日本・シンガポール研

究所のメカトロニクス・コース（S10）の「カンボジア、ネパール、及びパプア・ニュー

ギニアからの研修員は、母国のメカトロニクスが未発達であるため、研修内容を適用する

ことは困難であると指摘している」という記述のみであった。 

⑨ 自立発展性 

自立発展性については、ポジティブな評価がほとんどである。ネガティブな記述が含ま

れているのは、研修実施機関の職員数不足により担当者が過重労働になっていると評価し

ているタイ王国水道技術訓練センターの水道供給技術コース（T６）と、研修実施機関の

組織変更が完了していないことを指摘している東北タイ農業開発センターの土壌管理技

術コース（T７）のみであった。 

南南協力支援として第三国研修の実施機関を支援するという文脈で、自立発展性を定義

するのであれば、実施機関の自立発展性が高いということはプロジェクトを終了しても研

修実施機関が自立発展できると判断することであるので、第三国研修を終了してもよいと

いう評価につながると考えられる。しかし、後述するように、今回レビューしたすべての

評価報告書が、プロジェクト期間を延長すべきであると結論づけており、自立発展性の定

義が明確に定義されていないと考えられる。 

研修事業の自立発展性をどう定義するかについては、研修プロジェクトを研修実施機関

が研修を実施することに重点を置いて捉えるか、研修の成果を研修員が活用することに重

点を置いて捉えるかで、議論が分かれる。さらに、研修の評価項目として自立発展性は必

要ないという意見も評価報告書で出されていた。シンガポール航空大学校の空港管制コー

ス（S４）では、自立発展性は適切な評価項目ではないとして、評価を行っていない。ま

た、日本・シンガポール・コンピュータ技術学院のコンピュータ・ソフトウェア技術コー

ス（S１）、シンガポール・ポリテクニックの電力供給・送電コース（S５）、同じくシンガ

ポール・ポリテクニックの食品包装コース（S６）、日本・シンガポールAIセンターの高度
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情報管理技術コース（S９）においても、自立発展性についての評価が見当たらなかった。 

研修実施機関が研修を実施することに重点を置く考え方に従うと、第三国研修という技

術援助プロジェクトが終了したあとも、プロジェクトの実施主体である研修実施機関が同

じ内容の研修を継続できることが自立発展性であると考えられる。JTPPのすべての第三国

研修及びシンガポール国家生産性標準庁のロジスティクスにおける製品保護技術（S７）、

シンガポール警察の交番システム・コース（S８）においては、この観点で自立発展性が

評価されている。研修実施機関の研修実施意欲と研修実施能力に加え、東北タイ農業開発

センターの土壌管理技術コース（T７）、チェンマイ大学の持続的高地農業開発コース（T

９）、持続的灌漑システム管理（T10）では、研修実施国であるタイ政府が第三国研修によ

る周辺国の人材育成を重視していることをあげて自立発展性を高く評価している。また、

タイ麻薬管理局の麻薬対策コース（T５）では、研修実施機関の自立発展性について、「研

修実施機関である麻薬管理局は研修を運営する十分な人材を擁しており、特にファイリン

グと評価プロセスについて系統だった研修を実施してきた」、「麻薬管理局の職員は研修コ

ースを実施する強い意欲があり、カリキュラムを改善することで研修の質を高めることを

常に模索している」、「麻薬管理局は、毎年経済的かつ効率的に予算を消化してきた」と記

述し、人的資源、運営能力、財務的能力のすべてについて高い評価を行っている。 

一方、研修目的を重視して、研修の成果が裨益者によって継続的に活用されることを自

立発展性と捉えて評価を試みているのが、シンガポール港湾庁の港湾管理コース（S２）、

シンガポール国家生産性標準庁の上級経営相談コース（S３）、ナンヤン・ポリテクニック

日本・シンガポール研究所のメカトロニクス・コース（S10）、シンガポール環境管理技術

サービス公社の環境管理コース（S11）である。これらの評価では、研修事業の自立発展

性を実現するためには裨益国の政策支援、適正技術／概念、環境保全、社会経済面、組織

運営能力及び経済財務面が重要であるとして、それぞれに関連する事例をあげて評価を試

みている。これら４つの報告書の記述は類似しているが、例としてシンガポール港湾庁の

港湾管理コース（S２）の評価結果から抜粋すると以下のとおりである。 

「政策支援：研修員は、研修に参加した結果、自国の既存港に関連する多くのプロジェク

トに参加している。これらのプロジェクトの多くは、組織改良計画が港湾運営の効率性と

生産性を改善するために必要である。パレスティナのプロジェクトでは、新規の港を建設

するためのスタッフ訓練を行う新組織の立ち上げが必要である。港湾管理の有効性を改善

するためのこのような組織の立ち上げと新しい政策／手段の導入は、参加国政府の当該セ

クターに関する意欲の明確な表れである。」 

「適正技術：港湾技術の進歩の多くは、高度かつ高度であり、参加国のいくつかでは、適

用できる見込みは極めて少ない。このような点を踏まえれば、研修コースでは、国の現況
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に対して適切な費用効果が確立されている技術を研修員に教育することが必要である。」 

「環境保全：裨益国の既存港に新しい現代的技術を導入するためには港湾を拡張すること

が必要であり、このような港湾の拡張は港湾計画や港湾開発の一部である。このようなプ

ロジェクトでは、研修で扱う環境影響評価調査が必要であり、その実施は環境の持続性に

貢献する。」 

「社会経済面：研修員はNGOや政府機関と情報を共有するだけでなく、一般大衆への教育

面でもよくやっている。」 

「組織運営能力：いくつかの政府は新しい政策の策定、既存の政策の見直しや承認を既に

行っている。多くの研修員はこれにかかわっている。」 

「経済財務面：裨益国では、研修で習得された知識は、プロジェクト実施に活用されると

ともに関係者の間で共有されるようになってきており、研修によって得られた効果(便益)

は非常に効率的なものであった。このような状況から判断して事業は継続されるべきであ

る。」 

⑩ 研修内容見直し 

研修実施機関が研修員の特性に合わせてどのように研修内容の見直し、カリキュラムの

変更を行っているかを把握することは、研修実施機関の能力、姿勢及び研修コースの特性

を評価するうえで重要である。この点についてはほとんどすべての報告書が記述している

が、PDMと５項目評価を全面的に採用したS２、S３、S10、S11の４報告書ではまったく触

れていない。なお、これら４つの終了時評価を実施したARCは、1999年まで研修内容見直

しについて記述していた。PDMと５項目評価を採用することによって、プロセスの評価が

欠落したものと考えられる。 

研修内容見直しについて記述のある終了時評価報告書では、日本・シンガポール・コン

ピュータ技術学院のコンピュータ・ソフトウェア技術コース（S１）を除くすべての報告

書で、研修実施機関が毎年研修員からのフィードバックに基づきカリキュラムの見直しを

行っていることが記述されている。例えば、電力供給・送電コース（S５）では、「カリキ

ュラムは、最新の工業トレンドと開発に遅れないよう見直された。例えば、配電設備保護、

デジタルリレーと発電設備の信頼性といった新しいトピックが導入された」と記述されて

いる。 

日本・シンガポール・コンピュータ技術学院のコンピュータ・ソフトウェア技術コース

（S１）では、「研修カリキュラムは、研修実施機関である日本・シンガポール・コンピュ

ータ技術学院により研修目的を達成するうえで適切であると判断され、新規に追加又は廃

止されたカリキュラムはなかった」と記述されている。しかし、有効性に関しての評価で、

研修内容が有用であると回答した研修員が60％にとどまっていることと、インパクトの項
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目で研修内容を普及できたと回答した研修員が2.5％にとどまっていることから、研修実

施機関の判断が妥当であったのかについては疑問が残る（インパクトについては、同じ機

関が評価を実施しているが、評価結果が年ごとに異なることは前述したとおり）。ただし、

10以上の研修カリキュラムを見直したシンガポール国家生産性標準庁のロジスティクス

における製品保護技術コース（S７）においても、研修内容を普及できたと回答した研修

員は14.7％にとどまってものがある一方、モンクット王工科大学ラカバン校の上級電気通

信技術（T１）では、研修内容見直しの記述に加え、１年目のコースから４年目のコース

にかけて有効性での目標達成度が改善していったことが評価されている。 

⑪ 教訓と提言 

第一に注目される点は、表４－３に示すように、すべての終了時評価報告書が第三国研

修の延長継続を提言していることである。すなわち、これまで研修目標は達成されており、

研修実施機関が研修を実施する能力を有していることが明らかであり、かつ現在も研修ニ

ーズがあるので延長継続が望ましい、という論理がすべての終了時評価報告書に共通して

みられる。 

その他の教訓と提言として多くの終了時評価報告書で取り上げられているものは、英語

能力と技術レベルについてより厳しい基準で研修員を選定すること、研修コース募集要項

（General Information：G.I.）の配布を早い段階で行うこと、がある。特に、研修員の英語

能力に関する提言は、シンガポール航空大学校の空港管制コース（S４）、タイ王室林野局

造林研究センターの村落林業コース（T３）、タイ王国水道技術訓練センターの水道供給技

術コース（T６）、タイ・カセサート大学農業普及センターの熱帯における持続的農業生産

コース（T８）の４報告書以外のすべての報告書に共通しており、英語能力の低さが研修

効果を妨げる大きな要因となっていることがうかがえる。また、この問題が毎年度の評価

で取り上げられていることから、終了時評価報告書の提言にもかかわらずまったく改善さ

れていないことも推察される。G.I.の配布時期など手続き面での提言も、評価実施年度に

よらず多くの報告書で記述されており、やはり改善されていないことが推察される。 

研修実施期間の延長、実習の比重を高めること、などの研修内容の変更も多くの報告書

で取上げられている。ロジスティクスにおける製品保護技術コース（S７）及び土壌管理

技術コース（T７）では研修内容の変更について細かく提言している。特にT７では研修内

容を二分して２つの研修コースとし、それぞれのレベルに合った研修員を募集してより効

果の高い研修とすることを提案している。 
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４－４ 研修実施機関に対するインタビュー調査 

(1) 調査の概要 

終了時評価報告書の内容を補足し、第三国研修の現状を把握する目的で、研修実施機関を

対象にインタビュー調査を実施した。調査期間は、2001年３月６日から３月22日までであっ

た。訪問先機関と主要面談者は、付属資料１として巻末に添付した。また、インタビュー結

果をキーワードで分類してデータベース化したものを、付属資料２として巻末に添付した。

なお、インタビュー調査では、研修実施国が第三国研修を南南協力のなかでどのように位置

づけているのか、また、他の援助機関は南南協力支援をどのように行っているのかを調査す

る目的で、シンガポールとタイの援助窓口やCIDAやUNDPなどの他ドナーに対しても実施し

た。付属資料１、２はこれらをすべて含むものである。 

研修実施機関に対するインタビュー調査では、研修員の研修目標到達度の評価、研修成果

の活用と普及、ネットワーク形成を含む研修の効果、研修員に合わせた研修内容の見直しな

ど南南協力支援の観点を中心に質問を行った。調査に先立ち質問表を作成したが、実際のイ

ンタビューは対話型とし、話の流れのなかで質問事項を提示して応えてもらうオープン・エ

ンドなものとした。話の流れを重視し、基本的には応答者の関心事項をできるだけ話しても

らうものにした。インタビューの結果は、終了時評価報告書のレビュー結果を補強すること

に重点を置き同じ評価項目で分類した。インタビュー調査では南南協力支援の観点を質問に

盛り込んでいるので、南南協力支援の評価項目を追加した。 

主な調査結果は以下のとおりである。 

 

(2) 研修成果の測定方法 

研修員が研修目標をどれだけ達成したか、研修成果の測定方法について、いくつかの研修

実施機関で質問を行った。多くの研修実施機関が、研修中に研修員に対して与えた課題と研

修終了時の研修員による発表により、研修員の研修内容理解度を評価している。研修実施機

関からの回答は、日本・シンガポールAIセンターの高度情報技術コース（S９）の「短期研修

コースの場合、入学審査を行っていないため、開始時の最低水準を設定できない」や、タイ

王室灌漑局の持続的灌漑システム管理コース（T10）の「研修員は高位の行政官であるため、

むしろ研修員自身のコースに対する満足度を評価している」（T10）などが大勢であった。 

食品包装コース（S６）を実施したシンガポール・ポリテクニックが、「カナダ政府による

食品安全の研修を実施したが、このコースでは研修員は終了時試験に合格することが要求さ

れた」と回答している。また、シンガポール・ポリテクニックは、「大学などの公的機関の資

格認定を尊重するアジア各国からの研修員を対象とした研修コースにおいては、JICAによる

資格認定の交付が望ましい」と答えている。 
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 (3) 研修成果の活用・普及 

研修員が帰国後に研修成果を活用し普及することができたかという質問に対しては、各実

施機関とも評価が困難であるという回答が多かった。理由としては、このような評価を行う

ことは、人的、また財務的にもリソースが研修実施機関にないことを、コンピュータ・ソフ

トウェア技術コース（S１）を実施した日本・シンガポール・コンピュータ技術学院や電力

供給・送電コース（S５）や食品包装（S６）を実施したシンガポール・ポリテクニックはあ

げている。また、港湾管理コース（S２）を実施したシンガポール港湾庁や環境管理コース

（S11）を実施しているシンガポール環境管理技術サービス公社は、帰国後の研修成果の活

用や普及は研修員所属機関または裨益国の責務であることをあげている。港湾庁は、フォロ

ーアップ評価は費用がかかる割には効果が低いことなども困難であることの理由としてあげ

られている。例えば、「研修員が学んだことを活用できるかどうかは、彼らの国が設定してい

る目的や目標によって決まるものであり、例えば、彼らの国が雇用の増大をめざしている場

合、人員削減と結びつけた生産性向上についてその効果を議論することは困難である」と回

答している。 

一方で、村落林業コース（T３）を実施しているタイ王室林野局造林研究センター、水道

供給技術コースを実施しているタイ王国水道技術訓練センター（T６）、土壌管理技術コース

（T７）を実施している東北タイ農業開発センターでは、研修員に帰国後の活動計画を策定

させて終了時に発表させることで、研修終了後の研修成果の活用や普及を促進するなどの工

夫をこらしている。例えば、タイ王室林野局造林研究センターは、「研修終了時に、我々は各

研修員に研修で得た知識を自国の人々に適用するための提案を作らせている。そして、その

計画をクラスで発表し、講師と他の研修員に批評してもらうことにしている。この種の活動

が、研修員が帰国後すぐに知識を普及したり活用したりするために役立つことを願っている」

と回答している。タイ王室林野局造林研究センターは、更に「我々はタイ語、ラオス語、英

語の３か国語で教材を作成しており、研修員が教材を（ラオスに持ち帰って）すぐに活用で

きるように工夫している」と回答している。タイ国立水道技術訓練センターは、「研修員が得

た技術を普及することを強調するために、実地研修に出る前にグループに分け、実地研修の

あとで、将来的に彼らの技術をどのように改善するかについてプレゼンテーションを行い、

最も良いプレゼンテーションには賞を与えた」と回答している。農業開発国際訓練センター

は、「我々は、研修員に帰国後に彼らの国の予算で普及活動を行うことを確約させなければな

らない。研修員はその計画を提出しなければならず、また、所属機関からの確約もなければ

ならない」と回答している。 

以上のように、研修成果の普及や活用は基本的に研修員と研修員派遣機関の問題であると

いう研修実施機関の意見が大勢を占めるが、熱帯における持続的農業生産コース（T８）を
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実施しているタイ国立農業普及訓練センターのように、フォローアップ調査団をいくつかの

裨益国に派遣して研修員が帰国したあとの活動について評価をしている例もある。持続的灌

漑システム管理コースを実施しているタイ王国灌漑局では、JICAに対してフォローアップ評

価の支援を要望もインタビューのなかで提示された。 

 

(4) ネットワーク形成 

研修のインパクトとして、インタビュー調査では、ネットワーク形成について研修実施機

関の考え方を聴取した。ネットワーク形成に関しては、積極的に取り組んでいる研修実施機

関と消極的な研修実施機関がほぼ半々に分かれた。 

空港管制コース（S４）を実施しているシンガポール航空大学校や、交番システム・コース

（S８）を実施しているシンガポール警察では、空港管制、また警察というそれぞれの業務

の特質を反映して、参加国とのネットワーク形成が極めて有効であると考えており、研修コ

ースによるネットワークの形成に非常に熱心に取り組んでいる。シンガポール航空大学校で

は、研修員を卒業生のメイリング・リストに加え、自校の情報誌を送付している。また、ネ

ットワーク形成について、「ネットワーク形成と情報共有は不可欠である。例えば、通常複数

の国にまたがる捜索・救助活動では、お互いに面識があればずっとやりやすくなる」ことを

強調している。シンガポール警察もまた、「ネットワーク形成は、業務をやりやすくするので

重要である。多くの犯罪は国境を越えており、また、サイバー犯罪も増加している。このよ

うな犯罪には、異なった国の警察が共同して解決することが必要になってきている」として、

研修を通じてのネットワーク形成の重要性を強調している。 

プライマリー・ヘルスケア・コース（T４）を実施したマヒドン大学ASEAN保健開発研究

所は、WHOの支援を得て同窓会を設立している。JICAにも支援を求めたが、予算上の問題で

受け入れられなかったとのことであった。また、土壌管理技術コースを実施した東北タイ農

業開発訓練センターは、受講したタイ人研修員を対象にフォローアップ・セミナーを開催し、

今後は他国の研修員も対象にする意向をもっている。熱帯における持続的農業生産コースを

実施したカセサート大学農業普及センターは、ネットワーク設立を目的としてJICA専門家の

派遣を要望している。 

それ以外の研修実施機関では、ネットワーク形成を研修員の自主性に委ねており、研修実

施機関としての取り組みはみられなかった。 

 

(5) 実施機関に及ぼす効果 

南南協力の一環として、研修実施機関が実施する研修コースを支援することによって実施

機関の能力が向上させるという考え方に基づいて、第三国研修が実施されているわけであり、
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調査団は、このような考え方を前提に、第三国研修の実施機関に対する能力向上の寄与を確

認することに努めた。しかし、シンガポールの多くの実施機関へのインタビューでは、対話

形式のインタビューの流れのなかで、このような質問事項自体が対話の腰を折り流れを中断

させるような雰囲気を作り出すことになり、このような質問自体が成り立たないことを認識

することが多かった。これは次節で考察するカスタマイゼーションとも関連するが、それぞ

れの実施機関は多くの研修コースを実施しており、第三国研修は、これらの研修コースを基

にJICAや窓口機関であるシンガポール外務省技術協力局の意向に合わせて研修コースを計

画するという考え方にたっており、実施機関が研修コースの開設を支援されているという意

識が低いことによると考えられる。これらの点については、第３章の各実施機関の南南協力

支援に対する考え方からも分かることである。 

このような意見が大勢を占めるが、他方、上級経営相談コース（S３）を実施しているシン

ガポール国家生産性標準庁や水道供給技術コース（T６）を実施するタイ水道技術訓練セン

ターのように、研修コースの実施を実施機関の能力を向上させる機会と捉えているところも

ある。また、熱帯における持続的農業生産コース（T８）を実施しているカセサート大学農

業普及センターは、「我々研修スタッフは国際コースの仕事をすることで能力が向上した。

我々は十分に準備をしなければならず、特に研修員との意思疎通において我々の質を改善し

なければならない。スタッフは多くの国から参加した多くの研修員と積極的に意思疎通を行

い、相互の考え方や文化に影響を与えることができ、相互に好感とよりよい理解をもたらす

関係を作り上げることができた」と回答しており、研修実施機関の人材育成への貢献をあげ

ている。 

 

(6) 研修員に合わせた研修内容の見直し 

多くの研修実施機関が、多様な研修員のニーズに応えるために研修内容の見直しに積極的

に取り込んでいる。研修コースの見直しは、研修開始時の研修員の発表を基にニーズを分析

し、ニーズに合った研修を策定することによって、また、毎年研修コースが終了する際の行

われるフィードバック評価に基づいて研修内容の見直しを行っているものが多かった。また、

研修員のニーズや技術レベルに合わせて、グルーピングを研修のなかに取り入れて実施して

いる研修コースもいくつかあった。 

研修における環境改善や雰囲気改善のための努力も行われている。シンガポール港湾庁が

実施している港湾管理コース（S２）では、「研修員同士の面識を深め相互交流を推進するた

めに、プログラムには研修員間のよそよそしい態度を崩すアイス・ブレーキング活動が含ま

れるようになった。これにより研修員同士の関係が改善された」と効果をあげている。また、

タイ水道技術訓練センターの水道供給技術（T６）でも、「研修中に２、３泊のパタヤ旅行を
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実施した。旅行後に研修員同士の関係はずっとよくなった」と研修の環境改善に努力してい

る。 

一方、皮膚病学コース（T２）を実施しているタイ皮膚病学研究所は、既に確立している

ディプロマ・コースに研修員を参加させているので、ディプロマ・コース自体の見直しは行

っているが、特定の研修コース参加者を対象に研修内容の見直しということはしていなかっ

た。 

 

４－５ 第三国研修に関するアンケート調査 

(1) 調査の概要 

第三国研修を南南協力支援の観点から評価するために、研修員、研修員所属機関、裨益国

援助受入機関に対してアンケート調査を実施した。調査期間は、質問票送付開始が2001年 

３月29日、質問票の回答期限が５月15日であった。 

研修員と研修員所属機関に対するアンケート調査は、終了時評価において研修の内容や実

施運営に関する評価、研修成果の評価、帰国後の研修成果活用や普及などを調査項目として、

定量的評価を中心に実施されている。これにより、本調査のアンケート調査は、終了時評価

におけるアンケート調査を補強するために自由に意見を言ってもらうこととするオープン・

エンドな質問を行うことによって、回答者から具体的な事例を引き出すことを目的として行

った。意図としてはオープンなインタビュー調査に近いものと考える。 

 研修員に対する質問票の主な構成は以下のとおりである。 

① 研修の目的に対する認識 

② 研修成果の業務への活用 

③ 他ドナーによる研修との比較 

④ 日本政府の関与に関する認識 

⑤ ネットワーク形成の有無 

⑥ 第三国研修に対する提言 

 研修員所属機関に対する質問票の主な構成は以下のとおりである。 

① 研修員が研修を受けたことによる組織への効果 

② 組織のポリシーのなかでの研修員派遣の位置づけ 

③ 他ドナーによる研修との比較 

④ 第三国研修に対する提言 

 裨益国援助受入機関に対する質問票の主な構成は次のとおりである。 

① 第三国研修による効果 

② 日本国内研修による効果 
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③ 第三国研修に対する提言 

 使用した質問票は、添付資料２として巻末に添付した。なお、タイの第三国研修に関する

裨益国援助受入機関に対する質問票には、第三国専門家受入れに対する質問も含まれている。

第三国専門家に関するアンケート調査に関しては第５章で後述する。 

 

(2) サンプリングと回収結果 

アンケート調査の回収は、過去の第三国研修終了時評価調査の経験から、回収率が１割程

度と極めて低いことが予想されたため、JICA事務所のネットワークを活用し、電子メールと

FAXで行った。調査サンプルは、研修員については各研修コースにつき10サンプルずつを目

安に無作為抽出した。そのうえでサンプルとして抽出された研修員の所属機関を研修員所属

機関のサンプルとした。裨益国援助受入機関については、すべての裨益国を対象とした。し

かし、当アンケート調査は、事前に決められた設問に沿って行う（structured interview）こ

とを当初想定し、サンプルを選定して設計したものであるが、評価の過程でオープンな質問

に変更し、回答者にはキーインフォーマントとしての役割を期待し、できる限り意見を聴取

する事に方向を修正した。 

 質問票は、電子メール、FAX、郵送で送付した。しかし、電子メールによる回答は１つだ

けで、それ以外はすべてFAXと郵送による回答であった。質問票の回収率を表４－４に示す。 

 

表４－４ 質問票回収率 

JSPP JTPP 
サンプル種類 

総サンプル数 回収サンプル数 回収率 総サンプル数 回収サンプル数 回収率 

研修員 127 42 33％ 120 31 26％ 

研修員所属機関 106 29 27％ 120 17 14％ 

裨益国援助受入機関 25 6 24％ 23 5 22％ 

 

 国別の研修員用質問票回収率を表４－５に、研修コース別の回収結果を表４－６と表４－

７に示す。なお、JTPPについては、JTPPで実施された第三国研修で終了時評価報告書がない

４研修コースもサンプルに含んでいる。 
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表４－５ 国別研修員用質問票回収率 
 

国 名 JSPP JTPP 

 総サンプル 回収サンプル 回収率 総サンプル 回収サンプル 回収率 

バングラデシュ 6 1 17％ 9 2 22％ 

ブルネイ 3 0 0％ 6 0 0％ 

ブータン 5 0 0％ - - - 

カンボジア 7 3 43％ 16 0 0％ 

中国 8 0 0％ 8 2 25％ 

エチオピア - - - 1 1 100％ 

フィジー 5 0 0％ 2 0 0％ 

インド 2 1 50％ 2 0 0％ 

インドネシア 8 5 63％ 4 4 100％ 

キリバス 1 0 0％ - - - 

ラオス 8 6 75％ 22 6 27％ 

マラウイ - - - 1 0 0％ 

マレーシア 3 0 0％ 1 0 0％ 

モルディブ 5 3 60％ 2 0 0％ 

モーリシャス 4 1 25％ - - - 

モンゴル 4 1 25％ 1 1 100％ 

ミャンマー 3 0 0％ 6 2 33％ 

ネパール 5 0 0％ 7 0 0％ 

パキスタン - - - 4 3 75％ 

パレスティナ 9 8 89％ - - - 

パプア・ニューギニア 7 2 29％ 3 1 33％ 

フィリピン 3 3 100％ 5 3 60％ 

サモア 2 0 0％ 1 1 100％ 

ソロモン諸島 1 0 0％ - - - 

スリランカ 10 3 30％ 7 1 14％ 

タンザニア - - - 2 2 100％ 

タイ 7 4 57％ - - - 

バヌアツ 1 1 100％ - - - 

ベトナム 10 0 0％ 8 0 0％ 

ザンビア - - - 2 2 100％ 

合 計 127 42 33％ 120 31 26％ 
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表４－６ 研修コースごとの回収結果（JSPP） 

 コース名 研修員 
研修員 
所属機関 

S１ コンピュータ・ソフトウェア技術 3 3 

S２ 港湾管理 4 2 

S３ 上級経営相談Ⅱ 8 4 

S４ 空港管制 1 1 

S５ 電力供給・送電 1 0 

S６ 食品包装 7 6 

S７ ロジスティクスにおける製品保護技術 3 2 

S８ 交番システム 4 4 

S９ 高度情報管理技術 3 2 

S10 メカトロニクス 2 0 

S11 環境管理 5 5 

合 計 42 29 

 

表４－７ 研修コースごとの回収結果（JTPP） 

 コース名 研修員 
研修員 
所属機関 

T１ 上級電気通信技術 4 2 

T２ 皮膚病学 2 1 

T３ 村落林業 0 0 

T４ プライマリー・ヘルスケア 0 0 

T５ 麻薬犯罪防止 2 1 

T６ 水道供給技術 2 0 

T７ 土壌管理技術 5 3 

T８ 熱帯における持続的農業生産 0 0 

T９ 持続的高地農業開発 0 0 

T10 持続的灌漑システム管理 3 1 

- 農村開発における女性の役割の向上 3 2 

- 重要家畜伝染性疾病の診断技術と防疫技術 3 2 

- ラオス実務者向け造林普及技術 1 1 

- 人口／リプロダクティブ・ヘルス調査 6 4 

合  計 31 17 

 

(3) 研修目的に対する認識 

研修員に対する質問票のQ１、「あなたが参加した第三国研修の期待される効果は何だった

と思いますか」という質問に対する回答を基に、研修員の研修目的に対する認識を調べた。

ほとんどの回答者が、研修分野に関する知識と技術の習得をあげていたが、それに加えて、

JSPPで10名（24％）、JTPPで３名（10％）が、参加者間、開発途上国間の知識の共有、又は、
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参加者間のネットワーク形成を目的として認識していた。回答には、日本の援助事業との関

係を強調したものもある。タイ王国水道技術訓練センターの水道技術コース（T６）に参加

したインドネシア人研修員が、「一般的に、私は、JICA研修の主な目的は、参加者に日本政

府が提供している技術協力と援助を紹介し、これらについてよく知ってもらうことだと考え

ている。（中略）研修員は、帰国後に同僚に研修で得た知識を広めることで、日本の無償資金

協力事業や有償資金協力事業の円滑な運営に貢献している」と回答している。 

 研修員に対する質問票のQ２、「第三国研修の期待される効果を実現するために、必要なこ

とは何だと思いますか」という質問に対しては、自国で活用するために必要な研修員の研修

成果の確保と、自国政府が成果を生かせる政策的な環境をあげているものが多かった。シン

ガポール国家生産性標準庁（S３）の上級経営相談コースへ参加したタイ人研修員は、研修

成果を明確にするために、「最も現実的な策として、研修プログラムへの参加前、参加後とに

テストを実施することを提案する」という意見があった。他方、同じコースに出席したラオ

ス人研修員は、「期待される効果を実現するために、政府は企業を育成する良い政策をもち、

企業家を指導し研修コースを支援する生産性機構を立ち上げる必要がある」と、政府の研修

関連分野における政策的な取り組みの必要性を成果が生かされる条件として強調している。 

 

(4) 研修成果の業務への活用とネットワーク 

研修員に対する質問票のQ３で、研修員が研修で得た知識を現在の業務にどの程度実際に

活用しているか質問した。また、Q４でどのような方法で活用しているのかを記述してもら

った。 

活用の程度についてはJSPPで38名（90％）、JTPPで28名（90％）がよく活用していると回

答しており、研修で習得した知識は活用されているといえる。知識の活用は、自国での研修

や中小企業への指導などの普及活動で使われているようである。シンガポール環境管理技術

サービス公社の環境管理コース（S11）に参加したモンゴル人研修員は、研修のあと、地元

でpublic discipline control departmentの職員に対する研修を実施しており、日本とシンガポー

ルでの研修コース習得した知識を研修参加者に説明し共有することに努めている。カセサー

ト大学の農業普及研修センターの農村開発における女性の役割向上コースへ参加したパキス

タン人研修員は、「地方において女性グループを対象に収入増加のための活動と選挙プロセス

への女性の参加に関する多くの研修を実施している」と回答している。ナニャン・ポリテク

ニックのメカトロニクス・コース（S10）に参加したバングラデシュ人研修員は、投資家と

技術者に対して普及することで習得した知識を活用している。また、関連分野の人や教師た

ちを対象に、また、ラジオ・バングラデシュ・ラージシャーヒ局を通じてラジオ講演を行っ

たりしている。 



－63－

他方、シンガポール警察の実施した交番システム・コースに出席したタイ研修員は、タイ

の警察の戦略計画や５か年計画と年間計画に交番システムの考え方を導入している。また、

日本・シンガポール・コンピュータ技術学院のコンピュータ・ソフトウェア・コースに参加

したラオス人研修員では、研修の結果、ファイバー設計技術について学ぶところが多かった

ので、現在担当しているファイバー網の設計業務ができるようになった。JICA研修の主目的

して日本の技術協力と援助の紹介を強調したタイ水道技術訓練センターの水道技術コース

（T６）に参加したインドネシア人研修員は、国際援助局での勤務時に、研修で数得した知

識の多くをJBICローンを扱う日常業務に活用している。また、「現在私は省庁行政の最高責任

者を務めており、もはやODAローンそのものを扱うことはないが、日本関連事項にかかわる

機会は多く、そのようなときに、私の日本と日本人の仕事のやり方に対する理解がとても有

用だと感じる」と研修成果と日本の援助業務に関連づけている。 

ただし、タイ水道技術訓練センターの水道技術コース（T６）に参加したインドネシア人

研修員やタイ麻薬管理局の麻薬犯罪防止コースへ参加したパキスタン人研修員のように、職

場の異動に伴い研修で習得した知識の活用が行われなくなる場合がある。また、日本・シン

ガポールAIセンターの高度除法技術管理技術コースに参加したフィリピン人研修員のように

研修出習得した知識を基に提案を行っているが、必ずしも成功はしていない。提案に対して

上司の対応を、「私は納税者と輸入業者を支援する初歩的なエキスパートシステムをどのよう

に開発するかについて提案書を提出したが、上司はIC技術に通じておらず実用化は今のとこ

ろ退けられている」と記述している。 

 回答によれば、過半数の研修員同士あるいは研修スタッフは、ネットワークの活用し、何

らかの形で連絡をとりあっている。連絡の手段として電子メールを利用していると回答した

のは、JSPPで11名（26％）、JTPPで8名（26％）であった。S９のパプアニューギニア人研修

員が参加した日本・シンガポールAIセンターの高度除法技術管理技術コースでは、電子メー

ル、電話、FAXを通じてやり取りが行われており、研修終了時に全員の住所と連絡先のコピ

ーが全研修員に配布されている。このコースでは、1997年に受講したパレスティナ人研修員

のようにネットワークを活用していない者もいるが、1998年以降受講した研修員では電子メ

ールを利用して連絡を取りあっている。シンガポール国家生産性標準庁のロジスティクスに

おける製品保護技術コースの参加したスリランカの研修員は、現在ネットワークを活用して

いないが、「研究業務を行っているときに、問題が起こるたびに講師と連絡をとる必要がある

が、彼らを見つけることは難しく連絡がとれなかった」と回答しており、ネットワークの必

要性を訴えている。 
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 (5) 日本の関与に対する認識 

第三国研修における日本のプレゼンスを確認するために、研修員に対する質問票のQ８と

して、「第三国研修に日本政府がどのように（資金、講師、研修内容、その他）かかわってい

るとあなたはお考えですか」という質問を行った。この質問によって、全回答者が第三国研

修に日本政府が関与していることを認識していることが確認できた。国立家畜衛生研究所の

重要家畜伝染性疾病の診断技術と貿易技術コースに参加したミャンマー人研修員の「研修の

なかで、日本政府の関与について強調されれば、より認識されるであろう」との回答もある

が、全体として第三国研修における日本のプレゼンスは確保されていると思われる。 

 多くの回答者が、日本政府の関与に対して肯定的に評価している。シンガポール国家生産

性標準庁のロジスティクスにおける製品保護技術コース（S７）に参加したスリランカ人研

修員は、日本政府の関与を研修の成功要因としてみており、経験豊富な日本人講師はコース

参加者に対してこの主題に対する詳細な知識を与えてくれたことを評価している。また、シ

ンガポール環境管理技術サービス公社の環境管理コース（S11）に参加したタイ人研修員は、

「日本政府の関与が環境分野の研修コースにおいては非常に重要であると思う。財政的支援

の意味だけではなく、日本人講師は内容の全体像を説明し、重要な話題ほどより詳細に説明

してくれた。一方、日本の環境管理プログラム開発への取り組みの事例についても知りたい

と思う」と回答している。このような肯定的な意見が大半であったが、日当や宿泊施設が不

十分であるという意見もいくつかみられた。これについてはのちに本節(9)第三国研修への提

言の項で述べる。 

 

(6) 研修員所属機関へのインパクト 

第三国研修に研修員を参加させたことによる研修員所属機関へのインパクトについて調べ

てみた。研修員所属機関用質問票のQ１aとして第三国研修の正のインパクトを、Q１bとして

第三国研修の負のインパクトを質問した。 

 ほとんどの回答者が、第三国研修は正のインパクトがあったと回答している。正のインパ

クトは、研修員の能力向上、研修員が研修の成果が他のスタッフに普及することによる組織

の能力強化、研修で得た技術の導入、他国や他機関とのネットワーク形成の大きく４つに分

類できる。 

 研修成果の普及では、例えば、シンガポール国家生産性標準庁の上級経営相談コース（S

３）に派遣されたラオス人研修員の所属機関では、研修員が得た情報と経験を職場の他のス

タッフ、国営企業、民間セクターを対象とする研修と実習で実施することで普及しようと努

めている。 

 ネットワーク形成効果については、例えば、タイ麻薬管理局の麻薬犯罪防止（T５）に派
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遣されたインドネシア人研修員の所属機関では、「関係機関の国際協調のおかげで麻薬犯罪の

ような国際事件の扱いがより円滑になった」ことをあげている。 

 研修で得た技術の導入では、シンガポール警察の交番システム・コース（S８）に派遣さ

れたモンゴル研修員の所属機関であるモンゴル警察が、地域警備を他の国の経験、特に日本

の交番システムと駐在所システムに基づいて導入しつつある。研修コースの存続については、

モンゴル警察は、「地域警備に関する警察官の研修を継続することができれば非常に感謝す

る」と回答している。また、同コースに派遣されたモルディブ研修員の所属機関も「研修に

参加したすべての警察官が地域警備の導入に参加しており、彼らの貢献は概して地域警備の

改善につながっている」と回答している。 

他方、東北タイ農業開発センターの土壌管理技術コース（T７）に派遣されたラオス人研

修員の所属機関では、「スタッフに研修を受けさせたものの、土壌試験室は試薬や器材がない

と機能しないので、（研修を受けただけでは）我々の農業研究センターには正のインパクトは

なかった」と、研修技術と所属機関が置かれている環境の違いにより、研修で習得した知識

のインパクトが出ない原因をあげている。また、タイ麻薬管理局の麻薬犯罪防止コースに研

修員を派遣したインドネシアの所属機関は、「国際水準の機材供与のニーズの方が緊急性が高

い」と研修の妥当性に関する否定的な見解を記述している。シンガポール・ポリテクニック

の食品包装コースに派遣されたインドネシア研修員の所属機関とシンガポール環境管理技術

サービス公社の環境管理コースへ派遣されたカンボジア研修員の所属機関は、それぞれ「我々

の官僚主義により実施が困難である」、「カンボジアの限られた資源のため高度な技術は導入

できない」と阻害要因をあげている。 

 

(7) 他ドナーとの比較 

研修員と研修員の所属機関に対して、他ドナーによる研修と第三国研修の比較について質

問をした。日本国内研修を含め、他ドナーの研修を受けたことがあると回答した研修員は、

JSPPで25名（60％）、JTPPで11名（35％）であった。研修員、研修員の所属機関の回答から

は相違が見られなかった。以下、相違を記載しているものを例示する。 

JSPPの研修員では、S３のフィリピン人研修員は、GTZがインドネシアで行った企業家養成

コースと比較して、「〈技術レベル〉：第三国研修の方がよりニーズにあっていた。〈研修期間〉：

第三国研修は短すぎる。〈実習／見学〉：第三国研修の方が多かった。〈その他〉：第三国研修

以外の研修の方が講師が良かった」と回答している。食品包装コース（S６）のラオス人研

修員は、シンガポール外務省がラオスで実施した輸出市場開発コースと比較して、技術レベ

ルと研修期間は同じであるが、実習／見学は第三国研修の方が良かったと回答している。一

方、高度情報管理技術コース（S３）のラオス人研修員は、日本国内研修と比較して、日本
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国内研修の方がよかったと答えている。 

JTPPの研修員では、農村開発における女性の役割向上コースのラオス人研修員が、タイ政

府とUNDPの研修などと比較して、「〈技術レベル〉：JICAによる研修はより進んだ内容であり、

他のスポンサーによる研修よりよかった。〈研修期間〉：その他のコースは非常に短い期間で

あったが、JICAの研修は非常に長期間で、すべての研修員にとってそれぞれの経験を共有す

るうえで有用であった。〈実習／見学〉：JICAは実習／見学に関して非常によくやってくれた。

〈その他〉：JICA研修はワークショップ準備を非常によくやってくれた」とJICAの研修を高

く評価している。同じコースのパキスタン人研修員は、ロータリー財団とUNICEFの研修と

比較して、「〈技術レベル〉：第三国研修はより技術的だった。〈研修期間〉：第三国研修の方が

長期間であった。〈実習／見学〉：第三国研修の実習はより実務的で、見学はより魅力的かつ

効果的であった」と同様の回答をしている。人口／リプロダクティブ・ヘルス調査コースの

中国人研修員は、スウェーデンのルンド大学が実施した人権と人口政策に関する研修と比較

して、「〈技術レベル〉：どちらもとても良かった。〈研修期間〉：第三国研修が８週間、ルンド

大学は３週間であった。〈実習／見学〉：タイでの（第三国）研修では多くの研修旅行が組ま

れており、我々はいくつかの機関と数名のエイズ患者を訪問した。〈その他〉：８週間の間に

人口／リプロダクティブ・ヘルスの知識だけではなく、我々があとで活用できる研究手法を

学ぶことができた」と回答している。また、同じコースのタンザニア人研修員は、SIDAがス

ウェーデンで実施したEpidemiology and Research Methodology研修と比較して、「〈技術レベ

ル〉：どちらも妥当であった。〈研修期間〉：JICA研修はCIDA研修より長かった。〈実習／見

学〉：JICAがより適切であった。〈その他〉：JICAの助成金は容易に取得できた」と回答して

いる。 

研修員所属機関の回答については、ロジスティクスにおける製品保護技術コース（S７）の

ラオス人研修員所属機関が技術レベルと実習／見学について、第三国研修の方がよかったと

回答している。また、持続的灌漑システム管理コース（T10）のインドネシア人研修員所属

機関とJTPPの人口／リプロダクティブコースのインドネシア人研修員所属機関が、第三国研

修の方が見学が多かったと回答している。一方、上級電気電信技術コース（T１）のパキス

タン人研修員所属機関は、「フランス等の研修コースの技術的内容は我々のニーズに対してよ

り妥当であった」と回答している。 

 

(8) 裨益国援助受入機関 

裨益国援助受入機関に関する質問票に対しては、JSPP、JTPP合わせて11か国から回答があ

った。しかし、ラオスは６つの質問のうち１つしか回答を記入しておらず、また、モルディ

ブの回答は、援助受入機関ではなく研修員所属機関からの回答と思われるので分析対象から
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除外した。結果的に、カンボジア、エチオピア、ケニア、マレーシア、モンゴル、パレステ

ィナ、タンザニア、バヌアツ、ザンビアの９か国の回答について分析を行った。裨益国援助

受入機関への質問票では、日本の国内研修と第三国研修のそれぞれについて研修員を送り出

すことによる正の効果、負の効果を質問し、更に第三国研修に関する提言を記述してもらっ

た。 

日本国内研修の正の効果としては、すべての回答者が最新知識・技術に関連づけて回答し

ている。タンザニアの回答者は、「実務と理論の組み合わせによる利点、ハイテクによる知識

拡大」をあげている。また、マレーシアの回答者は、「日本における研修の正の便益は、最新

の技術と機器とともに日本人労働者の職業倫理に触れることである」と回答している。日本

の国内研修に対して、エチオピアとバヌアツの２か国が、研修員間の経験・知識の共有を正

の効果としてあげていた。バヌアツの回答者は、「研修員の技術レベルの向上、研修員をまっ

たく違う環境と文化に触れさせること、研修員が現代的技術を伝達できるようになること、

世界中からの参加者と友好関係を築き経験を共有し、そして日本の文化を学ぶこと」をあげ

ている。 

一方、日本国内研修の負の効果として、タンザニア、バヌアツ、ザンビアの回答者が、技

術が進みすぎていて研修成果を自国で活用できない点を指摘している。タンザニアの回答者

は、それに加えて、「日本は我々が直面している問題とまったく異なる問題に取り組んでいる」

と研修内容の妥当性に否定的な回答をしている。 

第三国研修による正の効果としては、カンボジア、ケニア、モンゴル、パレスティナ、ザ

ンビアの５か国の回答者は、他の開発途上国との経験の共有、共同作業、意見交換と位置づ

けており、第三国研修を研修参加国間での南南協力の観点で捉えていることがうかがえた。

マレーシアは、第三国研修の正の効果について、「いくつかのJICA第三国研修実施国は、マ

レーシア人研修員に良い研修機会を与えてくれる高水準の研修実施機関を有している。さら

に、研修員は、研修実施国の社会的、経済的、文化的発展に触れることができ、よりよい二

国間関係が促進される」と研修実施国との間の南南協力の視点で捉えている。タンザニアの

回答者は、「少なくとも技術のギャップはあまり大きくないので、研修員は対処できる。環境

と研修実施国が直面する問題において類似している。研修実施国の経験と類似している」と

回答し、第三国研修の利点をあげている。同様に、エチオピアの回答者も、「第三国（研修実

施国）が発展途上であれば、同じ開発レベルを共有しており、開発課題の取り組みに関して

相互理解がある。したがって、適用可能な方法の技術を見出すことが容易である。もし、第

三国が比較的発展していれば、国の歴史と文化から多く学ぶことができる」と回答している。 

日本国内研修と第三国研修共通の問題点として、マレーシアの回答者が、言語障壁につい

て、バヌアツの回答者が、研修員が研修知識を活用して他の組織に移籍することをあげてい
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る。第三国研修特有の負のインパクトをあげている回答はなかった。 

 

(9) 第三国研修への提言 

研修員、研修員所属機関、及び裨益国援助受入機関に対して、第三国研修を改善に対する

提言を記述していもらった。なお、研修員については質問票のQ10「同様の研修のよりよい

実施に対するあなたの提言をお聞かせください」が提言に関する質問である。 

研修員からの提言では、研修期間や研修内容などコース・デザインに関するものが多く、

JSPPで13名（31％）、JTPPで17名（55％）がコース・デザインについて提言している。その

うち研修期間については、もっと長くすべきであるという回答が、JSPPで10名（24％）、JTPP

で７名（23％）であり、もっと短くすべきであるという回答は、港湾管理コース（S２）の

モルディブ人研修員のみであった。研修内容については、実習や見学などの実用的な研修を

増やしてほしいという意見が多く、JSPPでは、４名（10％）であったが、JTPPでは10名（32％）

にのぼった。上級電気通信技術コース（T１）のサモア人研修員は、「ほとんどの部分を実習

と見学から学ぶので、実習と見学を省くべきではない」と回答している。食品包装コース（S

６）のモーリシァス人研修員は、「研修員の国や企業における現在の包装実務の制約や弱点へ

の解決策を見出し、勧告を提案したあとにブレーン・ストーミングを行うといった実務的な

側面により多くの時間をあてることもできる」と回答している。また、研修内での社交的な

活動を増やすべきだという提言や研修場所を移動したり、クラス・ディスカッションを増や

すことで研修員の興味を引くべきだという提言もあった。上級経営相談コース（S３）のフ

ィリピン人研修員は、「研修員の能率を落とすのでセッション／議論を真夜中又は真夜中過ぎ

まで行わないこと」と提言している。その他、研修の実施運営にかかわる提言としては、S

３のタイ人研修員が、「工場見学の作業グループは小さい方が良い。コンピュータ、ノート、

プリンタ等の文房具や器材をもっと提供するべきだ」と提言している。また、JSPPとJTPPの

それぞれ２名ずつの研修員がレベルの高い講師の投入を提言している。 

第三国研修の運用にかかわる研修員からの提言では、手当の増額、研修後のフォローアッ

プ、研修員割り当ての増加、研修員選定、及び研修員へのショートノーティスに関するもの

が多かった。 

手当の増額については、JSPPでは１名のみであったが、JTPPでは５名（16％）が手当の増

額を提言している。例えば上級電気通信技術コース（T１）のパキスタン人研修員は、「研修

員への日当は極めて低く、生活費をまかなうのに十分ではない。我々は１日12ドル受け取っ

たが、この額では食事やその他の生活費をまかなうことが極めて困難だった」と回答してい

る。また、JTPPのEnhancing Women’s Role in Rural Developmentコースのバングラデシュ人

研修員も、「研修時の研修員への日当はあまりにも乏しく、人間らしい額に改善されるべきで
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ある」と回答している。 

研修後のフォローアップについては、JSPPで５名、JTPPで４名から提言があったが、フォ

ローアップ研修に関するもの、同窓会のような研修員のネットワークに関するもの、フォロ

ーアップ評価に関するもの、機材供与などを通じた裨益国へのフォローアップに分類できる。

フォローアップ研修に関するものとしては、土壌管理技術コース（T７）の中国人研修員が

「JICAは研修後に良い業績をあげた研修員に対するフォローアップ研修コースを実施すべ

きである。第一により高度で先進的な科学者又は管理者を生み出すことが可能になる。第二

に優れた研修員がお互いを知り経験を共有し、かつ将来より緊密に協力する良い機会となる」

と回答している。フォローアップ評価については、高度情報管理技術コース（S９）のパプ

アニューギニア人研修員が、「多くの海外研修は休暇とみなされているので、研修成果が活用

されているかといったことを調べる継続的なフォローアップ・アンケートがあるべきである」

と回答している。また、食品包装コース（S６）のスリランカ人研修員が、「研修員がそれぞ

れの国でどのような活動を行ったかを相互に理解するためのフォローアップ活動を実施すべ

きである」と回答している。同様の意見として、上級経営相談コース（S３）のラオス人研

修員から、「もし可能であれば、JICAは帰国研修員を集め意見交換を行うといった、プログ

ラムのフォローアップのための専門家を派遣すべきである」という回答があった。裨益国へ

のフォローアップに関するものとしては、高度情報管理技術コース（S９）のパレスティナ

人研修員が「私の国では教材を実践するために使える技術が不足しているので、そのような

技術の導入を先進国が支援してくれることを望む」と回答している。また、JTPPのPopulation 

and Reproductive Health Researchコースのフィリピン人研修員は、「第三国研修に期待される

効果を実現するためには、ソフトウェア供給、教材の継続的更新、フォローアップ研修、ハ

ードウェア支援、そして研修計画に対する資金援助といった意味でのフォローアップがなけ

ればならないと思う」と回答している。 

研修員割り当てに関しては、高度情報管理技術コース（S９）のパプアニューギニア人研修

員が、「資金的に可能であれば、各国から最低２、３名の研修員を派遣することにより、各国

により正のインパクトを生むのではないか」と提言している。 

研修員の選定については、当該分野のバックグラウンド又は英語能力についてより厳しい

選考を求めるものが多かったが、一方で環境管理コース（S11）のラオス人研修員は、「私の

外国語はあまり上手ではないので、通訳を研修に連れていく必要があるだろう」と回答して

いる。 

研修員へのショートノーティスについては、研修開始の１か月以上前、研修員によっては

３か月前までには研修の詳細な情報が欲しいという意見が多かった。 

研修員所属機関からの提言では、研修員からの提言と同様コース・デザインに関するもの
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が最も多く、JSPPで10名（34％）、JTPPで９名（53％）が提言している。しかし研修員の場

合とは違い、研修期間延長に関する提言は、JSPP、JTPPとも１名のみで、より実務的な研修

を増やしてほしいといった研修内容への提言が多い。例えば、環境管理コース（S11）のタ

イ人研修員所属機関は、「研修コースは経験豊富な人材を用い実際のプロジェクトのケース・

スタディをもっと増やすべきである」と提言している。また、コンピュータ・ソフトウェア

技術コース（S１）のインドネシア人研修員所属機関は、「研修ではもっと現場の実務を増や

すべきである。そうすれば、研修員の業務能力の向上が期待できる」と回答している。研修

員の割り当てを増やしてほしいという提言は、JSPP、JTPPそれぞれ３名からあった。例えば、

S11のカンボディア人研修員所属機関は、「２名以上のカンボジア人研修員が参加できるなら

ば、研修の成果を帰国後に共有できるとともに、業務にすばらしい経験を活用できるので、

より有意義であろう」と回答している。この他、ショートノーティスの改善に関する提言が、

JSPP、JTPPそれぞれ２名からあった。 

裨益国援助機関からの提言では、エチオピア、マレーシア、ザンビアの３か国が適切な研

修員を選定するためには、もっと時間が必要であると回答している。モンゴルは、「研修員の

申請書を４部提出しなければいけないというのは多すぎると思われる。すべてのコースで英

語能力を要求することは、場合によっては対象セクターの専門家の幅広い参加を制限してい

る。教育分野の研修のオファーがない」と回答している。カンボジアからは「カンボジアは

人材が不足しているので、研修コースに２名以上受け入れるべきだ」という提言があった。

また、タンザニアは「現行どおりでよい。ただし透明性を確保すべきだ」と回答している。 

 

４－６ 第三国研修に対する評価のまとめ 

終了時評価報告書のレビュー、研修実施機関へのインタビュー調査、研修員、研修員所属機関、

裨益国援助受入機関へのアンケート調査に基づくメタ評価によって明らかとなった第三国研修の

現状は、以下のとおりである。なお、今後の改善に向けた提言については第６章に取りまとめた。 

 

(1) プロセスの評価 

多くの第三国研修実施機関は、過去にJICAの技術協力を受けた機関が多いが、現状をみて

みると、それぞれ高等教育機関、付属研修機関等として多くの研修、特に国内向け人材養成

を行っており、それなりの人材、設備、知識を蓄積するとともに研修ノウハウをもっている。

また、そのうちのいくつかは、例えば、シンガポール航空大学校の空港管制コース（S４）

やマヒドン大学ASEAN保健開発研究所などのように国際的な水準を維持しているところも

ある。このような状況を反映し、それぞれの実施機関の研修コースの実施におけるJICAとの

関係は、基本的には共同実施機関、また、研修コースの業務発注機関として認識している。
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研修実施機関にとっては、研修コースを企画・実施することによって、組織自体の能力の強

化になるとは考えているが、JICAに能力強化に支援を得ているとは認識してはいないようで

ある。 

実施機関は、研修員が習得すべき知識や技術を想定して研修コースを計画して実施してい

る。研修員が一定水準の知識や技術の習得が、研修コースの実施の目標、つまり成果として

認識されている。しかし、この習得すべき知識や技術の水準についての考え方は、実施機関

の特質によって異なる。高等教育機関や専門教育機関など修士コースなど特定のコースへ第

三国研修の研修員を受け入れているところでは、それぞれの実施機関の既存のコースの水準

が目標となる。既存コースをJICAの第三国研修の意向に沿い修正し、つまりカスタマイズし

ているコースでは、その水準は、一般的にそれぞれの実施機関の既存コースと同等か、それ

を下回るものとしている。実施機関にとっては、JICAの第三国研修として参加する研修員に

もとめられる水準に合わせることが、研修コースのコース設計の重要な要素となる。他方、

シンガポール警察のように実施するコースでの成果を、参加者による特定概念に対する意見

交換においているものもある。このようなコースでの設計は他の諸コースとは趣を異にする。 

 第三国研修の参加者は、周辺国を対象とし一見同質性をもっているような印象をもつが、

実際は、研修参加者は、経済、社会、政治状況、中央官庁、地方公共団体などの組織の違い

やレベルの違いなど多様な背景をもっているとともに、知識、技術レベルも異なる。また、

コースで使われる英語能力にも差があるのが実態である。それゆえに、多様な参加者にあわ

せて、それぞれの実施機関の既存研修コースをカスタマイズすることが重要かつ困難なもの

となっている。このような状況を反映して、研修実施機関は、英語能力と技術レベルについ

てより厳しい基準で研修員を選定することとともに、そのためにも、また、できるだけ早く

からの事前準備のためにも応募要綱であるG.I.の配布を早い段階で行うことが重要になる。 

上記のように、研修コースの実施機関は、コースの水準については強い関心を示す一方、

研修員が習得した知識や技術がいかに活用されたか、また、いかに普及されたかなど、研修

成果の影響についてはそれほどの関心を示してはいない。これは、そもそも研修成果の普及

や活用は研修員や研修員の所属機関、つまり裨益国側の責務であることの考え方によるとこ

ろが大きいと考えられる。研修参加者は、習得した知識や技術の活用や普及を行うことを目

的として参加することを、また、研修参加者の所属機関は研修員が習得した知識や技術を活

用し普及することを考慮して、研修員を派遣していることを前提と考えている。基本的に、

研修員に研修コースの目標として知識や技術を研修員に習得せしめることが、実施機関の役

割と考えている。他方、このような状況は、フォローアップ調査を行う人的・財務的リソー

スがないことなどの理由により、研修員が研修成果を普及／活用しているかどうかの評価は

難しいことにもよると考えられる。研修実施機関の中には、研修終了時に帰国後の活動計画
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を策定・発表させるなど、帰国後の普及や活動を促進するために研修内容を工夫している例

もあった。フォローアップ調査の必要性については多くの研修実施機関から要望があったこ

とも事実である。 

 しかし、このような状況がある一方で、研修コースの実施によりネットワークの形成に取

り組んでいる研修実施機関もある。シンガポール航空大学校やシンガポール警察などは、そ

の業務の性格から参加国とのネットワークが極めて有効であるとして、非常に熱心に取り組

んでいる。また、マヒドン大学ASEAN保健開発研究所のように同窓会を設立し、シンポジウ

ムなどの開催を行うなどコース修了者間の経験の共有化に努めているものもある。多くの研

修コースでは、研修員同士あるいは研修スタッフとの間で何らかの連絡を取り合っており、

メイリング・リストが整備されているものもある。このような活動に対しては、研修実施機

関にとっても研修能力の向上に役立つこともあり積極的な対応もみられた。 

研修実施機関の多くは、多様な研修員のニーズに応えるために研修内容の見直しに積極的

に取り組んでいる。研修コースの見直しは、研修開始時の研修員の発表を基にニーズを分析

し、ニーズに合った研修を策定することによって、また、毎年研修コースが終了する際の行

われるフィードバック評価に基づいて研修内容の見直しを行っているものが多い。また、研

修員のニーズや技術レベルに合わせて、グルーピングを研修のなかに取り入れて実施してい

る研修コースもいくつかあった。研修ニーズを把握し研修コースを見直すという行為は、研

修実施機関の水準を向上させるとともに、社会的な評判をあげるとものであり、実施機関の

積極的な対応を導き出していると考える。他方、研修における環境改善や雰囲気改善のため

種々の努力も行われていた。シンガポール港湾庁が実施している港湾管理コースでは、研修

員同士の面識を深め相互交流を推進するために、プログラムには研修員間のよそよそしい態

度を崩すアイス・ブレーキング活動などはその典型である。 

 

(2) 業績評価 

 1) 成 果 

 研修コースについて、その達成度を確認されているのは、研修で習得された知識や技術

の水準に関連した成果に対する達成度であり、すべての終了時評価報告書が高い評価を与

えていた。終了時評価では、質問票調査による研修員、研修員上司、研修スタッフなど研

修関係者の自己評価で成果の達成度を評価していた。 

 他方、成果に対する達成度については、各研修実施機関とも関心を強くもっており、ま

たほとんどの機関が国内研修、海外研修を実施しており、成果の達成度に対しては比較対

象をもっていることから、研修実施機関の自己評価はそれなりの信頼性をもっている。マ

ヒドン大学ASEAN保健開発研究所のプライマリー・ヘルスケア・コース、タイ皮膚研究所
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の皮膚病学コース、シンガポール航空大学校の空港管制コースは資格の付与を前提として

おり、また、研修自体の国際的な評価も高いことから、研修員がそれらのコースを修了す

ること自体、成果を達成したことが明らかであるといってよい。本評価では、他機関の研

修との比較などを試みたが特に問題は発見されておらず、成果自体は適当な水準を十分維

持しているものと考えられる。 

 しかし、研修の参加者の間では、語学力や技術力にレベルの差があり、必ずしも参加者

すべてが期待した成果を達成できていないことも事実である。一定水準以上の英語力とレ

ベルの確保は今後も大きな問題と考える。また、G.I.の発送の遅れも、研修参加者の準備

を確実にしえず成果の達成度に影響しているとの指摘もある。 

 2) プロジェクト目標 

プロジェクト目標の達成度は、終了時評価では研修成果の活用や普及を質問票調査で確

認し達成したとしている。しかし、具体的には研修で習得した知識がどのように活用や普

及されているか明確に判断することは難しかった。実際、プロジェクト目標については、

ほとんどの研修コースで明確にはされてなかったので、質問票調査で研修の成果に基づく

活用や普及活動の事例を取り上げることで確認しようと試み、いくつかの簡単な事例は知

りえたが、適切な事例の抽出には至らなかった。 

 

(3) プログラム評価 

 前述のように、それぞれの研修コースの上位目標、プロジェクト目標、成果、投入が明確

になっていないことから、それぞれの因果関係を考察するに必要な情報が確保されていない

ので、妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性を分析・評価することは難しい。 

 しかし、メタ評価の結果やインタビュー等から気が付いたことをあげれば以下のとおりで

ある。 

 1) 妥当性・インパクト 

 それぞれの研修自体について、裨益国の開発課題に対してどのような位置づけになって

いるかは明確でない。しかし、多くの裨益国機関が実施された研修に対して継続的に研修

員として職員を派遣しており、それぞれの機関において人材の蓄積に貢献したと考えられ

る。一般に開発途上国では人材の層が薄く開発を行うにあたって大きな隘路となっている

このような状況のなかで複数の職員が継続的に研修を受けることは、人材の層を厚くする

ものであり、開発課題に対する対応の潜在的な能力の向上につながる可能性をもつ。例え

ば、マヒドン大学ASEAN保健開発研究所のプライマリー・ヘルスケア・コースの修了者は

それぞれの国においてそれなりの人数になるとともに責任ある役職についている点をみ

てみれば、このような可能性を期待し得ることが分かる。 
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2) 有効性・効率性 

 それぞれの研修では、成果とプロジェクト目標は明確にされていなかったが、研修を行

うことによってどのような影響が出たかという観点からみてみると、研修コースを実施す

ることによってネットワークが構築されることは注目すべきことと考える。研修での経験

の共有化、意見交換を基盤として構築されたネットワークの枠組みを研修終了後も維持発

展させていくことにより、継続的な知識の交換場所が設定されることになる。このような

研修成果の発展は、シンガポール警察の交番システム・コースやマヒドン大学ASEAN保健

開発研究所のプライマリー・ヘルスケア・コースなどでみられる。特に、修了者全体がネ

ットワークに入ることによって効果はより大きくなると思われる。 

 

(4) 計画・評価 

 以上考察してきたように、上位目標、プロジェクト目標、成果が明確に設定されないまま

事業が実施されている。確かに、研修の上位目標、プロジェクト目標、成果を明確にするこ

とは難しいことであるが、事業をより有用にするためには、これらを明確にすることが必要

である。今回の評価から、研修実施機関がニーズの把握などそれなりの努力をして研修コー

スを計画することによって、研修の成果は確保できることが分かる。しかし、実施機関では

研修コースの成果については操作可能であるが、プロジェクト目標、上位目標に対しては基

本的に責任を負うことは難しい。上位目標やプロジェクト目標は、基本的には研修員を送る

側の目的意識に大きくかかわるものである。そのような観点に立てば、資金提供者であると

ともに開発課題に基づきプロジェクト目標を設定し、実質的に実施機関を選定する立場にあ

るJICAの役割と責任は非常に大きい。成果は実施機関の努力に大きく依存するが、実施機関

が開発課題を設定しプロジェクト目標を決めることができるわけではない。 

他方、研修を基盤とするネットワークの持続的な発展は実施機関の努力に大きく依存して

いるが、ネットワークの構築自体は、研修実施機関の影響力を大きくするものであるので、

研修実施機関にとってはネットワークの構築は望ましいものと考えられている。また、ネッ

トワークは経験の共有化や知識の蓄積を促進するものであり、研修参加者又所属先に役立つ

ものでもある。このような状況を踏まえれば、第三国研修事業では明確になっていないネッ

トワークの構築も事業のなかで位置づけていくことが必要と考える。 
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第５章 第三国専門家派遣の評価 
 

５－１ 評価方法 

 第三国専門家に関しては、終了時評価が制度化されていないため、本調査のなかで、第三国専

門家経験者へのインタビューと質問票調査、第三国専門家受入機関への質問票調査、第三国専門

家受入国援助受入機関への質問票調査を行い、評価を試みた。以下、次章で第三国専門家経験者

へのインタビューを、第３章で第三国専門家派遣に関するアンケート調査を基に評価を行い、第

４章でこれらの評価結果を第三国専門家派遣の評価として取りまとめた。評価の取りまとめは、

実施プロセスに関する事項、実績の達成状況に関する事項に区分し取りまとめた。しかし、本件

評価では第三国派遣専門家の状況を把握することに努めたが、評価対象は少ないために本評価で

言いえることは限りがある。特に、第三国専門家の派遣の考え方、すなわち上位目標、プロジェ

クト目標、成果の因果関係に関する事項に関しては、結果を出すことには限界があった。今後本

評価結果を基に更に第三国派遣専門家について評価調査を行い、評価結果を積み上げていくこと

が望ましいと考える。 

 

５－２ 第三国専門家経験者へのインタビュー 

2001年３月６日から３月22日まで、第三国専門家派遣の実態を把握する目的で、第三国専門家

経験者に対してインタビューを実施した。主要面談者は、付属資料１として巻末に添付した。ま

た、インタビューの詳細は分類し、付属資料２として巻末に添付した。 

主な調査結果は以下のとおりである。 

 

(1) 第三国専門家派遣の妥当性 

東北タイ農業訓練センターやタイ王室灌漑局の第三国専門家は、日本人専門家は、ラオス

の条件では適用できないような新しい技術を日本のやり方で研修及び提言などをしがちであ

る。これは研究としてはよいが、普及という観点からは実用的ではない。タイ人第三国専門

家の場合は、タイとラオスは隣接していて地理的・気候的に類似していることから、技術の

適用性と意思疎通においてより適している。また、専門家と研修員の関係を強化することも

容易である、と第三国専門家の利点をあげている。 

東北タイ農業訓練センターの第三国専門家も同様の点を指摘し、理論については自分で本

を読めば得られるので、指導は技術の実用性に重点を置き、ラオスの農民を助け問題を解決

していくといった現地に合った実践を重視している。モンクット王工科大学ラカバン校の第

三国専門家は、７年前にITU（国際電気通信連合）の２名の専門家してラオスに派遣された

理由を、ラオス人学生は外国語のバックグラウンドが多様であるため、（共通の言語として）
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タイ語で勉強することを好んだためであると、言語面での共通性からの第三国専門家の有効

性を指摘している。 

このように、ラオスにおけるタイ人第三国専門家の活用は、地理的、気候的類似性に基づ

く適正技術の活用と、言語的類似性に基づく意思疎通の容易さで利点がみられる。 

このような状況を反映して、タイ王室灌漑局の第三国専門家は、JICAがより明確な情報を

もち、タイ王室灌漑局の人材が、将来的に彼らのニーズを満たせるように専門家データベー

スの整備を始めたと、第三国専門家の将来的な拡張への期待を述べている。東北タイ農業訓

練センターの第三国専門家は、現在持続可能農業システムについて指導しており、多額の投

資をせず、利用可能な現地の技術を基に改善していることに言及した。一例としては、自転

車を動力としたポンプであり、第三国専門家が現地の条件に対応するための努力が払われて

いる。 

 

(2) 第三国専門家派遣によるインパクトと派遣の動機 

第三国専門家が、派遣によって受ける便益としては、新しい知識や経験を得ることや受入

先とのネットワークの形成などがあげられる。タイ王室灌漑局の第三国専門家は、派遣によ

り、新しい場所をみて新たな知見を得ることができる。また、このプロジェクトは高い報酬

をもたらすので、我々にとって素晴らしい収入の機会であるとも回答しており、報酬自体が

インセンティブになっていることもうかがえる。 

一方、第三国専門家の多くが１か月以内の短期派遣であることもあり、特に派遣による否

定的な影響は指摘されていない。しかし、タイ王国水道技術訓練センターの第三国専門家か

らは、３か月以上職場を不在にする場合には、翌年の昇進を断念しなければならない。第三

国専門家として派遣されるためには、政府の規則に従わなければならない。第三国専門家の

任期中は、JICAから手当が出るだけで、本国での給料は出ない。また、賞与もカットされる

というように待遇面での影響が出ていることが指摘されている。待遇面では、他組織の第三

国専門家で派遣期間中も本国の給料が支払われたケースがあり、専門家の所属する組織によ

って違うようである。これは、政府の規則は同じであるが、（各省庁の）最高責任者または人

事担当者の解釈の違いによるものである。タイ王室水道技術訓練センターは内務省の管轄で

あるが、内務省は専門家が外国での任務期間中に給料を受取ることを認めていないことによ

るとの同専門家の指摘もあり、待遇面での専門家派遣国の組織的な違いは、今後の問題にな

り得る。 

第三国専門家の所属機関であるタイ王室水道技術訓練センターの責任者が、第三国専門家

の経験は彼ら自身の技術を向上させると述べているように、職員の能力向上が派遣の動機と

なっているようである。また、第三国専門家の派遣は省の政策であり、タイ王室灌漑局もこ
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の活動を相互扶助の協力とみている。任期が長すぎない限り、タイ王室灌漑局はスタッフを

派遣すべきであるとしており、タイ王室灌漑局の第三国専門家は、省の政策として派遣され

たと認識している。 

他方、KMITLの第三国専門家は、受入国との良好な関係を築くとともに、周辺諸国の経済

の支援がタイの経済にとっても有益であることを指摘している。 

 

(3) 派遣に関する事務手続き 

派遣に関する事務手続き上では、業務指示が明確でないことが問題と指摘されている。例

えば、タイ東北農業訓練センターの第三国専門家からは、業務内容がはっきりしておらず、

何をすべきかよく分からなかった。単にJICA専門家に従えばよいのかと思っていたが、あと

で農民を研修しなければならないことが分かり、準備しなければならなかった。また、ラオ

スからの情報も不十分で、自分で情報を集めなければならなかった、と業務内容の不明確さ

を指摘している。また、マヒドン大学ASEAN保健開発研究所の第三国専門家からも、準備期

間の短いこと、また、具体的な業務内容の提示の不足が指摘されている。業務内容は、手続

きのタイミングとも強く関連している。 

タイ王室水道技術訓練センターの第三国専門家は、カンボジアでは、安全のためJICA規則

で午後８時にはホテルに戻らなければならず、プノンペンから出ることもできなかったと、

安全面の問題も指摘されている。タイ王室水道技術訓練センターの第三国専門家は、第三国

専門家を派遣する際に、JICAは計画段階で必要な機材を準備するべきであると、計画段階で

の準備不足が指定されている。 

 

５－３ 第三国専門家派遣に関するアンケート調査 

(1) 調査の概要 

第三国専門家派遣を評価するために、タイの第三国専門家経験者、第三国専門家受入機関、

裨益国援助受入機関を対象にアンケート調査を実施した。調査期間は、質問票送付開始が 

2001年３月29日、質問票の回答期限が５月15日であった。 

第三国研修に関するアンケート調査と同様に、第三国専門家派遣に関するアンケート調査

も質問を通じて回答者から具体的な事例を引き出すことを目的とした。 

第三国専門家経験者に対する質問票の構成は以下のとおりである。 

① 第三国専門家派遣に対する職場の理解と派遣による勤務条件の変化 

② 所属機関にとって第三国専門家を派遣する動機 

③ 第三国専門家として期待された役割 

④ 派遣前手続き、現地JICA事務所の支援体制などJICAの事務手続きに対する評価 
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⑤ 第三国専門家派遣に対する提言 

第三国専門家受入機関に対する質問票の構成は以下のとおりである。 

① 第三国専門家を受け入れたことによる正の効果、負の効果 

② 移転された技術の裨益国への適用性、有用性 

③ 先進国専門家受入れることに対する第三国専門家受入れの優位性 

④ 第三国専門家派遣に対する提言 

⑤ 裨益国援助受入機関に対する質問票の構成は以下のとおりである。 

⑥ 第三国専門家受入れによる正の効果、負の効果 

⑦ 第三国専門家派遣に対する提言 

使用した質問票は、付属資料２として巻末に添付した。なお、タイの裨益国援助受入機関

に対する質問票には、第三国専門家受入れに対する質問も含まれている。 

 

(2) サンプリング及び回収結果 

調査サンプルは、タイ人の第三国専門家経験者全員と、その受入先機関とした。しかし、

第三国専門家経験者76名のうち電話で連絡先が確認できた66名のみに質問票を送付した。裨

益国援助受入機関については、すべての裨益国をサンプルとした。 

質問票は電子メール、FAX、郵送にて送付した。電子メールによる回答は２件だけで、そ

れ以外は、すべてFAXと郵送による回答であった。質問票の回収率を表５－１に示す。 

 

表５－１ 質問票回収率 

サンプル種類 総サンプル数 回収サンプル数 回収率 
第三国専門家 64 32 50％ 
第三国専門家受入機関 23 5 22％ 
裨益国援助受入機関 25 6 24％ 

 

なお、第三国専門家受入機関については、フィリピンのNational Center for Transportation 

Studiesから４名の回答者があったが、機関としては１つであるので分析上は１つの回答とし

て扱っている。 

 

(3) 第三国専門家派遣による影響及び派遣の動機 

第三国専門家として派遣されることは、本来の職場を一定期間離れることを意味するため、

職場の理解と支援が得られたか、また、派遣前と派遣後で勤務条件に変化がなかったかどう

かについて第三国専門家に質問した。第三国専門家への質問Q１「第三国専門家としての職

務に伴い職場を不在することに対して、職場の上司と同僚の理解と支援が得られましたか」
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に対しては、すべての回答者が得られたと回答しており、職場での理解と支援は得られてお

り、専門家として派遣される環境は良いと判断できる。 

第三国専門家の経験がどのような影響をもたらしたかに関しては、10名（31％）が正の影

響、３名（９％）が負の影響があった、19名（59％）が影響はなかったと回答している。正

の影響としては、他国での業務経験を通じて知見が身に付くなどの能力向上、裨益国との交

流が深まることによるネットワーク効果、そして上司や同僚からの尊敬を受けることがあげ

られている。職場での地位や給料への直接的な影響はみられなかった。一方、負のインパク

トとしては、１名が派遣期間中に本来の職場の給料が支給されなかったことをあげ、２名が

派遣期間中の本来業務への支障をあげている。 

第三国専門家への質問票Q３「あなたの所属機関にとってあなたを第三国専門家として派

遣する主な動機は何でしたか」に対して、15名（47％）が近隣諸国との協力、７名（22％）

が職員の能力向上、５名（16％）がネットワーク形成をあげていた。バングラデシュに派遣

された第三国専門家の１名は、「この活動を支援する主な動機は、タイ人専門家の科学的な援

助を他国に広げると同時に、それら専門家がより多くの経験を積めるように国際的な活動を

増やし、更に同じ分野の科学者のネットワークを形成することである」と、これら３つの動

機をすべて含んだ回答をしている。所属機関の派遣動機としては、近隣諸国への協力、職員

の能力向上、ネットワークの形成の大きく区分して３つの動機があることが分かる。 

 

(4) 第三国専門家業務内容について 

第三国専門家に対する質問票のQ４a「第三国専門家業務のなかであなたに望まれた成果を

あなたはどのように定義しましたか。」に対しては、当該分野の技術移転をあげた回答者がも

っとも多く19名（59％）に上った。それ以外の回答としては、インドネシアに派遣された専

門家の「JICAの意向に沿って、第三国（おそらく裨益国、すなわち第二国のこと）が目的を

達成すること」という回答や、国際機関とのネットワーク形成をあげている回答があった。 

カウンターパートの到達度に関しては、27名（84％）が大変良い、又は良いと回答してお

り、３名（９％）が不十分と回答している。肯定的な判断の根拠としては、ほとんどが第三

国専門家自身の判断と回答していたが、３名は質問票などの評価を根拠としており、１名は

終了時試験を根拠としていた。不十分であるという判断の根拠については、「タイに帰国後、

私の提言に関してどのように対応したか、どのように活用したのかについて、第三国専門家

受入機関から何の情報も受け取っていない（派遣先バングラデシュ）」、「カウンターパートが

生物学者でなかったので、私が移転した知識を身に付けられなかった（派遣先カンボジア）」

「他の専門家の協力が得られず孤立していた。プロジェクトに関する打合せは、ほとんど私

に知らされなかったし、アイディアも全く共有できなかった。また、私の提案に対する反応
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もなく、彼らは多くの秘密を抱えているようで、それを知られたくないように感じられた。ま

た、彼らは仕事を共有して私をあまり信用しなかった（派遣先ラオス）」とそれぞれ回答して

いる。 

 

(5) 第三国専門家派遣手続き及び支援体制 

第三国専門家の受入先機関と裨益国に関する情報提供については、十分だったという回答

が11名（34％）、不十分だったという回答が８名（25％）だった。ラオスに派遣された第三国

専門家の１人は、「ラオスに関する情報と、ラオスの農業の現況に関する情報はタイでは入手

しにくいので、研修コース開始前に提供されるべきである」と回答している。またベトナム

へ派遣された第三国専門家は、「準備のためにはベトナムの情報が不足していた。もし可能で

あれば、専門家は赴任前に裨益国を訪問することは認められるべきである」と回答している。 

航空券手配や宿舎確保などの渡航準備に関しては、26名（81％）が良かったと回答してい

る。カンボジアに派遣された第三国専門家は、「しかし、カンボジアでの宿舎を５つのホテル

だけに限らずもっと自由にしてほしい」と回答している。ベトナムへ派遣された第三国専門

家は、「手当及び宿舎の支給が遅すぎた。遅くとも２週間前にしてほしい」と回答している。 

受入先、裨益国、JICAの支援体制については、24名（75％）が良かったと回答している。

不十分であったという回答のうち、カンボジアに派遣された第三国専門家の１人は、「仕事部

屋、トイレはあまりにも汚くプライバシーもなかった。机、テーブル、椅子、本棚、キャビ

ネット、文房具などは手に入らず、建替え払いした作業材料のうちJICAから払戻しを受ける

のが難しいものもあった」と回答している。また、バングラデシュに派遣された第三国専門

家の１人は、「バングラデシュは我々の援助を受け入れる準備ができていないと感じた。私は、

電話回線や事務用品といった十分な施設を得られず、時間を割けるカウンターパートも割り

当てられなかった。バングラデシュの投資委員会は、我々の提言にあまり関心がなく、私の

業務から利益を得ようとしなかった。しかし、JICAバングラデシュ事務所の支援は素晴らし

く、それが業務遂行を可能にした」と回答している。 

 

(6) 第三国専門家受入機関 

第三国専門家を受け入れることに関しては、５つの回答のうち、インドネシアの１機関の

みが否定的な回答で、残りは肯定的な回答であった。否定的である理由については、受け入

れた第三国専門家のプレゼンテーション能力に問題があったようで、能力の高い第三国専門

家であれば受け入れるということのようである。 

第三国専門家受け入れによる受入機関への効果としては、フィリピンの受入機関が、「異な

る国々から第三国専門家を受け入れることで交通量、大気汚染防止と道路状態といった問題
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に取組むための交通手段に関して、より考え方が可能になる」と回答している。受入れによ

る負のインパクトに関する回答としては、派遣期間が短すぎて提案される事業の継続性に問

題があるという正のインパクトの発現阻害要因が回答されているが、本来の意味での負のイ

ンパクトは見当たらなかった。 

第三国専門家受入れの利点としては、技術レベルの類似性、文化的類似性、言語の類似性

があげられている。ラオスの受入機関は、「受入国と比べてそれほど技術が進歩していない国

からの第三国専門家は、ニーズの理解、技術移転に関してよりよい業績を上げることができ

る」と回答している。フィリピンの受入機関は、「第三国専門家から移転された知識と技能は

適用可能で有用であったが、これはその専門家が、フィリピンが直面している問題を取り上

げたからである」と回答している。また、ラオスの受入機関は、「言語上の難しさのため、二

か国語又は三か国語を話せる第三国専門家はとても助けになる。ラオス人の場合、タイ人の

専門家は言葉が理解できる」と回答している。 

 

(7) 裨益国援助受入機関 

第三国専門家受入れによる正のインパクトとして、マレーシアから、「第三国専門家は、日

本人である必要がないため、より人材の幅が広がる。これらの専門家は、研修が行われる国

（裨益国）の条件により詳しく、より豊富で、より妥当性の高いインプットが可能である」

と回答している。また、タンザニアから、「同じような経験にもかかわらず、意見交換するこ

とはきわめて実用的である」と回答している。 

第三国専門家受入れによる負のインパクトに関する質問に対しては、事務手続きが不透明

であるという回答がザンビアからあった。 

 

(8) 第三国専門家派遣に関する要望事項 

第三国専門家からの提言は多岐にわたっている。第三国専門家の待遇に関しては、３名か

ら手当を増額すべきという要望があり、２名から任期中の帰国休暇について要望があった。

休暇に関しては、ラオスに派遣された第三国専門家の１人から、「第三国専門家は、誰も休日

に家に帰ることが許されているのかどうか知らなかった。JICAは、専門家と講師が派遣を承

諾する前にその点について知らせなければならない。それがプロジェクトを共有する決意を

するポイントの１つだからである。短期間の派遣では、本来業務から解放されることができ

ず、休日にそれをやるしかない人もいるし、世話をする家族がいる人も休日に家に帰る必要

がある。もう１つ重要な点は、日曜日には足がないので治安上問題があり不便であることか

ら、休日にラオスに滞在することを喜ばない人もいる」と回答している。 

バングラデシュに派遣された第三国専門家は、「JICAはタイ人専門家を派遣する前に、タ



－82－

イ人専門家のためのオリエンテーションと目標とする成果に関する議論を手配するべきであ

り、それによりタイ人専門家、JICA、そして裨益国の間で同じ目標に向かって進むためのよ

りよい理解が可能となる」と提言している。 

ベトナムへ派遣された第三国専門家は、「業務のために、例えば英語のノートパソコンなど

もっと機材が必要である。新品のノートパソコンを持っている日本人専門家と比べ、我々は

かなり落胆した」と回答している。また、機材に関してはバングラデシュへ派遣された第三

国専門家が、「バングラデシュのような国では、ガラス機器や試薬などの基礎的機材の注文に

時間がかかり、現行の専門家の時間フレームに合わない。もし、何が必要か分かっていれば

活動をもっと準備できるし、いくつかは自国から携行することもできる。これらは、我々が

去った後に組織に寄贈できる」と回答している。また、任期が短すぎるという意見が、３名

からあった。ラオスに派遣された第三国専門家は、「もし可能ならば研修を、実際の収穫期に

開催すべきである。それにより研修員が実地研修で学ぶことができる」と回答している。 

カウンターパートの選定と任命については、２名から提言があった。例えば、バングラデ

シュに派遣された第三国専門家の１人は、「我々は、裨益国が第三国専門家からどのような援

助、提言を受けるのか、具体的なアイデアをもつように裨益国に理解させるべく準備する必

要がある。裨益国は、適切な職員をカウンターパートに任命しなければならない、すなわち、

カウンターパートは専門家と過ごす十分な時間がなければならない」と回答している。 

第三国専門家受入機関からは、高い水準の第三国専門家の選定への提言と、第三国専門家

をもっと多くの国から派遣すべきだという提言があった。フィリピンの第三国専門家受入機

関は、「より多くの見方、アイデア、及び経験を得るために、このプログラムに関与する国の

数を増やし、かつ第三国専門家の数を増やすことを提言する」と回答している。 

裨益国の援助受入機関からは、専門家の人材情報整備に関する要望があった。エチオピア

からは、「もしこの種の業務に対して派遣可能な専門家の種類が事前に分かるならば、我々か

らの問合わせも容易になるし、不必要な要求を避けることができる」との回答があった。ま

た、マレーシアからは「開発途上国は専門家も含めて資源が限られているので、第三国専門

家の選定はより能率的でなければならず、また、そのような専門家の人材プールは継続的に

築かれなければならない。したがって、十分な数の高水準な専門家を確保するために、JICA

とそれらの専門家を供給する第三国の間の継続的な議論が必要である」との提言があった。

また、第三国研修と第三国専門家の両方について、ケニアから、「南南協力と経済協力は、知

識と資源の共有のために促進されなければならない」との提言があった。 
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５－４ 第三国専門家派遣の評価 

本件評価調査では、第三国専門家については十分な調査を行うことはできなかった。しかし、

インタビューとアンケート調査の結果をまとめてみると、以下のとおりである。 

 

(1) 実施プロセスに関する事項 

 第三国専門家派遣では、業務開始時には専門家自身が明確に業務内容や目的を把握してな

いのが現状のようである。各専門家は、業務分野、業務の概略などは指定されており、これ

を基に、各自の置かれた状況で専門家自身が務目標や業務内容を確定しているように見受け

られる。 

 他方、派遣専門家の所属先の多くは、職員を派遣する動機として、近隣国に対する協力と

ともに、派遣職員の知識、経験の蓄積による能力向上やネットワーク形成をあげている。 

 社会や経済レベルとともに機構が類似している場合には、第三国専門家の技術は、日本の

状況を背景とした日本の技術より、裨益国への適用可能性は高いようである。特に、タイ人

第三国専門家がラオスへ派遣されるように言語的類似性がある場合には大きな利点となる。

しかし、歴史的な背景から必ずしも関係は緊密になるとは限らない。 

 一方、タイの援助機関であるDTECからは、第三国専門家派遣がJICAプロジェクトの一部

であり、日本とタイ両政府の双方の便益のためであるというJTPPの理念に合わないという意

見があった。ここでの問題点は、二国間の目標が双方で明確になっていることとともに共有

されているかということである。日本側にとっては、第三国専門家の派遣先がJICAのプロジ

ェクトであるので、プロジェクトの計画を理解している。日本側にとっては、なぜ、日本が

協力するのかも位置づけは明確になっている。しかし、第三国専門家を派遣する国の窓口機

関や所属機関にとっては、第三国専門家の位置づけが必ずしも明確になっていないように見

受けられた。例えば、第三国専門家の業務内容が明確になっていないことが指摘されている

が、このことから推測しても関係者間で十分な協議が行われていないように見受けられる。

このようなことは意思の疎通につながり得る。特に、第２章でみたように、窓口機関、実施

機関の考え方が一致しているわけではないことも事実である。また、当然、第三国専門家派

遣では、裨益国の受入機関の考え方も重要である。このような点を考慮すれば、第三国専門

家の派遣に関しては、関係者間で十分な意見交換が必要と考えられるが、現状を見れば、そ

の割には十分な意見交換がなされていないようである。 

 

(2) 実績の達成状況に関する事項 

 第三国専門家の成果をどのように考えるのか。前述のように、専門家の役割である業務自

体が明確に専門家に理解がなされていなかった点が指摘できる。しかし、インタビュー等に



－84－

よれば、各専門家は各自で成果目標を設定し、その目標を達成しているようである。それな

りの成果が出ていることが分かる。また、第三国専門家の受入機関もそれぞれの国が抱えて

いる問題に合った技術を伝えており、その効果を評価しているとしており、成果を達成して

いるようである。しかし、前述のように業務内容が明確になっていないということは、達成

すべき成果やプロジェクト目標との関係が明らかにならないので、業務指示とそれによる成

果、目標を明確にすることが必要である。 



－85－

第６章 教訓と提言 
 

本章では、本調査を通じて得られた教訓とともに、今後の第三国研修と第三国専門家派遣のあ

り方について、また、日本の南南協力支援の今後の方向性について提言を取りまとめる。 

本報告書での教訓・提言の取りまとめは、以下の区分にしたがって整理した。 

(1) 南南協力支援の考え方などにかかわるもの 

(2) 第三国研修にかかわるもの 

(3) 第三国専門家派遣にかかわるもの 

(4) 評価にかかわるもの 

 

６－１ 南南協力支援の考え方などにかかわるもの 

(1) 教 訓 

 1) 南南協力支援の考え方の多様性について 

本評価調査では、第２章と第３章で、日本が実施する南南協力支援の関連機関の実態を

調べ、それぞれの南南協力支援に対する考え方を整理した。従来、我が国での南南協力支

援の議論は、どちらかといえば、我が国の視点から行われており、南南協力支援の実態を

必ずしも把握しているとはいえなかった。本評価調査の結果は、調査自体、短期間のイン

タビューに基づくものであり、必ずしも、分析に十分な情報を得られたわけではないが、

南南協力の基本的な方向性などについて議論する基礎を提示しえたと考える。特に、日

本・JICA、南南協力実施国の窓口機関、南南協力実施機関、他の国際機関と二国間援助機

関の南南協力支援に対する考え方に多様性があることが分かった。以下、それぞれの考え

方をあげておく。 

 2) 日本・JICAの考え方 

JICAの南南協力支援は，第三国研修を主体として、第三国専門家、パートナーシップ・

プログラム、機関間のネットワーク構築、三角協力プロジェクト等が行われている。この

南南協力支援を、予算、プロジェクト件数や人数、また、新たな実施の形態の導入などか

らみてみると、拡大傾向にあり、今後もこの傾向は続くと考えられている。このような傾

向は、南南協力支援を重視する政策的な支持を得ている。「政府開発援助大綱（ODA大綱）」

では、「他の開発途上国の有する知識や技術の十分な活用を図るための支援を行う」と述

べられている。また「ODA中期政策」でも、「開発段階や言語・文化等について共通点の

多い開発途上国間において、適正な技術が円滑に移転される効果が期待されるのみならず、

近隣国間で協力が行われることにより、経費節約効果も期待できる」と記述されている。

このような政策的な状況を反映して、南南協力の重視は、他の援助国と比較、日本が実施
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する開発援助の１つの特色とも意識されている。このような考え方は、国際会議での政府

関係者の南南協力支援についての発言などからも分かる。 

しかし、その実施面では、歴史的な経緯もあり、過去のJICAの協力を受けた機関を主体

として、現地事情に適応した日本の技術・ノウハウを周辺国に再移転することを目的とし

た我が国の技術協力の補完／普及の手段として観点が強い。主体は、研修と専門家派遣で

ある。JICAの南南協力支援は、1976年度に第三国研修として予算化し、同年度にタイの養

蚕研究研修センターでラオスの研修員４名の研修を実施したことに始まる。1976年の国際

協力事業団年報では、「第三国研修は開発途上諸国の域内で類似した環境の近隣諸国から

研修員を受け入れ、技術移転を効率的に実施する現地研修方式で、我が国は援助供与国と

して、研修員に対する外国旅費、滞在費、研修経費等の必要な経費を負担し、研修実施国

と共同して研修を行う研修方式である」と記されている。しかし、新しく開始された第三

国研修が南南協力の明確な概念の下に開始されたわけではない。むしろ、プロジェクト方

式技術協力によって移転した技術を、周辺諸国に移転しようとする日本の協力推進のため

に開始された制度であったといえる。JICAは、現在、南南協力支援として、第三国研修や

第三国専門家等の援助スキームを設定し具体的事業を実施しているが、これらの活動も、

このような考え方の延長線上で行われているといい得る。このような考え方は、1998年に、

JICAが実施した事業効率化基礎研究「南南協力支援手法」でも見受けられる。ここでは、

従来の考え方を基盤に、更に日本のアジア外交の側面における強化をあげ、シンガポー

ル・タイなどの新興援助国支援を打ち出している。結果として、実施面の歴史的な経緯に

縛られたまま、我が国の技術協力の補完・普及の手段としての南南協力支援を強調するこ

とになっている。 

 3) 窓口機関の考え方 

南南協力実施国の窓口機関は、地域支援、周辺国支援を行うにあたっては、外交的な側

面を優先し実施している。もともと南南協力自体が、南と南の水平的な協力関係に独自の

意義を見出して形成されたものであり、そもそも政治的、外交的面をもっている。それぞ

れの窓口機関において、先進国に比較して対周辺国及び地域協力の枠組みに対する優先度

が高いことは当然のことである。しかし、我が国の技術協力の補完・普及の手段として研

修やプロジェクトを計画し、実施していると、この当然のことを見過ごしがちになる。 

それぞれの開発途上国援助機関は、独自の援助システムを構築し、その発展に力を入れ

ている。先進国からの支援も、国際機関、二国間援助機関など複数にわたったとしても、

呼び名はそれぞれの支援先によって異なるが、基本的には同じものと考えており、先進国

からの支援事業といえども、それぞれの援助システムの枠組みのなかで検討している。援

助機関によって、当然政策も異なるが、意見交換、協議、交渉によって、案件を選定する
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とともに共同実施・協調のための枠組みを形作ってきている。当然、窓口機関と先進国援

助機関の考え方が一致するとは限らない。 

このような状況は、技術協力やプロジェクトの上位目標やプロジェクト目標の内容に影

響を与えるはずである。国際協力は、今後ますます事業の効果が求められるようになるが、

このためには、従来曖昧であった達成すべき上位目標やプロジェクト目標を明確にするこ

とが求められることになる。上位目標やプロジェクト目標をどのように決めるかによって

事業の効果も実施方法も異なってくる。従来、南南協力支援と銘打ち、南南協力実施国で

ある新興援助国を支援するということで、事業の協力を行ってきたが、このような目標設

定では援助をとりまく環境には対応しきれなくなってきている。このことは、JICA内外に

も現われてきている。例えば、それは事業実施計画の策定における問題して、また、南南

協力支援についての窓口機関との協議における問題として認識されるようになってきて

いる。さらに、本調査でも明らかになったように、南南協力実施国は、新興援助国として

日本から支援されているという認識はあまり強くはなく、南南協力実施国である新興援助

国を支援するという目標自体成り立ちづらいのが実態である。 

 4) 実施機関の考え方 

本評価調査では、シンガポールとタイの第三国研修の実施機関に焦点を、南南協力実施

機関の考え方を考察した。評価対象とした多くの実施機関は、高等教育機関、専門技術教

育機関、訓練機関、付属教育機関としての地位を確立しており、それぞれの分野で国内の

指導的教育機関としての位置づけを確保していた。JICAの第三国研修や周辺国に対する技

術指導などの海外活動や南南協力活動はこのような国内基盤を基に実施されていた。海外

向けの活動は、先進国からの協力を受けて開始されているものが多いが、実施の経過とと

もに先進国の協力の割合も減ってきていた。先進国のかかわりでいえば、複数の二国間援

助機関や国際機関との協力関係をもつものが一般的である。それぞれの機関は、先進国機

関との意見交換や協議を通じて事業内容を設定しているが、基本的には国内事業をそれぞ

れの機関向けに修正し、顧客向けの事業を設定している（カスタマイゼーション）。それ

ぞれの機関の先進国機関に対する対応をみてみると、先進国機関によって重点の置き方に

若干の違いがあるが、基本的に同じような対応をしていると認識しており、それほどの違

いはない。他方、シンガポール航空大学校やマヒドン大学ASEAN保健開発研究所のように、

国際的水準の独自コースをもつものもある。多くの機関が、海外向け活動を能力強化の機

会と捉えており、海外活動の経験を積み上げ国際化を図ることにも熱心である。能力の向

上と国際化を果たすことによって海外活動プログラムに独自色が出てくる傾向が見受け

られる。 

このような状況を考えると、ここでも、また、南南協力実施国である新興援助国を支援
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するという考え方自体が、必ずしも実態を反映していないことが分かる。過去のJICAの協

力を受けた機関を主体として、現地事情に適応した日本の技術・ノウハウを周辺国に再移

転することを目的とした我が国の技術協力の補完／普及の手段として、南南協力実施機関

と協力関係を持ち続けていくことは、これら機関の状況を考えれば、適当ではない。今ま

での経緯を考えれば、過去の技術協力がそれぞれの機関が現在の能力を確保するために貢

献したことは確かであるが、事業を計画・実施するにあたって、このような過去の経緯に

大きく依存すべきではない。それぞれの実施機関は、研修依頼に基づき研修コースを設定

しているのであり、彼らの能力を有効に活用するためには、研修に何を求めるか、すなわ

ち、研修の成果を明確にすることである。研修依頼者としてのJICAは、この点を意識し、

期待する成果を明確に提示することによって、研修による到達点も確実になる。 

 5) 援助機関の考え方 

二国援助機関や国際援助機関は、彼らの援助を行うにあたって南南協力支援という概念

をもって活動を行ってない。本件評価調査でも、JICAの南南協力支援に対する説明に対し

て、それぞれの同等の活動がどのようなものであるか、また、どのような考え方で実施し

ているかという点を出発点として意見交換を行った。このような彼らの説明は、援助機関

での南南協力支援という概念の存在のなさと、しかし、実態をみれば、地域プログラム、

地域協力という概念の基に同じような活動が行われていることを明らかにする。他方、こ

のような状況は、JICAが実際には地域プログラムや地域協力を行っているにもかかわらず、

地域プログラムや地域協力を行っているとの意識の欠如を明らかにもする。 

 二国間援助機関や国際機関は、地域プログラムや地域協力としてJICAと同じように研修

や技術協力プロジェクトを実施しているが、実施機関を支援しているということではなく、

地域の開発課題の対して地域のリソースを活用するという考え方の方が強いように見受

けられた。研修コースの開設については、CIDA等にみられるように、自国の研究機関やNGO

と契約を結び事業を行う場合と、直営事業として直接プロジェクト・マネジャーを雇用し

特定国の実施機関と共同で事業を行う場合に分かれる。前者の場合にも、自国研究機関や

NGOがプロジェクト・マネージャーを雇用して特定国の実施機関と共同で事業を実施する

ことになるので、機能的には基本的には変わらないものである。ここでは、特定国の実施

機関は技術協力のリソースとして強く認識されており、足りないところは補うという考え

方はあるが、JICAが考えているような支援の対象とは考えられていない。単に実施機関の

研修コースへの参加のためのスカラーシップを供与することも地域プログラムの大きな

構成要素となっている。このような点からも、支援というよりリソースの活用と言う点が

強いことが分かる。JICAもマヒドン大学ASEAN保健開発研究所のプライマリー・ヘルスケ

アなどの修士コースはこのような形態で実施しているが、JICAには、地域協力や地域プロ
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グラムとしての考えはそこには出てこない。 

以上みてきたように、それぞれの関係機関の考えは、必ずしも一様でなく、どちらかと

いえばかなり隔たりがあることが分かる。このような考え方の違いは、第三国研修、第三

国専門家などの事業に大きな影響を与えるものと考える。特に、事業の計画を形作る、上

位目標、プロジェクト目標、成果などの内容に決定的な影響を与える。 

このような状況を踏まえ、また、国際協力をとりまく環境と現在の南南協力支援の規模

を考えれば、南南協力支援事業を再整理することが緊急な課題であることが分かる。この

ためには、南南協力支援にかかわる関係機関の考え方の多様性を理解することが、第一歩

であり、また、このような認識の基に検討を開始することが重要である。 

 

(2) 提 言 

・裨益国の開発ニーズに基づく南南協力支援を確立のための南南協力支援概念の再整理 

 南南協力支援には、南南協力実施国の窓口機関、実施機関、稗益国の窓口機関、研修員

派遣機関、専門家受入機関など多くの利害関係者がかかわることになる、しかし、前述し

たように、これら利害関係者間での南南協力支援についての考え方が一致しているわけで

はない。他方、JICAの考え方もこのような状況に対して枠組みと方向性を与えることがで

きるものとはなっていない。JICAが、南南協力支援を効果あるものにするためには、南南

協力支援の概念を再整理することが必要である。 

では、どのようにして再整理いったらよいのか。筆者は、これは、南南協力の支援を、

JICAの援助のための政策体系に位置づけていく作業そのものであると考える。政策体系と

は、政策（ポリシー）、施策（プログラム）、事務・事業(プログラム)から成り、相互に目

的と手段の関係を保ちながら、全体として１つの体系を形成するものであり、JICAでは、

国別事業実施計画の策定を通して現在明確になりつつある。一つ一つのプロジェクトは、

政策、施策、事務・事業の一連の連鎖として扱われることになるが、基本的には、上位目

標、プロジェクト目標、成果、活動、投入から成る一連の流れと相応する。よって、具体

的には、JICAが、南南協力支援の受益国である裨益国の窓口機関、研修員派遣機関、専門

家受入機関、南南協力実施国の援助窓口機関、実施機関と意見交換や協議を通じて、政策

体系を、つまりそれぞれの国別事業実施計画のなかで第三国研修、第三国専門家などの事

業を個々の要素に着目し明確にしていくことが必要である 

ここでは、以下この際の留意点をあげておく。 

 1) 南南協力支援と開発課題の関係を明確にする 

 国際開発協力は、成果を求められるようになってきている。開発途上国においては、開

発政策・戦略を策定し、これに基づく開発に注力している。日本もこのような動きに対し
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て、それぞれの開発課題を中心とした投入指向の援助から成果指向の援助への変革が求め

られている。このような動きは、一層強化される傾向にある。南南協力支援の裨益国では、

セクター・ワイド･アプローチが実施されたり、貧困削減戦略書（Poverty Reduction Strategy 

Paper：PRSP）が策定されたりしており、JICAのおいても、国ごとに協力すべき開発課題

を決め、戦略を策定し、戦略の基に案件を選択し、これを国別事業実施計画として取りま

とめ、協力の整合性をとることに努めている。 

他方、南南協力支援では、従来から基本的に南南協力実施国の文脈で案件の計画や実施

が行われており、国別事業実施計画のなかでも、事業実施主体である新興援助国の国別事

業実施計画に位置づけられており、南南協力支援と開発途上国の開発課題との関係が明確

にされてこなかった。本評価調査で、第三国研修においては、上位目標やプロジェクト目

標が明確になっていなかったため、インパクトや有効性を評価することが難しかったが、

これもその現れと考えられる。上位目標やプロジェクト目標は、南南協力支援を裨益国の

開発政策の文脈のなか位置づけることによって始めて明確にすることが可能である。 

このような状況を踏まえれば、南南協力支援を裨益国の開発政策の文脈のなかで実施し

ていくことがますます重要であり、従来以上に南南協力支援と開発課題の関係を検討して

いくことが必要である。 

 2) 南南協力実施国のリソースと開発課題の関係を明確にする 

 現在の南南協力支援事業は、基本的に、南南協力実施国の開発支援のリソースに焦点を

おいたサプライ・サイドの観点から議論されている。前節でみたように、これは、南南協

力支援を裨益国の開発政策の文脈のなかで計画・実施されるのではなく、南南協力実施国

の開発協力政策の文脈のなかで計画され実施されている。国別援助計画では、パートナー

シップ・プログラムは実施国に、また、裨益国に対する援助実績ではなく、第三国研修の

実績は研修実施国に計上されることにも現われている。南南協力支援の効果を高めるため

には、このような投入指向の体制からの離脱を図らなければならない。これは単にニーズ

調査を行うということではない。これは、南南協力支援国の実施機関のリソースを明らか

にし、この南南協力支援を裨益国の開発政策の文脈のなかで位置づけていくことで初めて

可能となる。国内研修事業では、開発課題を明確にするなかで、集団研修から国別特設研

修への移行が計られているが、これは、研修リソースと開発課題を適格に結びつけようと

する努力の現れと解釈できる。同じように、南南協力支援と開発課題の関係を真剣に議論

し、明確にしていかなければならない。 

今後の方向性として、国別事業実施計画のなかで、裨益国の開発課題に基づく重点協力

項目や事業実施の方向性、更には地域的な戦略に対し、南南協力支援国の援助リソースの

最適な活用を図ることが必要である。例えば、裨益国の重点分野に対する研修員の割当て
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数、国別特設コースの開設、援助リソースの発掘・育成・拡大、国内研修との組合せ、国

内研修・裨益国内研修との役割分担などの議論も可能になると思われる。また、第三国研

修や第三国専門家派遣などの援助実績については、裨益国への援助として計上することも

検討すべきであり、このことによってこれらの活動の整合性が図られる。 

 3) 南南協力支援の枠組みを明確にする。 

 開発途上国の協力を支援するという意味での南南協力支援という表現は、現在のJICAの

事業計画に照らしてみると必ずしも適当ではなく、今後の南南協力は、JICAが外部から事

業を支援するという考え方ではなく、先進国と開発途上国が共同で事業を行っていくとい

う概念で捉えていくことが必要と考える。このような開発課題を共有化し実施する南南協

力支援では、援助国と南南協力実施国とがパートナーシップを基礎にした南南協力支援体

制を構築していくことが必要である。日本は、これまで南南協力実施国を主な対象とし、

支援を行ってきたが、そこでの基本的な考え方は日本の技術移転の再移転を図ろうとする

協力であった。しかし、南南協力実施国は、それぞれのもつ政治的、経済的、社会的な要

因を反映し、各々の意向を入れ協力を実施してきたことも事実である。 

図６－１は、従来の概念と新しい概念を比較したものである。両者を対等な立場として

捉える「三国間協力」（Triangular Cooperation）という用語の方が適切な用語であると考え

られる。従来の日本の南南協力支援は、先進援助国による南南協力実施国への支援に焦点

があてられ、南南協力実施国の援助実施能力が強調される。他方、今後の南南協力では、

先進国、南南協力実施国、開発途上国がお互いにそれぞれの立場を尊重し、開発途上国の

開発課題への支援を包括的に実施していくことが必要である。 

他方、多くの開発途上国は地域的には同じような開発課題をもっており、問題点ととも

に経験や知識を共有していくことは有効である。そのような観点からは、南南協力支援の

枠組みを、地域間協力や地域プログラムとして枠組みを設定することは有効と考える。特

に、前述したように南南協力や南南協力支援は必ずしも広く受け入れられている概念では

ないことを考えれば、そのような対応はJICAの自由度を向上させることにもなり得ると考

える。 
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 (従来の南南協力支援概念) 
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(JICAの南南協力支援の現状) 
 

 

 

 

 

 

 

 

（パートナーシップに基づく南南協力支援：三国間協力） 

 

 

 

 

 

 

 

出所：筆者作成 

図６－１ 南南協力パートナーシップの概念図 

 

 4) 共同作業の強化 

 このような包括的アプローチにおいては、各々の事業関係者に対し、一層の連携／共同

作業が求められるようになる。開発アプローチが、開発途上国の開発課題に対する支援と

いうことであれば、例えば、同じプロジェクトやプログラムの下で、先進援助国、南南協

力実施国の関係者が受入国の開発事業者を支援していくことになる。従来の個々の南南協

力事業単独で完結する体制とは大きく異なることになる。当然意識のうえでも大きな変革

が求められる。 
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南南協力実施国 

 

 

南南協力受取国 
南南協力支援 
(意識の違い) 

南南協力実施国 南南協力受取国 

JICA 

南南協力実施国 

 

南南協力受取国 
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 しかし、そのような体制のなかでは、個々の事業は、他の事業とかかわりをもつことに

よって、より効果をあげることも可能になる。先進援助国の開発への協力機関／支援機関

と南南協力実施国の研修機関との間の関係もより密接なものとなり得る。南南協力の実施

機関を、開発途上国に存在する研修機関として認識することによって、人材養成の役割分

担を可能にもする。この点を突き詰めれば、研修員を派遣する国の立場に立てば、どこで

研修を受けるかとの選択の問題となる。より広い視野に立ち、裨益国のニーズに合致した

リソースを援助国、南南協力実施国において広範囲に活用するようになり得る。またこの

ような連携／協調を通して人的、組織的なネットワークも発展すると考えられる。 

 5) 情報の重視 

 他方、ネットワークを活性化し、強固にしていく仕組みを南南協力、及び南南協力支援

の枠組みに組み込んでいくことが必要である。今日情報通信技術の発展は、事業のやり方

自体を大きく変える可能性をもっている。ネットワークの構築には、この情報通信技術の

活用を促進していくことが大きな課題になる。ネットワークでは、人と人との議論を活性

化させ、知識の共有化を図るとともに、知識の創造を促進する体制を構築することができ

る。また、知識を蓄積することによって、南南協力の基盤が強固にし得る。 

 

６－２ 第三国研修にかかわるもの 

(1) 教 訓 

シンガポールとタイで実施している第三国研修では、実施機関はそれぞれの機関のもって

いる教育・研修資源を研修目的に合わせ運営している。多くに機関が、それぞれの機関で実

施している既存の研修を研修対象者に合わせてカスタマイゼーションし、研修コースを計画

実施しており、研修コースの質は維持されている。研修修了にあたっては、研修生への研修

についてのアンケートを取り研修生による評価を行うとともにインストラクターによる自己

評価をするなど研修シラバスの改善が図られている。グループ討議、関心テーマに即したス

タディ・ツアー、研修環境をよくするための研修者間のアイス・ブレーキング活動など種々

の工夫や対応が図られている。これらの活動は、研修の成果を研修員の研修内容の習得と規

定すれば、目標の達成に貢献している。 

他方、研修のプロジェクト目標である研修員の派遣元であるそれぞれの所属機関の能力向

上やそれぞれの国の開発課題に対する貢献に関しては、明確には分からなかった。GTZの専

門家が述べるように研修成果は、研修員にとどまり波及効果は小さい。研修機関の多くが述

べるように研修の効果は、研修員のプロファイルによる。つまり、研修員が優秀で問題意識

をもち、研修成果を自国の開発課題に対して活用すれば効果があがる。しかし、研修員の派

遣先からは、研修員を派遣することについての明確な意思表示をみることはできなかった。
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第三国研修では、裨益国の機関は継続的に研修員を派遣することが可能である。また、研修

コストを負担するJICAも継続的に研修員を派遣することを指示しているわけであり、ともに

研修員を送ることによる明確な目的を設定することは可能である。しかし、このような意志

を見ることはできなかった。このような状況は、プロジェクト目標や上位目標の曖昧さとな

って現われていたと考えられる。 

第三国研修にあたっては、研修実施国の実施機関に焦点をあてるばかりではなく、裨益国

の研修員派遣機関や裨益国の開発課題に対する協力における研修のあり方などを考えている

ことが肝要である。 

 

(2) 提 言 

 1) 第三国研修コースの柔軟な実施 

 第三国研修の実施にあたっては、従来裨益国の利害関係者、すなわち、研修員の派遣機

関、JICAの稗帰国の担当部署や事務所の研修実施へのかかわりは非常に薄い。派遣先は継

続的に研修員を派遣するものであり、研修期間を通してみれば５名から10名の職員が第三

国研修コースを受けることになる。対応の仕方によっては10名以上の研修を行うこともで

きる。このような状況は、裨益国の研修員派遣機関の課題に対して計画的に対応すること

を可能している。しかし、このような機会は必ずしも有効に活用されていない。有効な活

用を検討することが必要と考える。 

 そのためには、今後は第三国研修を裨益国の開発課題に対する戦略の文脈のなかで検討

していくことが必要である。従来、第三国研修はJICAの対裨益国の国別援助計画には計上

されていなかったが、今後は明確に計上し、開発課題に対する協力の要素として取り扱う

ことが肝要である。これは、第三国研修では実施機関を協力対象として考えてきたが、今

後は裨益国に対する国際協力の資源、すなわち技術協力のリソースとしての側面をより強

調した思考を取り入れていくことである。このような思考を取り入れることにより、裨益

国に対する技術協力プロジェクトや現地研修、また国内集団研修や国別特設コースととも

に一連の技術協力のリソースとして課題に対して適切な組合せを柔軟に計画していくこ

とが可能となる。 

 2) 地域開発としての第三国研修 

 JICAの第三国研修に対する思考は、南南協力支援という枠組みで従来実施機関に限られ

たものであったといってもいいすぎではない。しかし、現実には、実施機関はネットワー

クの構築や地域枠組みのなかで研修コースを実施しており、第三国研修を南南協力に対す

る支援として認識して受けているわけではない。どちらかといえば、それぞれの機関は地

域における技術の蓄積場所や発信機関としての役割を認識しており、地域の開発課題に対
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しての対応を強調している。このような考え方は、他援助機関や国際機関の実施機関との

かかわりでも地域協力としてかかわっていることからも理解できる。このような状況を考

えれば、JICAの実施機関への対応も地域課題への対応するための研修コースとして実施し

ていくことによって、より実際の問題に対して現実的、効果的に対応することができると

考える。第三国研修を地域プログラムとして認識して実施することによって、従来以上の

効果を期待することができると考える。地域プログラムには地域の課題に対応する知識や

技術の蓄積が必要であり、第三国研修実施機関は地域プログラムの実施の核になり得る。 

・ネットワークの構築 

研修員同士、あるいは研修スタッフと研修員のネットワークについては、いくつかの研

修実施機関が積極的に取り組んでいるものの、多くの場合は研修員及び研修スタッフの自

発性に任せており、研修業務の一環としては対応していない。ネットワークの活用は研修

の正のインパクトを高めるとともに、JICAとしても貴重なリソースとなる可能性を秘めて

おり、重要な課題である。ネットワークによって、開発ニーズの把握や事業計画に必要な

情報の収集も効率的に行うことができる。また、ネットワークが整備できれば研修事業の

終了後のフォローアップが可能となる。 

研修事業の分野では、JICA沖縄国際センターにおいてインターネットを活用した帰国研

修員へのフォローアップが行われている。南太平洋フォーラム（South Pacific Forum：SPF）

諸国の廃棄物管理コースでは、研修員が自国の廃棄物処理アクションプランを作成し、帰

国後に実施状況を同センターのサーバーに電子メール経由で蓄積してお互いに参考にす

るとともに、インターネットを通して対話やフォーラムを行うという試みが実施されてい

る。このような既存の取り組みは第三国研修の実施のなかでネットワークの構築に参考に

なる。また、現状では第三国研修の研修員はJICA同窓会に入っていないが、この点につい

ても検討が必要である。 

 3) 第三国研修事務手続きの改善 

 a) 受講資格などの明確化 

第三国研修の参加者は、周辺国を対象にし、一見同質性をもっているような印象をも

つが実際は、社会、経済、政治状況、中央官庁、地方公共団体などの組織の違いやレベ

ルの違いなどの背景を異にする。知識、語学能力、技術レベルにおいても多様であり、

このような研修員間の差異が研修コースの運営に影響を与える。参加にあたって要求さ

れる英語能力や技術レベルは、第三国研修コースの成果に特に大きく影響する。このよ

うな状況に対処するためには、受講資格などの明確にするとともにそのような資格要件

を尊守することが必要である。英語能力や技術レベルについては、多くの終了時評価報

告書でも問題にされ、また、インタビューにおいても再三にわたり指摘されていたこと
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であるが、十分な対策がとられてはいない。具体的には、研修実施機関の研修員を選定

する際の権限の強化、各国への割当て枠を越えた応募者人数の募集と選抜、研修員の一

般公募、英語能力の申請書類でのTOEFLやTOEICなどのスコア記載などが想定される。 

 b) G.I.送付の早期化 

G.I.送付については研修実施国が外交ルートを通じて行うことが一般的であるが、

往々にして迅速性に欠けると指摘されている。これについては研修実施国まかせにする

のではなく、先方の外交ルートが弱い国を日本が分担する、あるいはJICA現地事務所を

通じて先方の事務手続きをモニタリングするなど、パートナーとして積極的に関与する

方策についても検討すべきである。 

 

６－３ 第三国専門家派遣にかかわるもの 

(1) 教 訓 

 1) 第三国専門家の利点 

社会や経済レベルとともに機構が類似している場合には、第三国専門家の技術は、日本

の状況を背景とした日本の技術より裨益国への適用可能性は高いようである。特に、タイ

人第三国専門家がラオスへ派遣されるように言語的類似性がある場合には大きな利点と

なる。しかし、歴史的な背景から必ずしも関係は緊密になるとは限らない。他方、専門家

の派遣は、近隣国に対する協力とともに、派遣職員の知識、経験の蓄積による能力向上や

ネットワーク形成に役立っている。 

 2) 第三国専門家に対する各国の認識の違い 

タイの援助機関であるDTECからは、第三国専門家派遣がJICAプロジェクトの一部であ

り、日本とタイ両政府の双方の便益に基づくというJTPPの理念に合わないという意見があ

った。ここでの問題点は、二国間の目標が双方で明確になっているかということである。

第三国専門家の派遣先が、JICAのプロジェクトであれば、日本側はプロジェクトの計画を

理解しているわけであるが、なぜ、日本が協力するのかも位置づけは明確になっている.

しかし、第三国専門家を派遣する国の窓口機関や所属機関にとっては、第三国専門家の位

置づけは必ずしも明確になっているとは限らない。これは、第三国専門家の業務内容が明

確になっていないことからも推測しえることかもしれない。窓口機関、実施機関の考え方が

一致しているわけではない。また、当然、第三国専門家派遣では、裨益国の受入機関の考え

方も重要である。現状をみれば、その割には十分な意見交換がなされていないようようであ

る。 
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 (2) 提 言 

 1) 人材データベースの整備 

より広い視野で裨益国の開発課題に貢献するために開発途上国の人材を援助のリソース

として活用していくことは重要な課題である。そのためには、開発途上国の人材を援助の

リソースとして活用していくことは、各国における第三国専門家の情報を共有することが

必要である。人材データベースの整備が有効である。国内専門家についても人材データベ

ースの構築を促進しており、その一環として開発途上国人材のデータベースを整備してい

くことが効果的である。 

 2) 業務内容の明確化 

明確な業務内容の提示は、専門家が成果を達成するために必要なことである。第三国専

門家の多くは十分な目的の提示を受けてはいない。確かに専門家は状況を判断し活動を行

いそれなりの成果を達成している。しかし、業務内容が明確になっていれば、活動もより

成果指向のものとなり得る。また、業務内容を明確にすることによって、事前準備が可能

な早目の派遣手続き、及び必要な資機材の確保を含む派遣先でのサポートは成果を確保す

ることが可能となる。また、業務内容を明確にすることによって、関係各国の第三国専門

家に位置づけも明確になると考える。 

 3) 国際約束の簡素化 

第三国専門家派遣を担当するJICA地域部から、個々の第三国専門家に対して個別に国際

約束を形成する現行制度は時間とコストがかかるため、国際約束形成方法の見直しが必要

であるとの意見があった。現在の複雑な派遣手続きを簡素化する必要性については派遣国

の窓口機関や派遣機関関係者からも指摘されており、JICA内でも既に中南米部が手続きの

簡素化に着手するなど改善の動きが出ているが、早急に手続きの簡素化について検討する

ことが必要である。 

 4) 専門家処遇の把握 

第三国専門家の任期中の本国での待遇について、タイにおいては省庁によって規則が違

うようである。基本的には、派遣国の問題であるが、JICAとしても問題提起を行うなど働

きかけを行うことも検討することが必要である。 

 

６－４ 第三国研修の評価にかかわるもの 

(1) 教 訓 

 1) メタ評価の効用 

 一つ一つの評価結果では問題を一般化することは難しく、評価結果を制度にかかわる改

善などにフィードバックを行うことはなかなか難しい。本評価調査で実施したメタ評価の
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試みは十分なものではなかったが、メタ評価の対象である終了時評価自体の問題も指摘で

きた。また、いくつかの制度的な改善点についても指摘することができた。このようにメ

タ評価を行うことにより、事業の実施や評価を全体の問題として議論する根拠を得ること

が可能である。個々の評価結果をより有用なものにするためには、今後メタ評価を評価体

制に組み込んでいくことが重要である。 

 2) 組織的な評価の重要性 

 評価を組織的に、適切に行うことによって多くの事業の問題点を抽出することができる。

JICAでは、PDMと評価５項目を使い評価を行うこととしているが、メタ評価の結果でも、

PDMや評価５項目を使うことによって事業の問題点が指摘できることが分かる。PDMは、

事業の目的と手段の連鎖関係を要求し、また、評価５項目を使うことによって目的と手段

の因果関係を明らかにすることが求められるようになる。PDMと評価５項目を使い評価を

組織的に行うことは、結果として、事業の関係者により適切な事業の計画と実施を促進す

ることになる。 

 

(2) 提 言 

 1) 組織的な評価の実施 

「JICA評価ガイドライン」では、基本的にPDMと評価５項目を使い評価を実施すること

としている。第三国研修においても、ガイドラインを基本にし、研修の特質を加味して評

価を行うこととしている。よって、第三国研修の評価は、ガイドラインに従えばよい。従

来、PDMと評価５項目を使った評価は実施されてなかったという実態を踏まえれば、ガイ

ドラインに基づき評価をすることで事業の飛躍的な質的な向上が期待できる。本節では、

本評価を踏まえて、より適切な評価を行うためにいくつかの留意事項を提示しておく。 

 2) PDMの作成の留意点 

南南協力支援には、多くの関係機関がかかわっており考え方も一様でない。これは、第

三国研修にも当てはまる。よって、上位目標、プロジェクト目標、成果についても、必ず

しも関係者間で容易に一致するとは限らない。このような状況を踏まえれば、関係者間で

のコンセンサスの構築に努力することは必要である。特に、JICAとしては、裨益国におけ

る開発の文脈の中で第三国研修を位置づけ、PDMを整理することが肝要と考える。 

PDMの作成には、第三国研修では、上位目標としての「開発課題への貢献」、プロジェ

クト目標としての「研修成果の普及・活用」を実現する研修における成果を明確にするこ

とが重要である。このためには、「開発課題への貢献」とは何か、「研修成果の普及・活用」

とは何か、再整理し成果を検討することが必要である。この際には、ネットワークの形成

の役割についても検討されることが必要と考える。 
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3) 必要な情報及び情報入手先 

終了時評価には多くの情報が必要であるが、参考として情報とその情報入手先について

記載しておく。 

① 研修の目的と概要（Ｒ／Ｄ） 

② ニーズ調査の概要と結果（事前調査報告書） 

③ 研修実施機関選定の経緯と過去の日本の技術協力についての経緯（事前調査報告書） 

④ 日本側の研修運営への参加（Ｒ／Ｄ、コースレポート、ヒアリング） 

⑤ 研修定員、応募数、研修員実績（コースレポート） 

⑥ 費目別研修コスト（コースレポート） 

⑦ 研修実施国内の研修コストデータ（ヒアリング） 

⑧ JICA国内研修コスト（事前調査報告書） 

⑨ 言語的類似性などの研修環境（事前調査報告書） 

⑩ 研修内容見直しの経緯（コースレポート、ヒアリング） 

⑪ 到達試験結果（コースレポート） 

⑫ 研修員による研修コース評価（コースレポート） 

⑬ 研修員による研修成果の活用／普及（裨益国におけるヒアリング） 

⑭ 裨益国の研修成果活用／普及への取り組み（裨益国におけるヒアリング） 

⑮ 研修員／スタッフのネットワーク（コースレポート、ヒアリング） 

⑯ 研修実施機関の南南協力活動（ヒアリング） 

⑰ 研修実施国援助機関の自力での研修継続の意向（ヒアリング） 

⑱ JICAによる裨益国での関連する技術援助（現地JICA事務所へのヒアリング） 

⑲ JICAによる研修実施国での関連する技術援助（現地JICA事務所へのヒアリング） 

このように、終了時評価においては事前調査報告書、コース・レポートなどの既存資料

を最大限活用し、終了時調査のなかで行う調査活動は、研修実施国における援助機関及び

研修実施機関への聞き取り調査、そしていくつかの裨益国を対象とした聞き取り調査に絞

り込むことで、効率的かつ効果的な終了時評価が可能になると思われる。 

 4) コースレポート 

終了時評価に活用する観点から、研修実施機関が作成しJICAに提出するコースレポート

の記載内容を検討してみた。参考にされたい。 

 a) 研修の概要 

① コース名 

② 実施年 

③ 研修実施機関 
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④ 研修の目的（Ｒ／Ｄより） 

⑤ 研修員が到達すべき目標（Ｒ／Ｄより） 

⑥ 研修定員、国別応募数、研修員実績 

 b) 研修実施体制 

① 研修実施機関の研修事業実績 

② 研修スタッフ 

③ 研修機材施設 

 c) 日本側の研修運営への参加 

① コース・デザインへの参加 

② 研修資機材投入 

③ 日本人講師 

 d) カリキュラム 

① 当初のコース・デザイン 

② 研修内容、カリキュラムの見直し 

 e) 研修費用 

① 費目別の研修費用予算と実績 

 f) 研修の評価 

① 到達結果の確認 

② 研修員へのアンケート調査 

③ 研修スタッフによる評価 

④ 研修員/研修スタッフのネットワーク 

 g) メタ評価の実施 

 個々の評価をより有効にするためにはメタ評価を行うことは有用である。メタ評価を

実施することは、評価の全体費用に比べれば微々たるものである。一般的には全体評価

予算の１％程度をメタ評価に使うことが進められている。JICAのおいても今後は個々の

評価を生かすとともに評価体制を整備するためにメタ評価を積極的に実施していくこと

が重要である。 



 

 

 

 

 

付 属 資 料 
 
 
 

１．主要面談者リスト 

２．質問票 

２－１ 第三国研修員 

２－２ 第三国研修員の所属機関 

２－３ 第三国専門家経験者 

２－４ 第三国専門家受入機関 

２－５ 裨益国援助受入機関 

２－６ 新興援助国の援助窓口 

３．終了時評価報告書レビュー 
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